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5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事

故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シーケン

スは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，

①「崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライン]）＋

崩壊熱除去・注水系失敗」,②「崩壊熱除去機能喪失（代替除熱

機能喪失[フロントライン]※1）＋崩壊熱除去・注水系失敗」,

③「崩壊熱除去機能喪失（補機冷却系機能喪失）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」及び④「外部電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失敗」

である。 

※1 原子炉冷却材浄化系等の残留熱除去系以外の崩壊熱除去

機能の喪失 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止

中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失するこ

とを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が

蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，原子炉水

位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失したこ

とによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。こ

のため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効

性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故等対処設備に期

待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常

を認知して，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水を行うことによって燃料損傷の防止を図る。また，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最終的な

熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

5 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シー

ケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示す

とおり，①「残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗」，②「残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）

＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」及び③「外部電源喪失＋崩壊

熱除去・炉心冷却失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転

停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失

することを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉

冷却材が蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，

原子炉水位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による

原子炉注水を行うことによって，燃料損傷の防止を図る。ま

た，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による最終的

な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱

5. 運転停止中の原子炉における重大事故に至るおそれがある事

故 

5.1 崩壊熱除去機能喪失 

5.1.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」に含まれる事故シーケン

スは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとお

り，「崩壊熱除去機能喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」及び

「外部電源喪失＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の

基本的考え方 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停

止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能が喪失す

ることを想定する。このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷

却材が蒸発することから，緩和措置がとられない場合には，

原子炉水位の低下により燃料が露出し燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，崩壊熱除去機能を喪失したこ

とによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。こ

のため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効

性評価には，崩壊熱除去機能に対する重大事故等対処設備に

期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異常

を認知して，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水を行うことによって燃料損傷の防止を図る。また，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最終的な

熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

・評価条件の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の「崩壊熱

除去機能喪失＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗」は，

残留熱除去系のフロント

ライン系又はサポート系

の機能喪失を表してい

る。 

柏崎 6/7 の②の事故シ

ーケンスは，ＰＲＡにお

いて，原子炉冷却材浄化

系，燃料プール冷却浄化

系に期待しているため抽

出されているが，島根２

号炉では期待していない

ため同様の事故シーケン

スは抽出されていない。

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に対し

て，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可

能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード及び原

子炉停止時冷却モード）による原子炉注水手段及び除熱手段を

整備する。また，原子炉補機冷却機能喪失により残留熱除去機

能が喪失した場合については「5.2 全交流動力電源喪失」にて

燃料損傷防止対策の有効性を確認する。これらの対策の概略系

統図を第5.1.1 図及び第5.1.2 図に，手順の概要を第5.1.3 図

に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，

重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第5.1.1 表に

示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにお

いて，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，

中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計14 名

である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副長 2名，運転操作

対応を行う運転員 6 名である。発電所構内に常駐している要員

のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5 名である。

必要な要員と作業項目について第 5.1.4 図に示す。 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，

作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認

した結果，14名で対処可能である。 

 

 

 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩

壊熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系の故障により，崩壊熱除

去機能が喪失する。これにより，原子炉水温が上昇し 100℃に

する。 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に

対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷

却を可能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）による原子炉除熱手段を整備する。また，残留熱除去系

海水系機能喪失により崩壊熱除去機能が喪失した場合につい

ては「5.2 全交流動力電源喪失」にて燃料損傷防止対策の有

効性を確認する。これらの対策の概略系統図を第5.1－1 図

に，手順の概要を第5.1－2 図に示すとともに，重大事故等対

策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における設備

と操作手順の関係を第5.1－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員（初

動）12 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室

の運転員は，当直発電長1 名，当直副発電長1 名及び運転操

作対応を行う当直運転員3 名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は4 名及び現場操作

を行う重大事故等対応要員は3 名である。必要な要員と作業

項目について第5.1－3 図に示す。 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，12 名で対処可能である。 

 

 

 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する。これによ

 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」における機能喪失に対し

て，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十分な冷却を可

能とするため，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

による原子炉除熱手段を整備する。また，原子炉補機冷却機能

喪失により残留熱除去機能が喪失した場合については「5.2 全

交流動力電源喪失」にて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。

これらの対策の概略系統図を第5.1.1－1(1)図及び第5.1.1－

1(2)図に，手順の概要を第5.1.1－2図に示すとともに，重大事

故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策における

設備と操作手順の関係を第5.1.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにお

いて，重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及

び緊急時対策要員で構成され，合計10名である。その内訳は次

のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，当直副

長１名，運転操作対応を行う運転員３名である。発電所構内に

常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要

員は５名である。必要な要員と作業項目について第5.1.1－3図

に示す。 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，

作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認

した結果，10名で対処可能である。 

 

 

 

ａ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩

壊熱除去機能喪失確認 

原子炉の運転停止中に残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）の故障により，崩壊熱除去機能が喪失する。これによ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用及び設備設計の相

違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いにより

必要要員数は異なるが，

タイムチャートにより要

員の充足性を確認してい

る。なお，これら要員 10

名は夜間・休日を含め発

電所に常駐している要員

である。 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 運用及び設備の相違に

伴う，必要要員数の相違。 
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到達する。運転員は原子炉水温の上昇等を確認し，崩壊熱除去

機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残留熱除

去系熱交換器出口温度等である。 

 

 

ｂ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が 100℃に到達し，原

子炉圧力が上昇することから，原子炉を低圧状態に維持するた

め，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁 1 個を開操

作する。 

逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認するために

必要な計装設備は，原子炉圧力等である。 

 

 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子炉水

位が低下するため，中央制御室からの遠隔操作により待機して

いた残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を

開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を確

認するために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等であ

る。 

 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊

熱除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉水位回復

後，中央制御室にて残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

へ切替えを行い，崩壊熱除去機能を回復する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩壊熱

除去機能回復を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去

系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁を全閉とし，原子炉低

圧状態の維持を停止する。 

り，原子炉水温が上昇し 100℃に到達する。運転員は原子

炉水温の上昇等を確認し，崩壊熱除去機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残留

熱除去系熱交換器出口温度等である。 

（添付資料 5.1.1） 

 

ｂ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が100℃に到達し，

原子炉圧力が上昇することから，原子炉を低圧状態に維持

するため，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁

（自動減圧機能）1 個を開操作する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態

維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力等で

ある。 

 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子

炉水位が低下するため，中央制御室からの遠隔操作により

待機していた残留熱除去系（低圧注水系）運転による原子

炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水系）運転による原子炉注水を確

認するために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等

である。 

 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による崩壊熱

除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水系）運転による原子炉水位回復

後，中央制御室及び現場にて残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）へ切替えを行い，崩壊熱除去機能を回復する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による崩壊熱

除去機能回復を確認するために必要な計装設備は，残留熱

除去系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能）

による原子炉の低圧状態維持を停止するため，逃がし安全

弁（自動減圧機能）を全閉とする。 

り，原子炉水温が上昇し100℃に到達する。運転員は原子炉水

温の上昇等を確認し，崩壊熱除去機能喪失を確認する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障に伴う崩壊

熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残留熱

除去系熱交換器出口温度等である。 

 

 

ｂ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が100℃に到達し，

原子炉圧力が上昇することから，原子炉を低圧状態に維持

するため，中央制御室からの遠隔操作により逃がし安全弁

（自動減圧機能付き）１個を開操作する。 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉の低圧

状態維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力

（ＳＡ），原子炉圧力等である。 

 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉冷却材が蒸発し，原子

炉水位が低下するため，中央制御室からの遠隔操作により

待機していた残留熱除去系（低圧注水モード）運転による

原子炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水

を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去ポンプ出

口流量等である。 

 

ｄ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩

壊熱除去機能回復 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉水位

回復後，中央制御室及び現場にて残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）へ切替えを行い，崩壊熱除去機能を回復

する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩

壊熱除去機能回復を確認するために必要な計装設備は，残

留熱除去系熱交換器入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能付

き）を全閉とし，原子炉低圧状態の維持を停止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 
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島根２号炉は，残留熱

除去系（低圧注水モード）

から残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モード）へ

の切り替え時に現場操作

を実施。 
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5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，「崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライ

ン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，崩

壊熱，原子炉冷却材の保有水量及び注水手段の多様性の観点か

ら，「POS A PCV/RPV 開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」

が有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確

保及び未臨界の確保に対して，最も厳しい想定である。したが

って，当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮

した想定において評価項目を満足することを確認することによ

り，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項目を満

足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価

項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価す

る。 

（添付資料 5.1.1，5.1.2） 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価

条件を第 5.1.2 表に示す。また，主要な評価条件について，本

重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧力

容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水量の観点

から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS-5.1-1979 の式に基づ

くものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，原子炉

停止 1 日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱は約 22MW 

である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約 37m3/h 

5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗」である。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，

崩壊熱，原子炉冷却材の保有水量及び注水手段の多様性の観

点から，「ＰＯＳ－Ａ ＰＣＶ／ＲＰＶ開放及び原子炉ウェル

満水への移行状態」が燃料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽

が維持される水位の確保及び未臨界の確保に対して，最も厳

しい想定である。したがって，当該プラント状態を基本とし，

他のプラント状態も考慮した想定において評価項目を満足す

ることを確認することにより，運転停止中の他のプラント状

態においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.2） 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.1－2 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ／ＡＮＳ－5.1－

1979 の式に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積

もるために，原子炉停止 1 日後の崩壊熱を用いる。この

ときの崩壊熱は約 19MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約32m

5.1.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能

喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」であ

る。 

本重要事故シーケンスにおいて想定するプラント状態は，

崩壊熱，原子炉冷却材の保有水量及び注水手段の多様性の観

点から，「ＰＯＳ－Ａ 格納容器及び原子炉圧力容器の開放並

びに原子炉ウェル満水への移行状態」が燃料棒有効長頂部の

冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の確

保に対して，最も厳しい想定である。したがって，当該プラ

ント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮した想定にお

いて評価項目を満足することを確認することにより，運転停

止中の他のプラント状態においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料5.1.1，5.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.1.2－1 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS－5.1－1979 の式

に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるため

に，原子炉停止１日後の崩壊熱を用いる。このときの崩

壊熱は約 14.0MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 
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である。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子

炉初期水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとする。

また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見積もるた

めに，原子炉圧力は大気圧に維持されているものとする※2。 

 

※2 実操作では低圧注水系の注水準備が完了した後で原子炉

減圧を実施することとなり，残留熱除去系の注水特性に応じ

て大気圧より高い圧力で注水が開始されることとなる。大気

圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と

比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持されている

とした評価は保守的な条件となる。 

 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転中の残留熱除去系の故障によって，

崩壊熱除去機能を喪失するものとする。 

 

(b) 安全機能喪失に対する仮定 

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系の機能が喪

失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディーゼ

ル発電機にて残留熱除去系による原子炉注水が可能であり，

外部電源がある場合と事象進展は同等となるが，資源の評価

の観点で厳しい評価条件となる外部電源が使用できない場合

を想定する。 

 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

３／h である。 

（添付資料 5.1.3，5.1.4） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※。 

※ 実操作では残留熱除去系（低圧注水系）の注水準備が

完了した後で原子炉減圧を実施することとなり，残留

熱除去系（低圧注水系）の注水特性に応じて大気圧よ

り高い圧力で注水が開始されることとなる。大気圧よ

り高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下

と比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持さ

れているとした評価は保守的な条件となる。 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転中の残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）の故障によって，崩壊熱除去機能を喪失する

ものとする。 

(b) 安全機能喪失に対する仮定 

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系（原子

炉停止時冷却系）の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディ

ーゼル発電機にて残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水が可能であり，外部電源がある場合と事象進展

は同等となるが，資源の評価の観点で厳しい評価条件と

なる外部電源が使用できない場合を想定する。 

（添付資料 1.3.3，5.1.8） 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水系） 

23m3/h である。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※１。 

※１ 実操作では残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水準備が完了した後で原子炉減圧を実施することと

なり，残留熱除去系（低圧注水モード）の注水特性に

応じて大気圧より高い圧力で注水が開始されること

となる。大気圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸

発量は大気圧下と比べ小さくなるため，原子炉圧力が

大気圧に維持されているとした評価は保守的な条件

となる。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，運転中の残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）の故障によって，崩壊熱除去機能を喪失する

ものとする。 

(b) 安全機能喪失に対する仮定 

起因事象の想定により，運転中の残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）の機能が喪失するものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディ

ーゼル発電機にて残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水が可能であり，外部電源がある場合と事象

進展は同等となるが，資源の評価の観点で厳しい評価条

件となる外部電源が使用できない場合を想定する。 

 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量は

954m3/h とする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（原子炉冷却材温度

52℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時

間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

 

(a)残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）故障に伴う崩壊熱除

去機能喪失確認を考慮し，事象発生から 2時間後に実施する

ものとする。 

 

 (3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.1.5

図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.1.6 図に示す。 

 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系の故障に伴い崩壊熱除去機能が喪

失することにより原子炉水温が上昇し，約 1 時間後に沸騰，蒸

発することにより原子炉水位は低下し始める。残留熱除去系の

機能喪失に伴う原子炉水温の上昇により異常を認知し，事象発

生から約 2 時間後に待機中の残留熱除去系ポンプを起動し，残

留熱除去系（低圧注水モード）による注水を行う。 

 

 

原子炉水位回復から約 90 分後，残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）へ切り替え，除熱を開始することによって，原

子炉水温は低下する※3。 

※3 原子炉冷却材の温度が100℃の場合における残留熱除去系

（原子炉停止時冷却モード）1 台での除熱能力は，燃料の崩

壊熱を上回るため，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

への切替えを実施することで原子炉水温は低下する。 

 

実操作では低圧注水系の準備が完了した後で原子炉減圧を実

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水流量は

1,605m３／hとする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基当たり約 43MW（原子炉冷却

材温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水は，残

留熱除去系（原子炉停止時冷却系）故障に伴う崩壊熱除

去機能喪失確認を考慮し，事象発生から 2 時間後に実施

するものとする。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第5.1

－4 図に，原子炉水位と線量率の関係を第5.1－5 図に示す。 

 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故

障に伴い崩壊熱除去機能が喪失することにより原子炉水温

が上昇し，約1.1 時間後に沸騰，蒸発することにより原子

炉水位は低下し始める。残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）の機能喪失に伴う原子炉水温の上昇により異常を認知

し，事象発生から約2 時間後に待機中の残留熱除去系ポン

プを起動し，残留熱除去系（低圧注水系）による注水を行

う。 

原子炉水位回復から約1 時間45 分後，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）へ切り替え，除熱を開始することによ

って，原子炉水温は低下する※１。 

※1 原子炉冷却材の温度が 100℃の場合における残留熱除

去系（原子炉停止時冷却系）1 系統での除熱能力は，燃

料の崩壊熱を上回るため，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）への切替えを実施することで原子炉水温は低下

する。 

実操作では残留熱除去系（低圧注水系）の準備が完了し

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流

量は 1,136m3/h とする。 

(b) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器１基あたり約９MW（原子炉冷却

材温度 52℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり

設定する。 

(a)残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）故障に伴う崩

壊熱除去機能喪失確認を考慮し，事象発生から２時間後

に実施するものとする。 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.1.2－1図に，原子炉水位と線量率の関係を第5.1.2－2図に

示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

の故障に伴い崩壊熱除去機能が喪失することにより原子炉

水温が上昇し，事象発生から約0.9時間後に沸騰，蒸発する

ことにより原子炉水位は低下し始める。残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）の機能喪失に伴う原子炉水温の上

昇により異常を認知し，事象発生から２時間後に待機中の

残留熱除去ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による注水を行う。 

原子炉水位回復から約30分後，残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）へ切り替え，除熱を開始することによっ

て，原子炉水温は低下する※２。 

※２ 原子炉冷却材の温度が 100℃の場合における残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）１系統での除熱能力

は，燃料の崩壊熱を上回るため，残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）への切替えを実施することで原子炉

水温は低下する。 

実操作では残留熱除去系（低圧注水モード）の準備が完

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 伝熱容量の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 
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・設備設計及び運用の相

違 

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系（原子炉停止時冷

却モード）の起動に原子

炉保護系母線の復旧が不

要である。 

・設備設計及び運用の相
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施することとなり，残留熱除去系の注水特性に応じて大気圧よ

り高い圧力で注水が開始されることとなる。そのため，原子炉

圧力が大気圧で維持されているとした評価は保守的な条件とな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.1.5 図に示すとおり，有効燃料棒頂部の

約 3.3m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持される。 

 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.1.6 図に示すとおり，

必要な遮蔽※4 が維持される水位である有効燃料棒頂部の約

2.0m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維持される。

なお，線量率の評価点は原子炉建屋オペレーティングフロアの

床付近としている。また，全制御棒全挿入状態が維持されてい

るため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

による除熱を継続することで，長期的に安定状態を維持できる。 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の設

定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性を確

認した。 

※4 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。崩壊熱

除去機能喪失における原子炉建屋オペレーティングフロア

での作業時間及び作業員の退避は 1時間以内であり，作業員

の被ばく量は最大でも 10mSv となるため，緊急作業時におけ

る被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある。 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋オ

ペレーティングフロアでの操作を必ず必要な作業としてい

ないが，燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を

使用した使用済燃料プールへの注水について仮に考慮し，可

搬型スプレイヘッダ及びホースの設置にかかる作業時間を

た後で原子炉減圧を実施することとなり，残留熱除去系（低

圧注水系）の注水特性に応じて大気圧より高い圧力で注水

が開始されることとなる。そのため，原子炉圧力が大気圧

で維持されているとした評価は保守的な条件となる。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第5.1－4 図に示すとおり，燃料有効長頂

部の約4.2m上まで低下するにとどまり，燃料は冠水維持さ

れる。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第5.1－5 図に示すとお

り，必要な遮蔽※２が維持される水位である燃料有効長頂部

の約1.7m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維持

される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋原子炉棟6 階

の床付近としている。また，全制御棒全挿入状態が維持さ

れているため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

による除熱を継続することで，長期的に安定状態を維持で

きる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。崩

壊熱除去機能喪失における原子炉建屋原子炉棟6 階での

作業時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，作業

員の被ばく量は最大でも 22mSv となるため，緊急作業時

における被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある。 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋原

子炉棟 6 階での操作を必ず必要な作業としていないが，

可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系

（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プール

スプレイの準備操作について仮に考慮し，可搬型スプレ

了した後で原子炉減圧を実施することとなり，残留熱除去

系（低圧注水モード）の注水特性に応じて大気圧より高い

圧力で注水が開始されることとなる。そのため，原子炉圧

力が大気圧で維持されているとした評価は保守的な条件と

なる。 

 

 

 

 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第5.1.2－1図に示すとおり，燃料棒有効

長頂部の約4.0m上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持

される。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第5.1.2－2図に示すと

おり，必要な遮蔽※３が維持される水位である燃料棒有効長

頂部の約1.8m上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟

４階の燃料取替機台車床としている。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）による除熱を継続することで，長期的に安定状態を

維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

  ※３ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。

崩壊熱除去機能喪失における原子炉建物原子炉棟４階

からの現場作業員の退避は２時間以内であり，作業員

の被ばく量は最大でも 20mSv となるため，緊急作業時

における被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある。 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

物原子炉棟４階での操作を必要な作業としていない

が，燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）

を使用した燃料プールへの注水について仮に考慮し，

可搬型スプレイノズル及びホースの設置にかかる作業

違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は BWR-5 で

あり，残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）

の戻り水が再循環配管に

流入する設計のため，原

子炉圧力容器への低温水

流入による過度な熱衝撃

発生の防止を目的とした

配管の暖気運転は実施し

ない。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・評価結果の相違 
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・評価結果の相違 
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島根２号炉の現場作業

員の退避時間を考慮した

評価結果。 
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想定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検査作業

時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおける線量率

を考慮した値である。 

この線量率となる水位は有効燃料棒頂部の約 2.0m 上（通

常水位から約 2.4m 下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.4, 5.1.5, 5.1.6） 

イノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定し

た。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定期

検査作業時での原子炉建屋原子炉棟6 階における線量率

を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約1.7m 上（通

常水位から約 3.5m 下）の位置である。 

（添付資料 5.1.5，5.1.6，5.1.7） 

時間を想定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検

査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率

を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約

1.8m 上（通常水位から約 3.3m 下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2，5.1.4，5.1.5，5.1.6） 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系

の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。ま

た，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱

除去系（低圧注水モード）による原子炉注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件

は，第 5.1.2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計

値等，最確条件とした場合の影響を評価する。また，評価条件

の設定に当たっては，評価項目となるパラメータに対する余裕

が小さくなるような設定があることから,その中で事象進展に

有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果

を以下に示す。 

 

（a）運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対して

最確条件は約 22MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱

より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作は崩壊熱に応じた対応をとるもので

はなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起点とするも

のであることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系

の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。ま

た，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱

除去系（低圧注水系）による原子炉注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.1－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に

対して最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水

温の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操

作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除

去機能喪失による異常の認知を起点とするものであるこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

5.1.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時

間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に残留熱除去系の

故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。また，

不確かさの影響を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱除去系

（低圧注水モード）による原子炉注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.1.2-1 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対

して最確条件は約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作は

崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機

能喪失による異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 
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初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条件

は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子炉水温が 100℃

かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱を用いて原子炉

注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮蔽が維持される水

位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h※4 が維持される水位）で

ある有効燃料棒頂部の約 2.0m 上の高さに到達するまでの時間

は約 2 時間となることから，評価条件である原子炉水温が

52℃，原子炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より

時間余裕は短くなるが，注水操作は原子炉水温に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起

点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して

最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件の不確かさと

して，最確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉

水位より高くなるため，原子炉水位が有効燃料棒頂部まで低下

する時間は長くなるが，注水操作は原子炉水位に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起

点とするものであることから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条

件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とし

た場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。仮に，

原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，

原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作は原子炉圧力に応

じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常

の認知を起点とするものであることから，運転員等操作時間に

与える影響はない。 

 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力

容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるもので

あり，本評価条件の不確かさとして，原子炉圧力容器の未開放

時は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。原子炉圧

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃

料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価す

ると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv／h が維持される水位）である燃料有効長

頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの時間は約 2.8 

時間となることから，評価条件である原子炉水温が52℃，

原子炉停止から1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より

時間余裕は短くなるが，注水操作は原子炉水温に応じた

対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異

常の認知を起点とするものであることから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，

本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，

評価条件で設定している原子炉水位より低くなる場合が

あるため，原子炉水位が燃料有効長頂部まで低下する時

間は短くなる場合があるが，注水操作は原子炉水位に応

じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能喪失によ

る異常の認知を起点とするものであることから，運転員

等操作時間に与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作は原子炉圧力に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認

知を起点とするものであることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が100℃かつ原子炉停止から12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が 52℃，原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場

合の評価より時間余裕は短くなるが，注水操作は原子炉

水温に応じた対応をとるものではなく，崩壊熱除去機能

喪失による異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，注

水操作は原子炉水位に応じた対応をとるものではなく，

崩壊熱除去機能喪失による異常の認知を起点とするもの

であることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作は原子炉圧力に応じた対応を

とるものではなく，崩壊熱除去機能喪失による異常の認

知を起点とするものであることから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時

 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の最確条件

を記載。 
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力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展

に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影

響は小さい。 

 

（b）評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対して

最確条件は約 22MW 以下であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件で設定している燃料の崩壊熱

より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び原子炉水位の低下

は緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する余

裕は大きくなる。仮に，原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩

壊熱が大きい場合は，注水までの時間余裕が短くなることか

ら，評価項目に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12

時間後の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を

評価すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv/h※4が維持される水位）である有効燃料棒頂部の

約 2.0m 上の高さに到達するまでの時間は約 2 時間，有効燃料

棒頂部到達まで約 3時間となることから，評価条件である原子

炉停止 1日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，必要な

放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な

時間が確保されていることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

 

 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確条

件は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子炉水温が

100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱を用いて

原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮蔽が維持さ

れる水位（必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h※4が維持される水

位）である有効燃料棒頂部の約 2.0m 上の高さに到達するまで

の時間は約 2時間となることから，評価条件である原子炉水温

が 52℃かつ原子炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評

価より時間余裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽は維

持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な時間が確保されて

いることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

 

間に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原

子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に対

して最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定

している燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温

の上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮

に，原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい

場合は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価

項目に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12 時

間後の燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕

を評価すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮

蔽の目安とした 10mSv／h が維持される水位）である燃

料有効長頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの時間

は約 2.8 時間，燃料有効長頂部到達まで約 4.2 時間とな

ることから，評価条件である原子炉停止 1 日後の評価よ

り時間余裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽は

維持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な時間が確

保されていることから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃

料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価す

ると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安

とした 10mSv／h が維持される水位）である燃料有効長

頂部の約 1.7m 上の高さに到達するまでの時間は約 2.8 

時間となることから，評価条件である原子炉水温が 52℃

かつ原子炉停止から1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価

より時間余裕は短くなる。ただし，必要な放射線の遮蔽

は維持され，原子炉注水までの時間余裕も十分な時間が

確保されていることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

間に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原

子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さ

い。 

     (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対

して最確条件は約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，

原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合

は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価項目

に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12 時間後の

燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価

すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効

長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象

発生から約 2.7 時間，燃料棒有効長頂部到達まで事象発

生から約 4.2 時間となることから，評価条件である原子

炉停止１日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，

必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間

余裕も十分な時間が確保されていることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が100℃かつ原子炉停止から12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が52℃かつ原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の

場合の評価より時間余裕は短くなる。ただし，必要な放

射線の遮蔽は維持され，原子炉注水までの時間余裕も十

分な時間が確保されていることから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条件

を記載。 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対して

最確条件は通常運転水位以上であり，評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉水

位より高くなるため，原子炉水位が有効燃料棒頂部まで水位が

低下する時間は長くなることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最確条

件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確条件とし

た場合は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響

はないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，沸騰開始時間

が遅くなり，原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる※5。 

 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧力

容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異なるもの

であり，本評価条件の不確かさとして，原子炉圧力容器の未開

放時は，評価条件と同様であるため，事象進展に与える影響は

ないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はな

い。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が不要となる

が，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 

 

※5 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考

慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要

員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び

「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等

操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価

し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生から 2 時

間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，

評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評

価条件で設定している原子炉水位より低くなる場合があ

るが，原子炉水位のゆらぎによる変動量は，事象発生後

の水位低下量に対して十分小さいことから，評価項目と

なるパラメータに対する影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，原子炉水

位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる※。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果

を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」

及び「操作の確実さ」の６ 要因に分類し，これらの要因が

運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等

操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータに与え

る影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）によ

る注水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生

から約 2 時間後を設定している。運転員等操作時間に与

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，評価条件の

不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位が

燃料棒有効長頂部まで水位が低下する時間は長くなるこ

とから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大き

くなる。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間が遅くなり，原子炉水

位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる※４。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※４ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操

作有無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これらの

要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，評価上の操作開始時間として，事象発生

から２時間後を設定している。運転員等操作時間に与え

 

・実績値の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の最確条件

を記載。 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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崩壊熱除去機能喪失による異常の認知により原子炉注水の必

要性を確認し操作を実施することは容易であり，評価では事

象発生から 2 時間後の注水操作開始を設定しているが，実態

の注水操作開始時間は早くなる可能性があることから，運転

員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操

作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性が

あることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.1.7） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，

評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認でき

る範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水

操作について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持される最

低水位に到達するまでの時間は約 3 時間，原子炉水位が有効燃

料棒頂部まで低下する時間が約 5 時間であり，事故を認知して

注水を開始するまでの時間は 2 時間であるため，準備時間が確

保できることから，時間余裕がある。 

 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.1.7） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及

び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確かさが

運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性

が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕がある。 

える影響として，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知

により原子炉注水の必要性を確認し操作を実施すること

は容易であり，評価では事象発生から約 2 時間後の注水

操作開始を設定しているが，実態の注水操作開始時間は

早くなる可能性があることから，運転員等操作時間に対

する余裕は大きくなる。 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）によ

る注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和

する可能性があることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による注

水操作について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持され

る最低水位に到達するまでの時間は約4.5 時間，原子炉水位

が燃料有効長頂部まで低下する時間が約6.3 時間であり，事

故を認知して注水を開始するまでの時間は2 時間であるた

め，準備時間が確保できることから，時間余裕がある。 

 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

（添付資料5.1.8） 

る影響として，崩壊熱除去機能喪失による異常の認知に

より原子炉注水の必要性を確認し操作を実施することは

容易であり，評価では事象発生から２時間後の注水操作

開始を設定しているが，実態の注水操作開始時間は早く

なる可能性があることから，運転員等操作時間に対する

余裕は大きくなる。 

 (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和

する可能性があることから，評価項目となるパラメータ

に対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 5.1.1，5.1.6，5.1.7） 

    

 (2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る注水操作について，通常運転水位から放射線の遮蔽が維持

される最低水位に到達するまでの時間は事象発生から約4.3

時間，原子炉水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間が事

象発生から約6.1時間であり，事故を認知して注水を開始する

までの時間は事象発生から２時間後であるため，準備時間が

確保できることから，時間余裕がある。 

（添付資料 5.1.1，5.1.6，5.1.7） 

 

 (3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，6号及び 7号

炉同時の重大事故等対策時における必要な要員は，「5.1.1(3)

燃料損傷防止対策」に示すとおり 14 名である。「6.2 重大事故

等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊

急時対策要員等の 64 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去

系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃料及

び電源の資源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評価して

いる。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェンバ

のプール水を水源とすることから，水源が枯渇することはない

ため，7日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発

生後 7 日間最大負荷で運転した場合，号炉あたり約 753kL の軽

油が必要となる。5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電

源設備及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につ

いては，事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転

継続に合計約 13kL の軽油が必要となる（6号及び 7号炉合計約

1,519kL）。 

 

 

 

5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，重大事故

等対策時における必要な要員は，「5.1.1(3) 燃料損傷防止対

策」に示すとおり12 名である。「6.2 重大事故等対策時に必

要な要員の評価結果」で説明している災害対策要員（初動）

の37 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃

料及び電源の資源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて評

価している。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェ

ンバのプール水を水源とすることから，水源が枯渇するこ

とはないため，7 日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備

（常設代替高圧電源装置2 台）による電源供給については，

事象発生後7 日間最大負荷で運転した場合，約755.5kL の

軽油が必要となる。軽油貯蔵タンクにて約800kL の軽油を

保有しており，この使用が可能であることから，非常用デ

ィーゼル発電機等及び常設代替交流電源設備（常設代替高

圧電源装置2 台）による電源供給について，7 日間の継続

が可能である。 

 

 

5.1.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，重大事

故等対策時における必要な要員は，「5.1.1(3) 燃料損傷防止

対策」に示すとおり10名である。「6.2 重大事故等対策時に

必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策

要員等の43名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除

去系の故障による停止時冷却機能喪失）」において，水源，燃

料及び電源の資源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件にて

評価している。その結果を以下に示す。 

 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水につ

いては，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・

チェンバのプール水を水源とし，循環することから，水源

が枯渇することはないため，７日間の継続実施が可能であ

る。 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，

保守的に事象発生後７日間最大負荷で運転した場合，運転

継続に約700m3の軽油が必要となる。非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク等にて約730m3の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから非常用ディーゼル発電機等に

よる電源供給について，７日間の継続が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

・運用及び設備設計の相

違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いにより

必要要員数は異なるが，

タイムチャートにより要

員の充足性を確認してい

る。なお，これら要員 10

名は夜間・休日を含め発

電所に常駐している要員

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

常設代替電源設備から

電源供給する負荷が異な

る。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル

発電機もある。 
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6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及び 7 

号炉合計約 2,040kL）の軽油を保有しており，これらの使用が

可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給，

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による電源

供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につい

て，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.1.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発

電機によって給電を行うものとする。6 号及び 7 号炉において

重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディーゼル

発電機負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機によ

る電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及

びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負荷に対し

ての電源供給が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約75kL の軽油を保有しており，この使用が

可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源供

給について，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料5.1.9） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等及び常設代替交流電源設備によって給電を行う

ものとする。重大事故等対策時に必要な負荷は，非常用デ

ィーゼル発電機等の負荷に含まれることから，非常用ディ

ーゼル発電機等による電源供給が可能である。 

 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

等対策に必要な負荷として，約 951kW 必要となるが，常設

代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 2 台）の連続定

格容量は約 2,208kW であり，必要負荷に対しての電源供給

が可能である。 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

（添付資料 5.1.10） 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，保守

的に事象発生直後から最大負荷での運転を想定すると，７

日間の運転継続に約８m3 の軽油が必要となる。緊急時対策

所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから，緊急時対策所用発電機によ

る電源供給について，７日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.1.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等の負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対し

ての電源供給が可能である。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は非

常用交流電源設備又は常

設代替交流電源設備の電

源負荷に含まれる。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃料

タンクを有している。ま

た，モニタリングポスト

は非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設備

による電源供給が可能で

ある。 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 

常設代替電源設備から

電源供給する負荷が異な

る。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼル

発電機もある。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は非

常用交流電源設備又は常

設代替交流電源設備の電

源負荷に含まれる。 
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5.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に

残留熱除去系の故障により，崩壊熱除去機能を喪失することが特

徴である。事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留

熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対する燃料損傷防

止対策としては，残留熱除去系による原子炉注水手段及び除熱手

段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「崩壊

熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系による原子炉注水及び原

子炉除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，残留熱除去系による原子炉注水，原子炉除熱

等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して

有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除

去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に

対して有効である。 

5.1.5 結論 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の故障により，崩壊熱除去

機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグループ「崩

壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪

失）」に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系（低 

圧注水系）による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）による原子炉除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系

の故障による停止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「残留

熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」に

ついて有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉

除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間

余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕が

ある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注

水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除熱等

の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有

効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去

機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対

して有効である。 

5.1.5 結論  

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の

故障による停止時冷却機能喪失）」では，原子炉の運転停止中に残

留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の故障により，崩壊熱除去

機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグループ「崩壊

熱除去機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」

に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水手段及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）による原子炉除熱手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系の

故障による停止時冷却機能喪失）」の重要事故シーケンス「崩壊熱

除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱

除去・炉心冷却失敗」について有効性評価を行った。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原

子炉除熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安定

状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間に

与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕に

ついて確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員に

て確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能で

ある。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉

注水及び残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除

熱等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して

有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「崩壊熱除去

機能喪失（残留熱除去系の故障による停止時冷却機能喪失）」に対

して有効である。 
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第5.1.1 図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概略系統

図（1/2）（原子炉停止時冷却失敗，原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

 

 

第5.1.2 図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の 

概略系統図（2/2）（原子炉停止時冷却） 

 

 

 

 

 

第5.1－1 図 崩壊熱除去機能喪失時の重大事故等対策の概略系統

図（1／2）（原子炉減圧及び残留熱除去系（低圧注水系）による 

原子炉注水段階） 

 

 

 

 

 

第 5.1－1 図 崩壊熱除去機能喪失時の重大事故等対策の 

概略系統図（2／2）（残留熱除去系（原子炉停止時冷却系） 

による原子炉除熱段階） 

 

 

 

 

第5.1.1－1(1)図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概

略系統図（原子炉停止時冷却失敗，原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

第5.1.1－1(2)図 「崩壊熱除去機能喪失」の重大事故等対策の概

略系統図（原子炉停止時冷却） 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 5.1.3 図 「崩壊熱除去機能喪失」の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.1.1-2 図 「崩壊

熱除去機能喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

 

第 5.1－2 図 崩壊熱除去機能喪失の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.1.1-2 図 「崩壊

熱除去機能喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 

第 5.1.1-2 図 「崩壊熱除去機能喪失」の対応手順の概要 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，有効性

評価の対象としていない

が，他に取り得る手段を

記載。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 5.1.4 図 「崩壊熱除去機能喪失」の作業と所要時間 

差異理由は,島根２号炉

「第 5.2.1－3図 「崩壊

熱除去機能喪失」の作業

と所要時間」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

 

第 5.1－3 図 崩壊熱除去機能喪失時の作業と所要時間 

差異理由は,島根２号炉

「第 5.2.1－3図 「崩壊

熱除去機能喪失」の作業

と所要時間」の備考欄参

照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 

第 5.1.1－3 図 「崩壊熱除去機能喪失」の作業と所要時間 

 

・評価結果の相違に基づ

く差異。 

・設備設計・手順に基づ

く想定時間の差異。 

・評価上考慮しない操作

を含めて実際に実施す

る操作について要員の

充足性を確認（ただし，

事前に対応する要員を

定めることが難しい機

能回復操作を除く）。 

・体制の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，シミュ

レータ訓練等において，

中央制御室の対応を１名

にて実施可能なことを確

認している。 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，残留熱

除去系（原子炉停止時冷

却モード）運転により炉

水がサプレッション・チ

ェンバへ流入すること等

を防止するためミニマム

フロー弁等の電源「切」

操作を実施することを記

載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

5.1-22



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

 

第 5.1.5 図 原子炉水位の移 

 

 

第 5.1.6 図 原子炉水位と線量率 

 

 

第 5.1－4図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.1－5図 原子炉水位と線量率 

 
第 5.1.2－1 図 原子炉水位の推移 

 

  

第 5.1.2－2 図 原子炉水位と線量率 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①原子炉水温 100℃到

達時間の相違。 

 

②原子炉注水開始時点

の燃料棒有効長頂部か

らの水位の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計及び評価結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

  

① 

① 

① 

② 
② 
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本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，既許可

の対象設備を重大事故

等対処設備として位置

付けるものを明確化し

ている。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けている。 
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喪
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1
/
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１
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）
 

 
 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①条件設定は同じだが，

島根２号炉は柏崎 6/7

と同様に平衡炉心燃料

のサイクル末期の炉心

平均燃焼度に 10%の保

守性を考慮して設定。 

東海第二は許認可炉

心が 13 ヶ月運転である

こと及び実機における

調整運転時期約 1 ヶ月

を踏まえて設定。 

また，島根２号炉はＭ

ＯＸ燃料を採用してい

ることを踏まえ，９×９

燃料の代表性を示して

いる。 

 

②島根２号炉は，事象進

展に影響がないことか

ら，資源の観点で厳しい

ことを理由に簡潔に記

載し，東海第二は事象発

生の認知の観点で厳し

い想定であることを補

足。 
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・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.1〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

添付資料 5.1.1 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失にお

ける有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位

到達までの時間余裕と必要な注水量の計算方法について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失

により，有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の

水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以下の式を

用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生

する崩壊熱は全て原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するもの

とし，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

なお，5.1.2 及び 5.2.2 の「燃料損傷防止対策の有効性評価」

おいて,「１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果を考慮しない計算」を用いて評価を行っており，添付資料

5.1.7 及び添付資料 5.2.2 の「評価条件の不確かさの影響評価

について」の一部においては,未開放状態の被ばく影響をより

現実に近い想定として評価するため，「２．原子炉圧力上昇に

よる原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した計算」を用いた。 

 

１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考

慮しない計算 

原子炉未開放状態において，原子炉圧力上昇に伴う原子炉冷

却材の比エンタルピの上昇により，大気圧下と比べて原子炉冷

却材の蒸発量は抑制されるが，ここでは原子炉圧力容器の状態

によらず，保守的かつ簡易的な評価として大気圧下の原子炉冷

却材の蒸発量を求めた。 

 

(1) 100℃に至るまでの時間 

100℃に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪

失時，全交流動力電源喪失時ともに約 1時間である。計算は次

の式で行った。 

 

 

 

t1  ：100℃に至るまでの時間[h] 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

添付資料 5.1.3 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失にお

ける基準水位到達までの時間余裕と必要な注水量の計算方法に

ついて 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失に

より，燃料有効長頂部が露出する水位又は放射線の遮蔽が維持さ

れる水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以下の式

を用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生

する崩壊熱は全て原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するものと

し，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1. 100℃に至るまでの時間 

   100℃に至るまでの時間は次の式で求める。 

 

 

 

 ｔ１＝（ｈ１００－ｈ５２）×Ｖｃ×ρ５２／（Ｑ×3,600）＝

約 1.1h 

 

ｔ１ ：100℃に至るまでの時間（h） 

ｈ１００ ：100℃の飽和水の比エンタルピ（kJ／kg）＝419.10 

添付資料 5.1.1 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失にお

ける燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水

位到達までの時間余裕と必要な注水量の計算方法について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失に

より，燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の

水位到達までの時間余裕と必要な注水量について，以下の式を

用いて計算を行った。なお，事象を厳しく評価するため，発生

する崩壊熱はすべて原子炉水温の上昇及び蒸発に寄与するもの

とし，原子炉圧力容器や水面からの放熱は考慮しない。 

なお，5.1.2及び5.2.2の「燃料損傷防止対策の有効性評価」

において，「１.原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果を考慮しない計算」を用いて評価を行っており，添付資料

5.1.7及び添付資料5.2.2の「評価条件の不確かさの影響評価に

ついて」の一部においては，未開放状態の被ばく影響をより現

実に近い想定として評価するため，「２．原子炉圧力上昇による

原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮した計算」を用いた。 

 

１．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮し

ない計算 

原子炉未開放状態において，原子炉圧力上昇に伴う原子炉冷

却材の比エンタルピの上昇により，大気圧下と比べて原子炉冷

却材の蒸発量は抑制されるが，ここでは原子炉圧力容器の状態

によらず，保守的かつ簡易的な評価として大気圧下の原子炉冷

却材の蒸発量を求めた。 

 

(1) 100℃に至るまでの時間 

100℃に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪

失時，全交流動力電源喪失時ともに約 0.95 時間である。計算

は次の式で行った。 

 

t1 ＝ ( h100 － h52 ) × Vc × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

 

 

t1  ：100℃に至るまでの時間[h] 

h100  ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉圧力上昇による原子

炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した計算も実

施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

h52 ：52℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝217.70 

Vc ：保有水の体積[m3] ＝      

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q   ：崩壊熱[kW] = 2.24×104 

 

 

 

(2) 有効燃料棒頂部または放射線の遮蔽が維持される目安

の水位に至るまでの時間 

有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位

に至るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全

交流動力電源喪失時で，それぞれ約 5時間と約 3時間である。

計算は次の式で行った。 

t = t1 + t2 

t2 ＝ (hs－h100) × Vu × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

 

t ：有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持される目安の水位 

に至るまでの時間[h] 

t2 ：100℃到達から有効燃料棒頂部又は放射線の遮蔽が維持さ

れる目安の水位に至るまでの時間[h] 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

Vu ：保有水の体積[m3] 

（有効燃料棒頂部までの保有水の体積 ）＝ 

（放射線の遮蔽が維持される目安の水位までの保有水の体積） 

＝ 

ρ52 ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

 

 

 

 

 

 

また，注水前の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，

全交流動力電源喪失時ともに 37[m3/h]である。計算は次の式で行

った。 

 

ｈ５２ ：52℃の飽和水の比エンタルピ（kJ／kg）＝217.70 

Ｖｃ ：通常運転水位時の原子炉保有水の体積（m３）＝382 

ρ５２ ：52℃の水密度（kg／m３）＝987 

Ｑ ：崩壊熱（kW）＝18.8×10３ 

 

 

 

2. 燃料有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至る

までの時間 

   崩壊熱（蒸発）によって燃料有効長頂部が露出する水位に

至るまでの時間は次の式で求める。 

 

 

 ｔ＝ｔ１＋ｔ２＝約 6.3h 

 ｔ２＝（ｈｓ－ｈ１００）×Ｖｕ１×ρ５２／（Ｑ×3,600）＝

約 5.2h 

ｔ ：燃料有効長頂部が露出する水位に至るまでの時間（h） 

ｔ２ ：100℃到達から燃料有効長頂部が露出する水位に至るまで

の時間（h） 

ｈｓ ：飽和蒸気の比エンタルピ（kJ／kg）＝2,675.57 

Ｖｕ１ ：燃料有効長頂部が露出する水位までの水の体積（m３）＝

156 

   崩壊熱（蒸発）によって放射線の遮蔽が維持される水位に

至るまでの時間は次の式で求める。 

 ｔ’＝ｔ１＋ｔ３＝約 4.5h 

 ｔ３＝（ｈｓ－ｈ１００）×Ｖｕ２×ρ５２／（Ｑ×3,600）＝

約 3.4h 

 

ｔ’ ：放射線の遮蔽が維持される水位に至るまでの時間（h） 

ｔ３ ：100℃到達から放射線の遮蔽が維持される水位に至るまで

の時間（h） 

Ｖｕ２ ：放射線の遮蔽が維持される水位までの水の体積（m３）＝

104 

 

   なお，崩壊熱によって蒸発する冷却材の量は次の式で求め

る。 

 

 

h52  ：52℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝217.70 

Vc  ：保有水の体積[m3] ＝ 

ρ52  ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q  ：崩壊熱[kW] = 1.40×104 

 

 

 

(2) 燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至

るまでの時間 

燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される水位に至

るまでの時間は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全交流

動力電源喪失時で，それぞれ約 6.1 時間と約 4.3 時間である。

計算は次の式で行った。 

t = t1 + t2 

t2 ＝ ( hs － h100 ) × Vu × ρ52 ／ ( Q × 3600 ) 

 

t  ：燃料棒有効長頂部又は放射線の遮蔽が維持される

水位に至るまでの時間[h] 

t2  ：100℃到達から燃料棒有効長頂部又は放射線の遮

蔽が維持される水位に至るまでの時間[h] 

h100  ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hs  ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

Vu  ：保有水の体積[m3]  

      （燃料棒有効長頂部までの保有水の体積）＝ 

   （放射線の遮蔽が維持される水位までの保有水の体

積）＝ 

ρ52  ：52℃の水密度[kg/m3] ＝ 987 

Q  ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

 

 

 

 

 

 

  また，注水前の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失

時，全交流動力電源喪失時ともに約 23[m3/h]である。計算は次

の式で行った。 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（注水前の蒸発量） = ( Q×3600) ／( hs － h100 ) ／ ρ100 

ρ100 ：100℃の水密度[kg/m3] ＝ 958 

 

 

 

(3) 必要な注水量 

崩壊熱によって喪失する原子炉冷却材を補うために必要な

注水量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時において約

32[m3/h]，全交流動力電源喪失時において約 33[m3/h]である。

計算は次の式で行った。 

   

f ＝ ( Q × 3600 ) ／ (( hs － hf ) × ρf) 

 

f ：必要な注水量[m3/h] 

ρf ：注水（飽和水）の密度[kg/m3] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 994（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 988（水温 50℃） 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

hf ：注水（飽和水）の比エンタルピ[kJ/kg] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 146.64（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 209.34（水温 50℃） 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 注水中の蒸発量 

注水中の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時は

0[m3/h]，運転停止中の全交流動力電源喪失時は約 22[m3/h]であ

 Ｖｈ＝（Ｑ×3,600）／（（ｈｓ－ｈ１００）×ρ１００）＝約

32m／h３ 

Ｖｈ ：蒸発量（m３／h） 

ρ１００ ：100℃の水密度（kg／m３）＝958 

 

 3. 必要な注水量 

   崩壊熱によって蒸発する冷却材を補うために必要な注水量

は次の式で求める。 

 

 

 

ｆ＝（Ｑ×3,600）／（（ｈｓ－ｈｆ）×ρｆ） 

 

ｆ ：必要な注水量（m３／h） 

ρｆ ：注水（飽和水）の密度（kg／m３） 

ｈｆ ：注水（飽和水）の比エンタルピ（kJ／kg） 

 

   

 

 

 

 

 水源がサプレッション・チェンバ（水温：32℃）の場合及

び代替淡水貯槽（水温：35℃）の場合の飽和水の密度，飽和水

の比エンタルピ及び必要注水流量の評価結果は第1表のとおり

である。 

 

 

第 1 表 各水源使用時における必要注水流量の評価結果 

 

 

 4. 注水中の蒸発量 

  注水中の蒸発量は，注水された水を 100℃に上昇させる熱を

崩壊熱から差し引いた熱が蒸発に使われることを考慮して，

（注水前の蒸発量） ＝ (Q×3600 )／ (( hs － h100 ) × ρ100) 

ρ100  ：100℃の水密度[kg/m3] ＝ 958 

 

 

 

(3) 必要な注水量 

崩壊熱によって喪失する原子炉冷却材を補うために必要な

注水量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，全交流動力電

源喪失時ともに約 21[m3/h]である。計算は次の式で行った。 

 

 

f ＝ ( Q × 3600 ) ／ (( hs － hf ) × ρf) 

 

f  ：必要な注水量[m3/h] 

ρf  ：注水（飽和水，水温 35℃）の密度[kg/m3] ＝ 994 

hs  ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

hf  ：注水（飽和水，水温 35℃）の比エンタルピ[kJ/kg]  

＝146.64 

Q  ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 注水中の蒸発量 

注水中の蒸発量は，運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時，運

転停止中の全交流動力電源喪失時ともに 0[m3/h]である。注入

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，崩壊

熱除去機能喪失時に使

用する水源であるサプ

レッション・プール水

温度及び全交流動力電

源喪失時に使用する水

源である低圧原子炉代

替注水槽水温度いずれ

も 35℃を想定してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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る。注入された水を 100℃に上昇させる熱を崩壊熱から差し引

いた熱が蒸発に使われることから，計算は次の式で行った。 

 

 

 

 

 

F ：注水量[m3/h] 

（崩壊熱除去機能喪失時）= 954（残留熱除去系定格流量） 

（全交流動力電源喪失時）= 150（低圧代替注水系（常設）

設計値に注入配管の流路圧損を考慮した値として設定） 

 

S ：注水中の蒸発量[m3/h] （ただし，S≧0） 

ρf：注水（飽和水）の密度[kg/m3] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 994（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 988（水温 50℃） 

hs ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

h100：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hf ：注水（飽和水）の比エンタルピ[kJ/kg] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 146.64（水温 35℃） 

（全交流動力電源喪失時）＝ 209.34（水温 50℃） 

Q ：崩壊熱[kW] ＝ 2.24×104 

 

 

 

 

 

２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮し

た計算 

（原子炉圧力容器が閉鎖状態での評価） 

（１）主蒸気逃がし安全弁(SRV)の逃がし弁機能が作動する

最低圧力に到達する時間等 

5.1.2 及び 5.2.2 の「燃料損傷防止対策の有効性評価」おい

ては原子炉圧力容器未開放であるが，原子炉の大気圧状態が維

持される想定にて計算を実施している。ただし，実操作におい

て崩壊熱除去機能が喪失した際のSRVによる減圧操作は原子炉

の注水機能が確保された後となるため，原子炉圧力上昇による

次の式で求める。 

    

 

Ｑ×3,600＝Ｆ×ρｆ×（ｈ１００－ｈｆ）＋Ｓ×ρｆ×（ｈｓ

－ｈ１００） 

   Ｓ＝（Ｑ×3,600－Ｆ×ρｆ×（ｈ１００－ｈｆ））／（ρｆ×

（ｈｓ－ｈ１００）） 

 

Ｆ ：注水流量（m３／h） 

 

 

 

 

Ｓ ：注水中の蒸発量（m３／h）（ただし，Ｓ≧0） 
 

された水を 100℃に上昇させる熱を崩壊熱から差し引いた熱

が蒸発に使われることから，計算は次の式で行った。 

 

Q × 3600 ＝ F × ρf × ( h100 － hf ) ＋ S × ρf × 

( hs － h100 ) 

S ＝ ( Q × 3600 － F × ρf × ( h100 － hf )) ／ ( ρf 

× ( hs － h100 )) 

 

F  ：注水量[m3/h] 

（崩壊熱除去機能喪失時）＝ 1,136（残留熱除去系定格

流量） 

（全交流動力電源喪失時）＝  200（低圧原子炉代替注

水系（常設）の設計値として設定） 

S  ：注水中の蒸発量[m3/h] （ただし，S≧0） 

ρf ：注水（飽和水，水温 35℃）の密度[kg/m3] ＝ 994 

hs  ：飽和蒸気の比エンタルピ[kJ/kg] ＝ 2675.57 

h100 ：100℃の飽和水の比エンタルピ[kJ/kg]＝419.10 

hf  ：注水（飽和水，水温 35℃）の比エンタルピ[kJ/kg]  

＝146.64 

Q  ：崩壊熱[kW] ＝ 1.40×104 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮し

た計算 

（原子炉圧力容器が閉鎖状態での評価） 

(1) 逃がし安全弁（ＳＲＶ）の逃がし弁機能が作動する最低圧力

に到達する時間等 

  5.1.2 及び 5.2.2 の「燃料損傷防止対策の有効性評価」にお

いては原子炉圧力容器未開放状態であるが，原子炉の大気圧状

態が維持される想定にて計算を実施している。ただし，実操作

において崩壊熱除去機能が喪失した際の逃がし安全弁（ＳＲ

Ｖ）による減圧操作は原子炉の注水機能が確保された後となる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7・東海第二】 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子

炉圧力上昇による原子

炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した計算も実

施している。 
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原子炉冷却材蒸発の抑制効果に期待でき，原子炉冷却材の蒸発

量は小さくなる。 

閉鎖状態における原子炉の圧力上昇と水位の関係は下の式

で計算できる。ここで主蒸気逃がし安全弁(SRV)の逃がし弁機

能が作動する最低圧力(7.51MPa[gage])に到達する時間等を求

めた。 

 

 

※初期状態の各変数は[0], SRV 作動圧力到達時の各変数

は[1]で表す 

Ms ，Ml ：気相部の蒸気量，液相部の水量[kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Ms0＝ 約  kg (飽和蒸気圧)，Ml0＝ 約    kg 

 

Mall：原子炉圧力容器内の蒸気及び原子炉冷却材の総量[kg]

＝約    kg 

ρs ，ρl ：飽和蒸気の密度，水の密度[kg/m3] 

初期（大気圧，原子炉水温52℃）：ρs0 ＝0.09121 kg/m3，

ρl0＝987 kg/m3 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）： 

ρs1 ＝40 kg/m3 ，ρl1＝728.9 kg/m3 

Vs ，Vl ：気相部の体積，液相部の体積[m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Vs 0＝約   m3，Vl0＝ 約   m3 

Vall ：原子炉圧力容器の体積[m3] ＝ 約   m3 

hs ，hl ：飽和蒸気，水のエンタルピ[kJ/kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

hs0 ＝約 2594.8 kJ/kg ，hl0＝約 217.7 kJ/kg 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）： 

 

hs1＝約 2764.3kJ/kg ，hl1＝約 1298.2kJ/kg 

Q ：崩壊熱量[kJ/s] ＝約 2.24×104 kJ/s(原子炉停止１日後) 

 

Δt ：事象発生後の時間[s] 

上記式より 

ため，原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果に期

待でき，原子炉冷却材の蒸発量は小さくなる。 

  閉鎖状態における原子炉の圧力上昇と水位の関係は下の式

で計算できる。ここで逃がし安全弁(ＳＲＶ)の逃がし弁機能が

作動する最低圧力（7.58MPa[gage]）に到達する時間等を求め

た。 

 

Ms ／ ρs ＋ M1 ／ ρ1 ＝ Vall 

Ms ＋ M1 ＝ Mall 

Δ（hs × Vs × ρs ＋ h1 × V1 × ρ1）＝ QΔt 

 

※初期状態の各変数は[0]，ＳＲＶ作動圧力到達時の各変数

は[1]で表す 

Ms ，M1   ：気相部の蒸発量，液相部の水量[kg] 

   初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Ms0＝約  kg（飽和蒸気圧）， M10＝約 

 kg 

Mall    ：原子炉圧力容器内の蒸気及び原子炉冷却材の

総量[kg] ＝約  kg 

ρs ，ρ1 ：飽和蒸気の密度，水の密度[kg/m3] 

   初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

ρs0＝0.0912 kg/m3，ρ10＝987 kg/m3 

   ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温

292℃）：ρs1＝40.4 kg/m3，ρ11＝728 kg/m3 

Vs ，V1  ：気相部の体積，液相部の体積[m3] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

Vs0＝約  m3，V10＝約  m3 

Vall    ：原子炉圧力容器内の体積[m3] ＝約  m3 

hs ，h1  ：飽和蒸気，水のエンタルピ[kJ/kg] 

初期（大気圧，原子炉水温 52℃）： 

    hs0＝2594.84 kJ/kg，h10＝217.70 kJ/kg 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温

292℃）： 

         hs1＝2763.55 kJ/kg，h11＝1300.63 kJ/kg 

  Q     ：崩壊熱量[kJ/s] ＝1.40×104 kJ/s（原子炉停

止１日後） 

  Δt    ：事象発生後の時間[s] 

上記式より 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 

・評価条件の相違 
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SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）

の液相部の水量[kg] 

Ml1＝約 4.04×105 kg 

SRV 作動圧力到達時（7.51MPa[gage]，原子炉水温 291.6℃）

の液相部の体積[m3] 

Vl1＝約    m3 

事象発生後の時間[s] 

Δt ＝約 1.9×104 [s] → 5 時間以上 

 

となり，事象発生約 5 時間後までに約 3t の原子炉冷却材が

蒸発する。ただし，熱膨張により原子炉冷却材の体積は約 140 m3

増加し，原子炉水位は有効燃料棒頂部より約 8m上(通常運転水

位より約 4m 高い位置)となる。SRV 作動圧力到達時

（7.51MPa[gage]）においては遮蔽評価に用いている 100℃の時

の水の密度と比べて水の密度が約0.76倍と減少しているため，

同等の遮蔽厚さに換算した場合，有効燃料棒頂部より約 6m 上

(通常運転水位より約 2m 高い位置)となり，事象発生前と同様

原子炉冷却材による放射線の遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉圧力容器が閉鎖状態において崩壊熱除去機

能が喪失した後も，主蒸気逃がし安全弁の作動等により原子炉

内の保有水量が減少するまでの間（5時間以上），原子炉冷却材

による放射線の遮蔽は維持される。 

なお，原子炉停止 12 時間後を想定した際，上記の原子炉停

止１日後と同様の評価式を用いて算出すると，SRV 作動圧力到

達時（7.51MPa[gage]）までの時間は 3時間以上となる。 

 ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）

の液相部の水量[kg] 

M11＝約 2.364×105 kg 

ＳＲＶ作動圧力到達時（7.58MPa[gage]，原子炉水温 292℃）

の液相部の体積[m3] 

V11＝約  m3 

 事象発生後の時間[s] 

       Δt＝約 1.9×104[s] → ５時間以上 

 

となり，事象発生約５時間後までに約 2.5t の原子炉冷却材が蒸

発する。ただし，熱膨張により原子炉冷却材の体積は約 82.8m3

増加し，原子炉水位は燃料棒有効長頂部より約 8.69m 上（通常

運転水位より約 3.59m 高い位置）となる。ＳＲＶ作動圧力到達

時（7.58MPa[gage]）においては遮蔽評価に用いている 100℃の

時の水の密度と比べて水の密度が約 0.76 倍と減少しているた

め，同等の遮蔽厚さに換算した場合，燃料棒有効長頂部より約

6.61m 上（通常運転水位より約 1.51m 高い位置）となり，事象

発生前と同様原子炉冷却材による放射線の遮蔽は維持される。 

 以上より，原子炉圧力容器が閉鎖状態において崩壊熱除去機

能が喪失した場合も，逃がし安全弁の作動等により原子炉内の

保有水量が減少するまでの間（５時間以上），原子炉冷却材によ

る放射線の遮蔽は維持される。 

 なお，原子炉停止 12 時間後を想定した際，上記の原子炉停止

１日後と同様の評価式を用いて算出すると，ＳＲＶ作動圧力到

達時（7.58MPa[gage]）までの時間は４時間以上となる。 
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・評価結果の相違 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.2〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 5.1.2 

 

重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

 

1. 「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定 

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，

「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定にあたって

は，他の殆どの重要事故シーケンス等の選定と同様に，PRA の結

果から抽出された事故シーケンスグループからガイドに示され

た着眼点を考慮し，重要事故シーケンスを選定している。 

 

 

崩壊熱除去機能喪失の重要事故シーケンスとしては，ガイドに

示された着眼点に加えて事故シーケンスグループ「全交流動力電

源喪失」における評価内容との差別化を図ることを考慮し，次の

事故シーケンスを選定した。 

・崩壊熱除去機能喪失（RHR 機能喪失[フロントライン]）＋崩壊

熱除去・注水系失敗 

 

2. 重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定 

有効性評価では，設計基準相当の設備の機能喪失を受けて燃料

損傷に至る重要事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備を用

いて燃料損傷を防止できることを確認している。この観点では，

全ての崩壊熱除去機能及び注水機能の喪失を受け，重大事故等対

処設備を用いて燃料損傷を防止するという評価も考えられるが，

この場合，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」で選

定される重要事故シーケンスと同じ評価を実施することとなる。 

 

 

このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの有

効性評価では，「実用発電用原子炉に係る運転停止中原子炉にお

ける燃料損傷防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」の対策

例を参照し，待機中の残留熱除去系によって崩壊熱除去機能を確

保し，燃料損傷を防止可能であることを確認している。 

 

3. プラント状態（POS）の選定 

重要事故シーケンスの選定プロセスでは，POS については選定

添付資料 5.1.2 

 

重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

 

1. 「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定 

  運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

のうち，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスは，他

のほとんどの重要事故シーケンスの選定と同様に，ＰＲＡから

抽出された事故シーケンスグループから，「実用発電用原子炉

に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性

評価に関する審査ガイド」（以下「審査ガイド」という。）に示

された着眼点を考慮して選定している。 

  「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスは，審査ガイ

ドに示された着眼点から，次の事故シーケンスを選定した。 

 

 

・残留熱除去系の故障（ＲＨＲ喪失）＋崩壊熱除去・炉心冷

却失敗 

 

2. 重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定 

  有効性評価では，設計基準事故対処設備の機能喪失により燃

料損傷に至る重要事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備

を用いた燃料損傷防止対策の有効性を確認する。この観点で

は，本事故シーケンスにおいて全ての崩壊熱除去機能及び注水

機能の喪失を想定し，重大事故等対処設備を用いた燃料損傷防

止対策の有効性を確認することも考えられるが，この場合，事

故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において選定し

た重要事故シーケンスと同じ対策の有効性を確認することと

なる。 

このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスに

対する有効性評価では，審査ガイドの主要解析条件及び対策例

を参照し，待機中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）及び

残留熱除去系（低圧注水系）によって崩壊熱除去機能及び注水

機能を確保し，燃料損傷防止が可能であることを確認してい

る。 

3. プラント状態の選定 

  有効性評価の対象とする重要事故シーケンスについては，重

添付資料 5.1.2 

 

重要事故シーケンスの選定結果を踏まえた有効性評価の条件設定 

 

１．「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定 

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価「崩

壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの選定にあたっては，

他の殆どの重要事故シーケンス等の選定と同様に，ＰＲＡの結果

から抽出された事故シーケンスグループから「実用発電用原子炉

に係る運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価に関する審査ガイド」（以下「ガイド」という。）に示された着

眼点を考慮し，重要事故シーケンスを選定している。 

崩壊熱除去機能喪失の重要事故シーケンスとしては，ガイドに

示された着眼点に加えて事故シーケンスグループ「全交流動力電

源喪失」における評価内容との差別化を図ることを考慮し，次の

事故シーケンスを選定した。 

・崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系機能喪失[フロントライ

ン]）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗 

 

２．重要事故シーケンスに対する燃料損傷防止対策の選定 

有効性評価では，設計基準相当の設備の機能喪失を受けて燃料

損傷に至る重要事故シーケンスに対し，重大事故等対処設備を用

いて燃料損傷を防止できることを確認している。この観点では，

すべての崩壊熱除去機能及び注水機能の喪失を受け，重大事故等

対処設備を用いて燃料損傷を防止するという評価も考えられる

が，この場合，事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」

で選定される重要事故シーケンスと同じ評価を実施することと

なる。 

 

このため，「崩壊熱除去機能喪失」の重要事故シーケンスの有

効性評価では，ガイドの対策例を参照し，待機中の残留熱除去系

によって崩壊熱除去機能を確保し，燃料損傷を防止可能であるこ

とを確認している。 

 

 

３．プラント状態（ＰＯＳ）の選定 

重要事故シーケンスの選定プロセスでは，ＰＯＳについては選
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していないため，有効性評価の評価条件を設定する際に決定して

いる。 

 

崩壊熱除去機能の喪失事象が発生した場合，代替の崩壊熱除去

機能や炉心への注水機能を用いて燃料損傷を防止することとな

る。このため，POS を選定する上では崩壊熱が高く，原子炉圧力

容器内の保有水量が少ないため，事象発生から燃料損傷までの時

間余裕が厳しい POS を選定することが適切と考える。停止時レベ

ル 1PRA における POS の分類及び定期検査工程を図 1 に，POS の

選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を表 1 に示す。崩壊熱の

観点で最も厳しい POS は「S 原子炉冷温停止への移行状態」であ

り，次に「A PCV/RPV 開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」，

その次が「B 原子炉ウェル満水状態」という順となる。保有水の

観点では原子炉水位が通常運転水位付近の可能性がある POS「S」，

「A」，「C  PCV/RPV 閉鎖及び起動準備への移行状態」，「D 起動準

備状態」が厳しい。 

 

次に崩壊熱除去・注水機能を持つ設備の事故時の使用可否につ

いて考えると，POS「S」及び「D」の原子炉停止直後・起動準備

状態において，給水系を除く緩和設備が原子炉運転中と同様に待

機状態又は早期復旧により使用可能な状態である※。そのため，

緩和設備については POS「S」及び「D」以外の POS「A」～「C」

が厳しい条件となる。 

 

なお，原子炉圧力容器蓋閉時は原子炉圧力の上昇が考えられる

が，トップベントから原子炉の減圧ができること，急激に原子炉

圧力が上昇するようなものではないこと，原子炉圧力が上昇して

も逃がし安全弁で減圧できることから低圧注水系が使用できる

としている。また，原子炉格納容器閉鎖時においても同様の考え

方である。 

このため，本評価においては，POS「S」の次に崩壊熱が高く，

原子炉圧力容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能な緩

和設備が原子炉運転中より少なくなる POS「A」を選定している。 

 

 

 

 

 

要事故シーケンスの選定プロセスで選定しているが，プラント

状態については，有効性評価の評価条件を設定する際に選定し

ている。 

  「崩壊熱除去機能喪失」の事故シーケンスグループにおいて

は，代替の崩壊熱除去機能及び注水機能を用いて燃料損傷の防

止及び放射線の遮蔽に必要な水位を維持することとなる。この

ため，ＰＯＳを選定する上では，事象発生から燃料損傷及び遮

蔽維持水位到達までの時間余裕が短い，すなわち崩壊熱が高

く，保有水量が少ないプラント状態を選定することが適切であ

ると考えられる。停止時レベル１ＰＲＡにおけるＰＯＳの分類

及び施設定期検査工程の概要を第1図に示す。また，ＰＯＳの

選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を第1表に示す。崩壊

熱が最も高いＰＯＳはＰＯＳ－Ｓであり，次にＰＯＳ－Ａ，そ

の次がＰＯＳ－Ｂという順となる。また，保有水量の観点では

原子炉水位が通常運転水位付近の可能性があるＰＯＳ－Ｓ，Ｐ

ＯＳ－Ａ，ＰＯＳ－Ｃ及びＰＯＳ－Ｄが厳しい。 

 

次に，崩壊熱除去機能又は注水機能を持つ設備の事故時にお

ける使用可否について考えると，ＰＯＳ－Ｓ及びＰＯＳ－Ｄ，

すなわち原子炉停止直後及び起動準備状態においては，給水系

を除く緩和設備が原子炉運転中と同様に待機状態又は早期復

旧により使用可能な状態である※。そのため，緩和設備につい

てはＰＯＳ－Ｓ及びＰＯＳ－Ｄ以外のＰＯＳである，ＰＯＳ－

Ａ～ＰＯＳ－Ｃが厳しい条件となる。 

なお，原子炉圧力容器未開放時は原子炉圧力の上昇が考えら

れるが，急激に原子炉圧力が上昇するような事象ではなく，原

子炉圧力が上昇しても逃がし安全弁（自動減圧機能）により原

子炉を減圧できるため，残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水は有効としている。 

 

このため，本評価では，ＰＯＳ－Ｓの次に崩壊熱が高く，原

子炉圧力容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能な緩

和設備が原子炉運転中と同等であるＰＯＳ－Ｓ，ＰＯＳ－Ｄ以

外のＰＯＳとして，ＰＯＳ－Ａを選定している。 

なお，ＰＯＳ－Ａは「ＰＣＶ／ＲＰＶ開放への移行状態」と

定義される状態であり，原子炉圧力容器未開放状態から原子炉

ウェル水張り完了までの期間であるが，本評価では，原子炉圧

力容器内の保有水量が少なく，遮蔽維持水位到達までの時間余

定していないため，有効性評価の評価条件を設定する際に選定し

ている。 

 

崩壊熱除去機能の喪失事象が発生した場合，代替の崩壊熱除去

機能や炉心への注水機能を用いて燃料損傷を防止することとな

る。このため，ＰＯＳを選定するうえでは崩壊熱が高く，原子炉

圧力容器内の保有水量が少ないため，事象発生から燃料損傷まで

の時間余裕が厳しいＰＯＳを選定することが適切と考える。停止

時レベル１ＰＲＡにおけるＰＯＳの分類及び定期事業者検査工

程を図１に，ＰＯＳの選定方法及び原子炉圧力容器の開閉状態を

表１に示す。崩壊熱の観点で最も厳しいＰＯＳは「Ｓ 原子炉冷

温停止への移行状態」であり，次に「Ａ 原子炉格納容器及び原

子炉圧力容器の開放並びに原子炉ウェル満水への移行状態」，そ

の次が「Ｂ 原子炉ウェル満水状態」という順となる。保有水の

観点では原子炉水位が通常運転水位付近の可能性があるＰＯＳ

「Ｓ」，「Ａ」，「Ｃ 原子炉格納容器及び原子炉圧力容器の閉鎖及

び起動準備への移行状態」，「Ｄ 起動準備状態」が厳しい。 

次に崩壊熱除去・注水機能を持つ設備の事故時の使用可否につ

いて考えると，ＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」の原子炉停止直後・起動

準備状態において，給水系を除く緩和設備が原子炉運転中と同様

に待機状態又は早期復旧により使用可能な状態である※。そのた

め，緩和設備についてはＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」以外のＰＯＳ「Ａ」

～「Ｃ」が厳しい条件となる。 

 

なお，原子炉圧力容器閉鎖時は原子炉圧力の上昇が考えられる

が，トップベントから原子炉の減圧ができること，急激に原子炉

圧力が上昇するようなものではないこと，原子炉圧力が上昇して

も逃がし安全弁で減圧できることから残留熱除去系（低圧注水モ

ード）が使用できるとしている。また，原子炉格納容器閉鎖時に

おいても同様の考え方である。 

このため，本評価においては，ＰＯＳ「Ｓ」の次に崩壊熱が高

く，原子炉圧力容器内の保有水量が少ないことに加え，使用可能

な緩和設備が原子炉運転中より少なくなるＰＯＳ「Ａ」を選定し

ている。 

 

 

なお本評価では，原子炉圧力容器内の保有水量が少なく，放射

線の遮蔽が維持される水位に到達するまでの時間余裕の観点か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 
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※ 一例として後述する「添付資料 5.1.6 6.原子炉隔離時冷却系

による注水について」で示すに， POS「S」及び「D」におい

て原子炉圧力容器が閉鎖状態であるため，原子炉圧力が上昇

した後に原子炉隔離時冷却系の注水も使用可能となる。 

 

 

 

 

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響 

本評価で確認している，待機中の残留熱除去系による崩壊熱除

去機能確保とは別の燃料損傷防止対策としては，復水補給水系に

よる原子炉注水が考えられるが，これについては「全交流動力電

源喪失」で選定される重要事故シーケンスにおいて，本評価と同

じ POS「A」でその有効性を確認している。 

裕の観点から厳しい，原子炉圧力容器未開放状態を評価条件と

した。 

 ※ 一例として後述する「添付資料5.1.7 6.原子炉隔離時冷

却系による注水について」に示すとおり，ＰＯＳ－Ｓ及び

ＰＯＳ－Ｄにおいては原子炉圧力容器が閉鎖状態である

ため，原子炉圧力が上昇した後は原子炉隔離時冷却系によ

る注水も使用可能となる。 

 

 

 

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響 

  本評価では，待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による原

子炉注水の有効性を確認しているが，別の燃料損傷防止対策と

して，低圧代替注水系（常設）及び待機中の非常用炉心冷却設

備による原子炉注水が考えられる。ただし，低圧代替注水系（常

設）については「全交流動力電源喪失」で選定される重要事故

シーケンスにおいて，本評価と同じＰＯＳ－Ａでの有効性を確

認している。 

また，待機中の非常用炉心冷却設備については，非常用炉心

冷却設備に比べて注水流量が少ない低圧代替注水系（常設）の

有効性評価に包絡される。 

 

 

 

  なお，本評価においては，運転中の残留熱除去系（原子炉停

止時冷却系）の機能喪失時は待機側の残留熱除去系により原子

炉除熱を行うこととしているが，施設定期検査中は待機中の残

留熱除去系が点検により待機除外となる場合がある。この際に

運転中の残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）が機能喪失する

と，原子炉除熱手段が確保できないため原子炉建屋内が蒸気雰

囲気となり，原子炉建屋内に設置されている緩和設備に悪影響

を与えることが考えられる。この場合においても，原子炉建屋

外側ブローアウトパネルの開放等により原子炉建屋内の環境

悪化を抑制することが可能である。なお，蒸気に含まれる放射

性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に小さく，考慮不

要である。また，原子炉建屋内の環境が悪化した場合において

もその影響を受けない重大事故等対策である，低圧代替注水系

（常設），低圧代替注水系（可搬型）により原子炉へ注水する

ら厳しい，原子炉圧力容器閉鎖状態を評価条件とした。 

 

※ 一例として後述する「添付資料 5.1.6 6．原子炉隔離時冷却

系による注水について」で示すとおり，ＰＯＳ「Ｓ」及び「Ｄ」

において原子炉圧力容器が閉鎖状態であるため，原子炉圧力

が上昇した後に原子炉隔離時冷却系の注水も使用可能とな

る。一方，ＰＯＳ「Ａ」～「Ｃ」のうち原子炉圧力容器が開

放状態である場合には，原子炉圧力が上昇しないため原子炉

隔離時冷却系が使用できなくなる。 

 

4. 他の燃料損傷防止対策を想定した場合の影響 

本評価では，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水の有効性を確認しているが，別の燃料損傷防止対策と

して，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水が考えら

れるが，これについては「全交流動力電源喪失」で選定される重

要事故シーケンスにおいて，本評価と同じＰＯＳ「Ａ」でその有

効性を確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，待機

中の非常用炉心冷却設

備であるＨＰＣＳ，Ｌ

ＰＣＳ及びＬＰＣＩ

（Ｃ－ＲＨＲ）につい

て，ＰＲＡの評価上は，

期待していない設備で

あることから，記載し

ていない。 

・記載箇所の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，原子

炉建物内への影響につ

いて，添付資料 5.1.5

に記載をしている。 
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ことで，燃料有効長頂部の冠水及び放射線の遮蔽を維持するこ

とができる。 
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・実績の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.3〕 
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添付資料 5.1.3 

 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失評価における 

崩壊熱設定の考え方 

 

1. 本評価における崩壊熱の設定 

 運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，

「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の重要事故

シーケンスの有効性評価では，原子炉スクラムによる原子炉停止

から 1 日後※の崩壊熱を用いて原子炉水温の上昇及び蒸発による

原子炉水位の低下を評価している。 

 

一般に定期検査期間が数十日であることを考慮すると，原子炉

停止から 1 日（24 時間）後の崩壊熱を用いることは定期検査期

間から見ると保守的な設定であると考えるが，仮に原子炉停止か

らの時間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より厳しい評価

条件となる。 

※ 原子炉停止から 1 日（24 時間）後とは全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子炉の出力は全

制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させる

が、崩壊熱評価はスクラムのような瞬時に出力を低下させる

保守的な計算条件となっている。 

 

具体的には制御棒の挿入開始及び発電機解列の実績は，全制御

棒全挿入完了を基準とするとそれぞれ 10 時間程度前，2 時間

程度前となっており，実際の崩壊熱は評価値より小さくなる。 

 

2. より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響 

プラント停止時を復水器真空破壊からと考えると，通常，復水

器真空破壊のタイミングは通常のプラント停止操作における全

制御棒挿入完了から 12 時間以上後である。 

仮に，原子炉停止から 12 時間後の崩壊熱によって原子炉注水

までの時間余裕を評価すると，有効燃料棒頂部到達まで約 3.7 時

間となる。原子炉停止から 1 日（24 時間）後の原子炉注水まで

の時間余裕が約 5.4 時間であることから，時間余裕の観点では約

2 時間短くなるが，本重要事故シーケンスにおける「崩壊熱除去

機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の事象発生から原子炉注

添付資料 5.1.4 

 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失における 

崩壊熱の設定の考え方 

 

1. 本評価における崩壊熱の設定 

  運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価のうち，「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」

の重要事故シーケンスに対する有効性評価では，原子炉スクラ

ムによる原子炉停止から1日（24時間）後※の崩壊熱を用いて原

子炉水温の上昇及び蒸発による原子炉水位の低下を評価して

いる。 

  一般に，施設定期検査期間が数十日であることを考慮する

と，原子炉停止から1日（24時間）後の崩壊熱を用いることは

保守的な設定であると考えられるが，仮に原子炉停止からの時

間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より厳しい評価条件

となる。 

※ 原子炉停止から1日（24時間）後とは，全制御棒全挿入

からの時間を示している。通常停止操作において原子炉

の出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から

徐々に低下させるが，崩壊熱評価は原子炉スクラムのよ

うな瞬時に出力を低下させる保守的な計算条件となっ

ている。 

 

 

 

 

2. より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響 

   

 

 

仮に，原子炉水温が100℃かつ原子炉停止から12時間後の崩

壊熱を評価条件とした場合，燃料有効長頂部まで原子炉水位が

低下するまでの時間余裕は約4.2時間となり，ＰＯＳ－Ａに比

べて時間余裕が約2時間短くなるが，「崩壊熱除去機能喪失」に

おける原子炉注水開始は事象発生から2時間後，「全交流動力電

源喪失」における原子炉注水開始準備が完了するのは事象発生

添付資料 5.1.3 

 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失評価における 

崩壊熱設定の考え方 

 

１．本評価における崩壊熱の設定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の重要事故

シーケンスの有効性評価では，原子炉スクラムによる原子炉停止

から１日後※の崩壊熱を用いて原子炉水温の上昇及び蒸発による

原子炉水位の低下を評価している。 

 

一般に定期事業者検査期間が数十日であることを考慮すると，

原子炉停止から１日（24時間）後の崩壊熱を用いることは定期事

業者検査期間から見ると保守的な設定であると考えるが，仮に原

子炉停止からの時間がより短い時点での崩壊熱を用いれば，より

厳しい評価条件となる。 

※ 原子炉停止から１日（24 時間）後とは全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子炉の出力は全

制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させる

が，崩壊熱評価はスクラムのような瞬時に出力を低下させる

保守的な計算条件となっている。 

 

具体的には制御棒の挿入開始及び発電機解列の実績は，全制御

棒全挿入完了を基準とするとそれぞれ８時間程度前，５時間程

度前となっており，実際の崩壊熱は評価値より小さくなる。 

 

２．より厳しい崩壊熱を設定した場合の時間余裕への影響 

プラント停止時を復水器真空破壊からと考えると，通常，復水

器真空破壊のタイミングは通常のプラント停止操作における全

制御棒挿入完了から 12時間以上後である。 

仮に，原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の崩壊

熱によって原子炉注水までの時間余裕を評価すると，燃料棒有効

長頂部到達まで約 4.2 時間となる。原子炉停止から１日（24 時間）

後の原子炉注水までの時間余裕が約 6.1 時間であることから，時

間余裕の観点では約２時間短くなるが，本重要事故シーケンスに

おける「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪失」の事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

5.1-39



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

水開始までの対応は約 2 時間であることから十分対応可能な範

囲である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，必要な遮蔽の確保の観点においても，現場作業員の退避

までの時間余裕が原子炉停止から 1 日（24 時間）後の場合では

約 3.4 時間に対して，12 時間後の場合では約 2.0 時間と短くな

るものの，十分退避可能な範囲である 

（添付資料 5.1.6）。 

 

この様に，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業員

の退避の時間余裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原子

炉停止とし，13 ヶ月運転に対して燃焼度を 10%増加させた場合の

崩壊熱を用いていること及び原子炉注水までの時間余裕の評価

では崩壊熱の減衰を考慮していないこと等，様々な保守性を含め

た評価としていることから，本重要事故シーケンスにおいて，原

子炉注水が間に合わず燃料損傷に至る状況，現場作業員が過度な

被ばくを受ける状況は想定し難いものと考える。 

以 上 

から25分後であるため，燃料有効長頂部の冠水は維持される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，遮蔽維持水位到達までの時間余裕は，約2.8時間とな

り，ＰＯＳ－Ａに比べて時間余裕が約1.7時間短くなるものの，

放射線の遮蔽に必要な水位は維持される。 

（添付資料5.1.7） 

   

 

 このように，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業

員の退避の時間余裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原

子炉停止とし更に燃焼度を保守的に見積もっていること，及び原

子炉注水までの時間余裕の評価では崩壊熱の減衰を考慮してい

ないこと等，様々な保守性を含めた評価としていることから，本

重要事故シーケンスにおいて，原子炉注水が間に合わず燃料損傷

に至る状況，現場作業員が過度な被ばくを受ける状況は想定し難

いものと考える。 

象発生から原子炉注水開始までの対応は２時間であることから

十分対応可能な範囲である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，必要な遮蔽の確保の観点においても，現場作業員の退避

までの時間余裕が原子炉停止から１日（24時間）後の場合では約

4.3 時間に対して，12 時間後の場合では約 2.7 時間と短くなるも

のの，十分退避可能な範囲である。 

（添付資料 5.1.6）。 

 

この様に，崩壊熱の設定によっては原子炉注水及び現場作業員

の退避の時間余裕に変動が生じるが，原子炉スクラムによる原子

炉停止とし，13 ヶ月運転に対して燃焼度を 10％増加させた場合

の崩壊熱を用いていること及び原子炉注水までの時間余裕の評

価では崩壊熱の減衰を考慮していないこと等，様々な保守性を含

めた評価としていることから，本重要事故シーケンスにおいて，

原子炉注水が間に合わず燃料損傷に至る状況，現場作業員が過度

な被ばくを受ける状況は想定し難いものと考える。 

以 上 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

「全交流動力電源喪

失」において，島根２

号炉は，原子炉水位が

低下した後に原子炉注

水を開始するが，東海

第二は原子炉水位が低

下する前に低圧代替注

水系（常設）の準備操

作が完了するため，蒸

発量に応じた注水を実

施することによって，

原子炉水位を通常運転

水位付近に維持。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

条件設定は同じだ

が，島根２号炉は平衡

炉心燃料のサイクル末

期の炉心平均燃焼度に

10％の保守性を考慮し

て設定。 

東海第二は許認可炉

心が13ヶ月運転である

こと及び実機における

調整運転時期約 1 ヶ月

を踏まえて設定。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.4〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

添付資料 5.1.4 

安定状態について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定状態については以下

のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，原子炉安定

停止状態が確立されたものとする。 

 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，待機していた残留熱除去系

（低圧注水モード）による注水継続により原子炉水位は回復し，

炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系を原子炉停止時冷却モードに切り替え，

原子炉除熱を開始することで冷温停止状態に移行し，原子炉安

定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持で

きる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

 

 

 

添付資料 5.1.6 

安定停止状態について（運転停止中 崩壊熱除去機能喪失） 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定停止状態については

以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及

び重大事故等対処設備を用いた炉心冷

却により，炉心冠水が維持でき，また，

冷却のための設備がその後も機能維持

できると判断され，かつ，必要な要員

の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想

定される事象悪化のおそれがない場

合，安定停止状態が確立されたものと

する。 

【安定停止状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による注水により原

子炉水位は回復し，炉心の冷却が維持される。 

 

 

その後，残留熱除去系（低圧注水系）を残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）に切り替え，原子炉除熱を開始すること

で冷温停止状態に移行し，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，

必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定停止状態の維持について】 

 上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持でき

る。 

 また，残留熱除去系の機能を維持し，原子炉除熱を行うこ

とにより，安定停止状態後の状態維持が可能である。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1） 
 

添付資料 5.1.4 

安定状態について（運転停止中（崩壊熱除去機能喪失）） 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時の安定状態については以下

のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，原子炉安定

停止状態が確立されたものとする。 

 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，待機していた残留熱除去系

（低圧注水モード）による注水継続により原子炉水位は回復し，

炉心の冷却が維持される。 

その後，残留熱除去系（低圧注水モード）を残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）に切り替え，原子炉除熱を開始するこ

とで冷温停止状態に移行し，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持で

きる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙１参照） 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.5〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 5.1.5 

 

原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び 

全交流動力電源喪失時の格納容器の影響について 

 

運転停止中の有効性評価は，審査ガイドの評価項目※に基づき

原子炉への注水を行うことで燃料の冠水が維持されていること

をもって，燃料の冷却が維持され燃料損傷が防止できていること

を確認している。 

※＜審査ガイドの評価項目＞ 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における

臨界，又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな

出力上昇を伴う臨界は除く。） 

 

この際，格納容器内圧力及び温度の挙動は評価対象とはしてい

ないが，代替原子炉補機冷却系又は格納容器ベントによる原子炉

格納容器除熱により対応することとなる。 

 

１．プラント停止中における崩壊熱除去機能喪失時の格納容器の

影響 

プラント停止中の有効性評価において，崩壊熱除去機能を喪失

している期間は「崩壊熱除去機能喪失」の事象発生約 2 時間後ま

で，「全交流動力電源喪失」の事象発生から代替原子炉補機冷却

系等による崩壊熱除去機能復旧の事象発生約 20 時間後までであ

る。 

ここでは，代表として「全交流動力電源喪失」を前提に考察す

る。 

崩壊熱除去機能が喪失すると原子炉水温は上昇し，冷却機能喪

失後 1 時間程度で沸騰を開始した後，水位が低下する。原子炉注

水により燃料の冷却は維持されるが，原子炉内の圧力が徐々に上

昇するため,原子炉の減圧が必要となる。減圧により原子炉内の

熱量がサプレッション・チェンバへと移行し，格納容器内の温度

上昇や圧力上昇に至る。格納容器内の圧力上昇が炉心損傷前ベン

トの基準となる 0.31MPa[gage]に到達する時間は約 32 時間であ

り，代替原子炉補機冷却系による崩壊熱除去機能復旧の時間余裕

資料なし 添付資料 5.1.5 

 

原子炉停止中における崩壊熱除去機能喪失及び 

全交流動力電源喪失時の原子炉格納容器の影響について 

 

運転停止中の有効性評価は，審査ガイドの評価項目※に基づき

原子炉への注水を行うことで燃料の冠水が維持されていること

をもって，燃料の冷却が維持され燃料損傷が防止できていること

を確認している。 

※＜審査ガイドの評価項目＞ 

(a)燃料有効長頂部が冠水していること。 

(b)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

(c)未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における

臨界，又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつわず

かな出力上昇を伴う臨界は除く。） 

 

この際，格納容器内圧力及び温度の挙動は評価対象とはしてい

ないが，原子炉補機代替冷却系又は格納容器ベントによる原子炉

格納容器除熱により対応することとなる。 

 

１．プラント停止中における崩壊熱除去機能喪失時の原子炉格納

容器の影響 

プラント停止中の有効性評価において，崩壊熱除去機能を喪失

している期間は「崩壊熱除去機能喪失」の事象発生約２時間後ま

で，「全交流動力電源喪失」の事象発生から原子炉補機代替冷却

系等による崩壊熱除去機能復旧の事象発生約 10時間後までであ

る。 

ここでは，代表として「全交流動力電源喪失」を前提に考察す

る。 

崩壊熱除去機能が喪失すると原子炉水温は上昇し，冷却機能喪

失後 0.9 時間程度で沸騰を開始した後，水位が低下する。原子炉

注水により燃料の冷却は維持されるが，原子炉内の圧力が徐々に

上昇するため,原子炉の減圧が必要となる。減圧により原子炉内

の熱量がサプレッション・チェンバへと移行し，格納容器内の温

度上昇や圧力上昇に至る。格納容器内の圧力上昇が 384kPa[gage]

に到達する時間は約 47時間であり，原子炉補機代替冷却系によ

る崩壊熱除去機能復旧の時間余裕は十分確保される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉（Mark-Ⅰ
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

は十分確保される。 

また，仮に代替原子炉補機冷却系等による崩壊熱除去機能の復

旧ができない場合は格納容器ベントによる除熱を実施すること

となるが，追加放出においては，既に原子炉停止後の減圧操作に

より原子炉内へ放出されて気体廃棄物処理系で処理されるため，

格納容器内の放射性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に

小さく，考慮不要である。 

なお，原子炉圧力容器が閉鎖状態かつ格納容器開放状態で，全

交流動力電源喪失が発生する頻度は大きなものではないが，これ

らについても考察する。 

パーソナルエアロック等の開放により格納容器が開放されて

いる場合，パーソナルエアロック等を速やかに閉止することで，

上記と同様の対応となる。 

原子炉格納容器の上部蓋を取り外している場合は，状況により

速やかに格納容器を閉鎖することが困難となり原子炉内から蒸

気とともに熱量が格納容器を経由して原子炉建屋内に放出され

ることも考えられる。ただし，原子炉建屋壁面への吸熱及びブロ

ーアウトパネル開放等による環境への放熱により，原子炉建屋内

の環境条件は必要な設備が機能喪失するほど悪化することはな

く，代替原子炉補機冷却系等を用いた原子炉又は格納容器冷却の

開始により徐々に改善される。また，現場作業員の退避時及び公

衆への放射線影響について，原子炉冷却材中に含まれるよう素は

微少であり，かつ，時間減衰による低減効果もあるため，有意な

ものとはならない。 

原子炉圧力容器を開放している場合は，原子炉内から放出され

た熱量は蒸気に伴い原子炉建屋内に放出され，原子炉建屋壁面へ

の吸熱，または環境へ放熱されるが，この場合は崩壊熱量がさら

に低下していること，原子炉ウェルが水張りされているなど原子

炉冷却材の量が増加していることから事象進展はより緩慢とな

る。 

＜参考＞ 

運転停止中における全交流動力電源喪失が発生した際の原子

炉格納容器の圧力を MAAP コードにより求めた。解析条件は表 1,

解析結果は表 2 及び表 3 となる。格納容器スプレイに期待する

ケース及び期待しないケースの 2 ケースの評価を実施し，その結

果，期待しない場合であってもベントまでの時間は事象開始から

約 32 時間となった。 

 

 

また，仮に原子炉補機代替冷却系による崩壊熱除去機能の復旧

ができない場合は格納容器ベントによる除熱を実施することと

なるが，追加放出においては，既に原子炉停止後の減圧操作によ

り原子炉内へ放出されて気体廃棄物処理系で処理されるため，格

納容器内の放射性物質の量は，運転中の事故時と比べて非常に小

さく，考慮不要である。 

なお，原子炉圧力容器が閉鎖状態かつ原子炉格納容器開放状態

で，全交流動力電源喪失が発生する頻度は大きなものではない

が，これらについても考察する。 

所員用エアロック等の開放により原子炉格納容器が開放され

ている場合，所員用エアロック等を速やかに閉止することで，上

記と同様の対応となる。 

原子炉格納容器の上部蓋を取り外している場合は，状況により

速やかに原子炉格納容器を閉鎖することが困難となり原子炉内

から蒸気とともに熱量が原子炉格納容器を経由して原子炉建物

内に放出されることも考えられる。ただし，原子炉建物壁面への

吸熱及びブローアウトパネル開放等による環境への放熱により，

原子炉建物内の環境条件は必要な設備が機能喪失するほど悪化

することはなく，原子炉補機代替冷却系等を用いた原子炉又は格

納容器冷却の開始により徐々に改善される。また，現場作業員の

退避時及び公衆への放射線影響について，原子炉冷却材中に含ま

れるよう素は微少であり，かつ，時間減衰による低減効果もある

ため，有意なものとはならない。 

原子炉圧力容器を開放している場合は，原子炉内から放出され

た熱量は蒸気に伴い原子炉建物内に放出され，原子炉建物壁面へ

の吸熱，または環境へ放熱されるが，この場合は崩壊熱量がさら

に低下していること，原子炉ウェルが水張りされているなど原子

炉冷却材の量が増加していることから事象進展はより緩慢とな

る。 

 ＜参考＞ 

運転停止中における全交流動力電源喪失が発生した際の原子

炉格納容器の圧力をＭＡＡＰコードにより求めた。解析条件は表

１，解析結果は表２及び表３となる。格納容器代替スプレイに期

待するケース及び期待しないケースの２ケースの評価を実施し，

その結果，格納容器代替スプレイに期待しない場合であってもベ

ントまでの時間は事象開始から約47時間となった。 

 

改）と柏崎 6/7（ABWR）

の最高使用圧力の相

違。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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表 1 解析条件（停止時ベントタイミングの確認） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 解析条件（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 項目 解析条件 

事
故
発
生
時
の
プ
ラ
ン
ト
状
態 

崩壊熱 原子炉停止１日後 

原子炉圧力容器の想定 未開放 

原子炉初期水温 

約51℃（残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）の設計温度52℃とほ

ぼ同値）※ 

原子炉の初期圧力 大気圧相当 

原子炉格納容器の想定 未開放 

原子炉格納容器内の初期

温度 

サプレッション・プール水温：約35℃ 

気相部：約64℃（通常運転時の温度

57℃を包絡する値）※ 

原子炉格納容器の初期圧

力 
大気圧相当 

低圧原子炉代替注水槽の

水温 
35℃ 

事
象
進
展 

事象開始 

・全交流動力電源喪失発生 

・水位低下に伴う非常用炉心冷却系

の起動は期待しない 

事象発生２時間後 

・常設代替交流電源設備による電源

供給開始 

・逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

による減圧 

・低圧原子炉代替注水系（常設）に

よる注水開始 

低圧原子炉代替注水系

（常設）による原子炉注

水 

200m3/h 

格納容器代替スプレイ 

実施に期待しない，又は格納容器代

替スプレイ系(可搬型)によるＤ／Ｗ

スプレイ実施（120m3/h） 

ベントタイミング 

格納容器圧力384kPa[gage]到達，又

はサプレッション・プール水位通常

水位＋約1.3ｍ到達 

※：有効性評価で想定する原子炉停止１日後の状態をＭＡＡＰに

て評価するため，詳細な設定が困難なパラメータは有効性評

価で想定する設定値等と同等な値となるようにした。 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 
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表 2 解析結果（停止時ベントタイミングの確認） 

 

 

 

 

 

表 3 解析結果（格納容器圧力及び温度※） 

 

※格納容器圧力及び温度はドライウェルより値が大きいサプレッ

ション・チェンバの結果を記載 

 

以

 以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 解析結果（停止時ベントタイミングの確認） 

分類 ベントタイミング 備考 

格納容器代替スプレイ

に期待するケース 

事象発生後 

約60時間 

サプレッション・プー

ル水位通常水位＋約

1.3ｍ到達 

格納容器代替スプレイ

に期待しないケース 

事象発生後 

約47時間 

格納容器圧力 

384kPa[gage]到達 

 

 

表３ 解析結果（格納容器圧力及び温度※） 

分類 

事象発生10時間後 ベントタイミング時 

格納容器圧力

（kPa[gage]） 

格納容器温度

（℃） 

格納容器圧力

（kPa[gage]） 

格納容器温度

（℃） 

格納容器

代替スプ

レイに期

待するケ

ース 

Ｓ／Ｃ：約22 Ｄ／Ｗ：約74 

Ｓ／Ｃ：約351 

（事象発生 

約60時間後） 

Ｓ／Ｃ：約149 

（事象発生 

約60時間後） 

格納容器

代替スプ

レイに期

待しない

ケース 

Ｓ／Ｃ：約22 Ｄ／Ｗ：約74 

Ｓ／Ｃ：約384 

（事象発生 

約47時間後） 

Ｓ／Ｃ：約150 

（事象発生 

約47時間後） 

※：格納容器圧力及び温度はドライウェルとサプレッション・チ

ェンバのうち，より値が大きい側の結果を記載 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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添付資料 5.1.6 

 

原子炉停止中 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時に

おける放射線の遮蔽維持について 

 

運転停止中の「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪

失」における放射線の遮蔽維持について評価を行い，事故時の作

業員の退避も考慮すると，退避までの間，放射線の遮蔽維持に必

要な水位（目安と考える 10mSv/h※）が維持されることを確認した

ため，その結果を以下に示す。 

なお，事故対応に関わる操作は，原子炉建屋オペレーティング

フロアの様に現場の線量率が大きく上昇する場所では実施しな

いため，作業員の現場退避を評価の代表とした。 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の

流れ，原子炉圧力容器等構造物及び原子炉水位が重要となるた

め，それらを考慮した評価とした。 

 

 

 

※ 必要な遮蔽の目安とする線量率は，「崩壊熱除去機能喪失」及

び「全交流動力電源喪失」における原子炉建屋オペレーティング

フロアでの作業時間及び作業員の退避は 1時間以内であり，作業

員の被ばく量は最大でも 10mSv となるため，緊急作業時における

被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある 10mSv/h とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 5.1.7 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時に 

おける放射線の遮蔽維持について 

 

運転停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失に

おける放射線の遮蔽維持について評価を行い，放射線の遮蔽維持

（目安と考える 10mSv／h※）に必要な水位が維持されることを確

認した。その結果を以下に示す。 

 

 

 

 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の

流れ，原子炉圧力容器等構造物，原子炉水位が重要となるため，

それらを考慮した評価とした。 

 

 

 

※ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。崩壊

熱除去機能喪失における原子炉建屋原子炉棟6階での作業

時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，作業員の被

ばく量は最大でも 22mSv となるため，緊急作業時における

被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある。 

 

 

 

 

 

 

   本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋

原子炉棟 6階での操作を必ず必要な作業としていないが，

可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系

（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プールス

プレイの準備操作について仮に考慮し，可搬型スプレイノ

添付資料 5.1.6 

 

運転停止中 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時にお

ける放射線の遮蔽維持について 

 

運転停止中の「崩壊熱除去機能喪失」及び「全交流動力電源喪

失」における放射線の遮蔽維持について評価を行い，放射線の遮

蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h※）が維持されること

を確認したため，その結果を以下に示す。 

 

 

 

 

また，放射線の遮蔽を検討する際，原子炉圧力容器開放作業の

流れ，原子炉圧力容器等構造物及び原子炉水位が重要となるた

め，それらを考慮した評価とした。 

 

 

 

※ 必要な遮蔽の目安とする線量率は，「崩壊熱除去機能喪失」及

び「全交流動力電源喪失」における原子炉建物原子炉棟４階

からの現場作業員の退避は２時間以内であり，作業員の被ば

く量は最大でも 20mSv となるため，緊急作業時の被ばく限度

の 100mSv に対して余裕がある 10mSv/h とした。 

 

 

 

 

 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建物原子

炉棟４階での操作を必要な作業としていないが，燃料プール

スプレイ系（可搬型スプレイノズル使用）を使用した燃料プ

ールへの注水について仮に考慮し，可搬型スプレイノズル及

びホースの設置にかかる作業時間を想定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の現場作

業員の退避時間を考慮

した評価結果。 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，現場

作業員の退避時間の

他，可搬型スプレイノ
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1. 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取り外

し，原子炉格納容器蓋取り外し（図 1 中の 1,2,3 及び 4） 

原子炉を停止後，残留熱除去系の原子炉停止時冷却モードで除

熱可能な圧力に減圧されるまでは，原子炉は主蒸気系を介して，

復水器によって除熱される。残留熱除去系の原子炉停止時冷却モ

ードによる除熱を開始した後，復水器真空破壊を経て，復水器に

よる除熱を停止する。 

これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して,コン

クリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し作業を実施す

る。 

 

②原子炉圧力容器蓋取り外し（図 1 中の 5） 

原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に上昇

させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉圧力容器蓋を開放する

（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ下 0.3m 程度）。 

 

 

③蒸気乾燥器取り外し（図 1 中の 6） 

水位を徐々に上昇させながら，蒸気乾燥器を蒸気乾燥器・気水

分離器（D/S）ピットへと移動する（蒸気乾燥器は気中移動）。 

 

④気水分離器取り外し（図 1 中の 7） 

気水分離器を蒸気乾燥器・気水分離器（D/S）ピットへと移動

する（気水分離器は水中移動）。 

 

なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業に

おいては開放作業の逆の流れで実施される。この状況においては

原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停止後の冷却時間が長

ズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定した。 

  必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定期検

査作業時での原子炉建屋原子炉棟6階における線量率を考

慮した値である。 

  この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約 1.7m 上（通

常水位から約 3.5m 下）の位置である。 

 

1. 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取外

し，格納容器蓋取外し（第 1図中の 1，2・3，4） 

原子炉を停止後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）で

除熱可能な圧力に減圧されるまでは，原子炉は主蒸気系を介

して復水器によって除熱される。残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）による除熱開始後，復水器による除熱を停止する。 

 

これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して，

コンクリートハッチ及び格納容器蓋取外し作業を実施する。 

 

 

②原子炉圧力容器蓋取外し（第 1図中の 5） 

原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に

上昇させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉圧力容器蓋取外

しを行う（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ約 0.5m

下）。 

 

③蒸気乾燥器取外し（第 1図中の 6） 

水位を上昇させながら，蒸気乾燥器をドライヤー気水分離

器貯蔵プールへと移動する（蒸気乾燥器は気中移動）。 

 

④気水分離器取外し（第 1図中の 7） 

気水分離器をドライヤー気水分離器貯蔵プールへと移動

する（気水分離器は水中移動）。 

 

なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業

は原子炉圧力容器開放作業と逆の流れで作業を実施する。この

状況においては，原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期事業者検

査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率を考慮

した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約 1.8m 上（通

常水位から約 3.3m 下）の位置である。 

 

１. 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

 ①原子炉圧力容器開放作業の開始前，コンクリートハッチ取り

外し，原子炉格納容器蓋取り外し（図１中の１，２，３） 

   原子炉を停止後，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

で除熱可能な圧力に減圧されるまでは，原子炉は主蒸気系を

介して，復水器によって除熱される。残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）による除熱を開始した後，復水器真空破

壊を経て，復水器による除熱を停止する。 

   これらの原子炉の冷温停止状態に向けた操作と並行して，

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し作業

を実施する。 

 

 ②原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の４） 

   原子炉が冷温停止状態になった後，原子炉の水位を徐々に

上昇させ，原子炉圧力容器保温材及び原子炉圧力容器蓋を開

放する（原子炉圧力容器開放時の水位はフランジ下 0.5m 程

度）。 

 

 ③蒸気乾燥器取り外し（図１中の５） 

   水位を徐々に上昇させながら，蒸気乾燥器を蒸気乾燥器・

気水分離器ピット（以下「ＤＳＰ」という。）へと移動する

（蒸気乾燥器は気中移動）。 

④気水分離器取り外し（図１中の６） 

   気水分離器をＤＳＰへと移動する（気水分離器は水中移

動）。 

  

なお，原子炉起動に向けて実施する原子炉圧力容器閉鎖作業に

おいては開放作業の逆の流れで実施される。この状況においては

原子炉圧力容器開放作業時に比べ，原子炉停止後の冷却時間が長

ズル及びホースの設置

にかかる作業時間を想

定している。 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 
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く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくなる。そのため，放射線の

遮蔽維持における影響は原子炉圧力容器開放作業時に包絡され

る。 

（添付資料 5.1.2） 

 

 

 

 

 

 

図 1 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

※ http://www.tepco.co.jp/nu/f2-np/handouts/j140528a-j.pdf 

公開されている沸騰水型原子炉の開放作業の流れとして「福島第二原子力発電所１号

炉 原子炉開放作業の完了について」より参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

止後の冷却時間が長く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくな

る。そのため，放射線の遮蔽維持における影響は原子炉圧力容

器開放作業時に包絡される。 

（添付資料 5.1.2） 

 

 

 

＜参考＞原子炉開放の流れ※ 

 

第 1図 原子炉圧力容器開放作業の流れ 

※ http://www.tepco.co.jp/nu/f2-np/handouts/j140528a-j.pdf 

   東海第二発電所では蒸気乾燥器取外しが気中移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

く燃料の崩壊熱及び線源強度が小さくなる。そのため，放射線の

遮蔽維持における影響は原子炉圧力容器開放作業時に包絡され

る。 

（添付資料 5.1.2） 

 

 

 

 

 

図１ 原子炉圧力容器開放作業の流れ 
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2.原子炉圧力容器等構造物 

 

図 2 原子炉圧力容器等構造物の概要 

 

3.各状態における遮蔽維持について 

原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線遮

蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業の開始前（図１中の 1） 

原子炉運転中，原子炉停止直後等はコンクリートハッチ，原子

炉格納容器蓋及び原子炉圧力容器蓋が閉鎖されており，また蒸気

乾燥器，気水分離器等も炉内に存在するため， 炉心燃料等の線

源からの放射線の多くはこれらに遮られ，原子炉建屋オペレーテ

ィングフロアでの線量率は十分小さくなる。そのため,原子炉圧

力容器開放作業の開始前において，原子炉水位低下に伴う放射線

の遮蔽の評価は不要である。 

 

※ 一例としてCo60 を線源とした時の10cm の鉄の実効線量透過

率は約 8.2×10-2，155cm のコンクリートの実効線量透過率は約

4.1×10-7 と非常に小さくなる。 

（参考：放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2012 公

益財団法人 原子力安全技術センタ－） 

 

2. 格納容器等構造物 

  原子炉圧力容器等構造物の概要について第 2図に示す。 

 

第 2 図 原子炉圧力容器等構造物の概要 

 

3. 各状態における遮蔽維持について 

原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線

遮蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業開始前（第 1図中の 1） 

原子炉運転中や原子炉停止直後等は図に示すように原子炉

圧力容器蓋が未開放状態であり，蒸気乾燥器，気水分離器等も

炉内に存在する。炉心燃料等の線源からの放射線の多くはこれ

らに遮られ，原子炉建屋原子炉棟 6階での線量率は十分小さく

なる。また，この状態はコンクリートハッチ，格納容器蓋が未

開放状態であり，後述する①-2 の状態に包含される※。 

以上より，この状態における放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

※ 一例としてＣｏ－60 を線源とした時の 10cm の鉄の実効

線量透過率は約 8.2E-02，155cm のコンクリートの実効

線量透過率は約 4.1E-07 である。 

（参考 放射線施設のしゃへい計算実務マニュアル 2000 公益

財団法人 原子力安全技術センター） 

 

２.原子炉圧力容器等構造物 

 

図２ 原子炉圧力容器等構造物の概要 

 

３.各状態における遮蔽維持について 

 原子炉圧力容器開放作業時の各状態における現場の放射線遮

蔽について以下に示す。 

①-1 原子炉圧力容器開放作業の開始前（図１中の１） 

  原子炉運転中，原子炉停止直後等はコンクリートハッチ，

原子炉格納容器蓋及び原子炉圧力容器蓋が閉鎖されており，

また，蒸気乾燥器，気水分離器等も炉内に存在するため，炉

心燃料等の線源からの放射線の多くはこれらに遮られ，原子

炉建物原子炉棟４階での線量率は十分小さくなる。そのため，

原子炉圧力容器開放作業の開始前において，原子炉水位低下

に伴う放射線の遮蔽の評価は不要である。 

 

※ 一例としてＣｏ－60を線源とした時の10cmの鉄の実効線

量透過率は約 8.2×10-2，155cm のコンクリートの実効線量

透過率は約 4.1×10-7と非常に小さくなる。 

（参考：放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2012 公

益財団法人 原子力安全技術センター） 
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①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し

（図１中の 2,3 及び 4） 

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し後は，こ

れらの遮蔽効果には期待できなくなるが, 原子炉圧力容器蓋, 

蒸気乾燥器及び気水分離器の遮蔽効果に期待できる。さらに原子

炉圧力容器蓋の取り外し作業に向けて原子炉の水位の上昇操作

を実施するため，定検毎に高さは異なるが原子炉の水位は徐々に

上昇することになる。 

この状態で原子炉建屋オペレーティングフロアにて原子炉圧

力容器開放に向けた作業を実施していることも考えるため,コン

クリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の遮蔽に期待しない場合

の現場線量率の評価が必要である。 

 

② 原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の 5） 

原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ下 0.3m 程度まで原子炉の

水位を上昇させた後，開放作業を実施する。この際，原子炉の水

位上昇により炉心燃料及び上部格子板からの放射線の影響は非

常に小さくなる。また,原子炉の保有水量が多くなるため，100℃

に至るまでの時間はさらに長くなる（約 1.4 時間）。 

 

 

仮に原子炉圧力容器蓋を取り外し中に全交流動力電源喪失事

象等が発生した際を考えても，原子炉圧力容器蓋を完全に移動さ

せていなければ，その遮蔽に期待できる。 

 

また、原子炉圧力容器蓋を取り外した後の状態にて後述する全

交流動力電源喪失事象の水位低下（フランジ付近から約 1.5m 低

下）を仮定した場合も，原子炉水位がフランジよりさらに高い水

位である可能性があること，炉心燃料及び上部格子板からの放射

線影響は後述する原子炉冷却材の流出の原子炉水位と線量率の

関係（5.3 原子炉冷却材の流出 第 5.3.6 図）に包絡できること

から，必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h を超えることはない。 

 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響においても

線源強度が大きくないこと，約 1.5m の水位低下により露出する

蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備であることから，

①-2 コンクリートハッチ取外し及び格納容器蓋取外し（第 1図

中の 2・3，4） 

コンクリートハッチ，格納容器蓋の開放後は，これらの遮蔽

効果には期待できなくなり，期待できる遮蔽効果は，原子炉圧

力容器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器となる。 

 

 

 

この状態における通常運転水位時が①-1 及び後述する②，③

を包含する最も厳しい状態であるため，この状態を線量率の評

価対象とする。 

 

 

②原子炉圧力容器蓋取外し（第 1図中の 5） 

原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ約 0.5m 下まで原子炉水

位を上昇させた後，原子炉圧力容器蓋開放作業を実施する。こ

の際，原子炉水位の上昇により炉心燃料や上部格子板からの放

射線の影響は非常に小さくなる。また，保有水量が多くなるた

め，沸騰開始までの時間余裕は①-2 に比べて長くなる（約 1.4

時間程度）。このため，この状態における放射線の遮蔽の評価

は，上記の①-2 の評価に包絡される。 

なお，原子炉圧力容器蓋取外し中に全交流動力電源喪失等の

事故が発生した場合でも，原子炉圧力容器蓋を完全に移動させ

ていなければ，原子炉圧力容器蓋による放射線の遮蔽に期待で

きる。 

また，原子炉圧力容器開放時において全交流動力電源喪失の

発生を仮定した場合も，原子炉水位をフランジより更に上昇さ

せている可能性があることから，炉心燃料及び上部格子板から

の放射線影響は後述する原子炉容器蓋開放時における原子炉

水位と線量率の関係（添付資料 5.3.1）に包絡できる。 

 

 

 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響について

は，線源強度が大きくないこと，原子炉水位の低下により露出

する蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備であるこ

①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格納容器蓋取り外し

（図１中の２，３） 

コンクリートハッチ及び原子炉格納容器蓋の取り外し後は，

これらの遮蔽効果には期待できなくなるが，原子炉圧力容器

蓋，蒸気乾燥器及び気水分離器の遮蔽効果に期待できる。さら

に原子炉圧力容器蓋の取り外し作業に向けて原子炉の水位の

上昇操作を実施するため，定期事業者検査ごとに高さは異なる

が原子炉の水位は徐々に上昇することになる。 

この状態で原子炉建物原子炉棟４階にて原子炉圧力容器開

放に向けた作業を実施していることも考えるため，コンクリー

トハッチ及び原子炉格納容器蓋の遮蔽に期待しない場合の現

場線量率の評価が必要である。 

 

② 原子炉圧力容器蓋取り外し（図１中の４） 

  原子炉圧力容器蓋開放時はフランジ下0.5m程度まで原子炉

の水位を上昇させた後，開放作業を実施する。この際，原子

炉の水位上昇により炉心燃料及び上部格子板からの放射線の

影響は非常に小さくなる。また，原子炉の保有水量が多くな

るため，100℃に至るまでの時間はさらに長くなる（約 1.2 時

間程度）。 

   

仮に原子炉圧力容器蓋を取り外し中に全交流動力電源喪失

事象等が発生した際を考えても，原子炉圧力容器蓋を完全に

移動させていなければ，その遮蔽に期待できる。 

   

また，原子炉圧力容器蓋を取り外した後の状態にて後述す

る全交流動力電源喪失事象の水位低下（フランジ付近から約

1.1m 低下）を仮定した場合も，原子炉水位がフランジよりさ

らに高い水位である可能性があること，炉心燃料及び上部格

子板からの放射線影響は後述する原子炉冷却材の流出の原子

炉水位と線量率の関係（5.3 原子炉冷却材の流出 第 5.3.2-2

図）に包絡できることから，必要な遮蔽の目安とした 10mSv/h

を超えることはない。 

なお，蒸気乾燥器及び気水分離器からの放射線影響におい

ても線源強度が大きくないこと，約 1.1m の水位低下により露

出する蒸気乾燥器は通常作業でも気中移動させる設備である

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 「全交流動力電源喪

失」において，島根２

号炉は，原子炉水位が

低下した後に原子炉注

水を開始する。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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これらを考慮しても必要な遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要で

ある（上記の①-2 での評価に包絡）。 

 

③ 蒸気乾燥器取り外し（図１中の 6）及び④水分離器取り外し（図

１中の 7） 

蒸気乾燥器の取り出しに併せ,水位を上昇させていく状態であ

り，崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失事象が発生した

場合においても,沸騰開始及び水位低下まで十分に時間余裕があ

るため，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

 

 

 

4.放射線の遮蔽維持に必要な水位 

放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h）は, 3．

の検討を踏まえ，「①-2 コンクリートハッチ取り外し，原子炉格

納容器蓋取り外し（図１中の 2，3・4）」の状態を想定して評価を

行った。 

線量率の算出は，「添付資料 4.1.2｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の

使用済燃料からの線量率｣の算出について」と同様に QAD-CGGP2R 

コードを用いて計算し, 評価条件は以下に示すものを用いた。 

 

なお，評価点は燃料交換機床※とした。 

※原子炉停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失

時の事故対応で原子炉建屋オペレーティングフロア等の現場

作業は不要であるため，作業員の退避を想定して評価点を設定

した。コンクリートハッチ取り外し及び原子炉格納容器蓋取り

外し作業時において作業員は天井クレーン操作室等にいるこ

とが考えられるため，より線源に近い燃料交換機床（原子炉建

屋オペレーティングフロアの床付近）を代表としている。なお，

停止作業中においては作業員が原子炉格納容器内（D/W 含む）

に入って作業することも考えられるが，これらの作業は停止直

後に実施しないこと，炉心燃料からの放射線は遮蔽物（原子炉

圧力容器，シュラウド，生体遮蔽（原子炉遮蔽壁）等）により

減衰されること，原子炉建屋オペレーティングフロアと同様に

とから，これらの設備からの放射線影響はほとんどない。 

以上より，この状態における放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

 

③蒸気乾燥器取外し（第 1図中の 6）及び④気水分離器取外し（第

1図中の 7） 

蒸気乾燥器の取出しに合わせ，原子炉水位を上昇させていく

状態であり，②の状態から更に保有水量が多くなるため，沸騰

開始までの時間余裕は②に比べて更に長くなる。このため，こ

の状態における放射線の遮蔽の評価は，上記の①-2 の評価に包

絡される。 

以上より，この状態における放射線の遮蔽の評価は不要であ

る。 

 

4. 放射線の遮蔽維持に必要な水位 

放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv／h）は，

3.での検討を踏まえ，「①-2 コンクリートハッチ取外し及び

格納容器蓋取外し（第 1図中の 2・3，4）」の状態を想定して評

価を行った。 

線量率の算出は，「添付資料 4.1.3「水遮蔽厚に対する貯蔵中

の使用済燃料からの線量率」の算出について」と同様にＱＡＤ

－ＣＧＧＰ２Ｒコード（Ver1.04）を用いて計算し，評価に用

いた条件は以下に示すものを用いた。 

評価点は燃料取替機床上※とした。 

※ 運転停止中の崩壊熱除去機能喪失時及び全交流動力電

源喪失時の事故対応で原子炉建屋原子炉棟6階での操作

を必ず必要な作業としていないため，線源に近い燃料取

替機床上を代表としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことから，これらを考慮しても必要な遮蔽は維持される。 

以上より，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽の評価は不

要である。（上記の①-2での評価に包絡）。 

 

③ 蒸気乾燥器取り外し（図１中の５）及び④気水分離器取り外

し（図１中の６） 

  蒸気乾燥器の取り外しに併せ，水位を上昇させていく状態

であり，崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失事象が

発生した場合においても，沸騰開始及び水位低下までに十分

に時間余裕があるため，原子炉水位低下に伴う放射線の遮蔽

の評価は不要である。 

 

 

 

４.放射線の遮蔽維持に必要な水位 

  放射線の遮蔽維持に必要な水位（目安と考える 10mSv/h）は，

３．の検討を踏まえ，「①-2 コンクリートハッチ取り外し，

原子炉格納容器蓋取り外し(図１中の２，３）」の状態を想定

して評価を行った。 

  線量率の算出は，「添付資料 4.1.2「水遮蔽厚に対する貯蔵

中の燃料等からの線量率」の評価について」と同様にＱＡＤ-

ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて計算し，評価条件は以下に示す

ものを用いた。 

  なお，評価点は燃料取替機台車床※とした。 

※ 原子炉停止中の崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源

喪失時の作業員の退避を想定して評価点を設定した。コ

ンクリートハッチ取り外し及び原子炉格納容器蓋取り外

し作業時において作業員は天井クレーン操作室等にいる

ことが考えられるため，より線源に近い燃料取替機台車

床を代表としている。なお，停止作業中においては作業

員が原子炉格納容器内（Ｄ／Ｗ含む）に入って作業する

ことも考えられるが，炉心燃料からの放射線は遮蔽物（原

子炉圧力容器，シュラウド，生体遮蔽（原子炉遮蔽壁）

等）により減衰されること，原子炉建物原子炉棟４階と

同様に事故時に作業員が退避することから，作業員の退

避に関する被ばく影響は本評価に包絡される。 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7・東海第二】 
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事故後に作業員が退避することから，作業員の退避に関する被

ばく影響は本評価に包絡される。 

 

（１） 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度 

放射線源として燃料,上部格子板,気水分離器及び蒸気乾燥器

をモデル化した。 

a.炉心燃料 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源（炉心の全てに燃料がある状態） 

○ 燃料有効長（mm）： 

○ ガンマ線エネルギ:評価に使用するガンマ線は，エネルギ

18 群(ORIGEN 群構造) 

○ 線源材質:燃料及び水 (密度     g/cm3) 

○ 線源強度は，以下の条件で ORIGEN2 コードを使用して算

出 

 

 

 

 

 

 

 

 

・燃料照射期間：1264 日(燃焼度 33GWd/t 相当の値) 

・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型(低 Gd) 

・濃縮度：     (wt%) 

・U 重量：燃料一体あたり     (kg) 

・停止後の期間※：停止後 12 時間(原子炉未開放状態での実

績を考慮して設定した値を設定) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度 

放射線源として燃料，上部格子坂，シュラウドヘッド及び

蒸気乾燥器をモデル化した。 

ａ．炉心燃料 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：炉心の全てに燃料がある状態 

○燃料有効長：約 3.7m 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，エネルギ 5群 

 

○線源材質：燃料及び水（密度    g／cm３） 

○線源強度：文献値※１に記載のエネルギ当たりの線源強

度を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積当たりの線源強

度を式①で算出 

   

  

このときの線源条件は以下となる。なお，使用してい

る文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114 年）と，

東海第二発電所の実績を包絡した条件で評価されて

おり，東海第二発電所に関する本評価においても適用

可能である。 

・燃料照射期間：10６時間 

 

 

 

・原子炉停止後の期間：停止 12 時間※２（原子炉未開

放状態での実績を考慮して設定した値） 

・燃料集合体当たりの熱出力：4.31MW／体（９×９燃

料（Ａ型）） 

・燃料集合体体積：約 7.2E＋04cm３（９×９燃料（Ａ

型）） 

※1 Blizard E.P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR 

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B,SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS,New 

 

 

 

（１）炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度 

  放射線源として燃料，上部格子板，気水分離器及び蒸気乾燥

器をモデル化した。 

 a.炉心燃料 

  評価条件を以下に示す。 

  ○ 線源形状：円柱線源（炉心のすべてに燃料がある状態） 

  ○ 燃料棒有効長（mm）：  

  ○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，エネル

ギ５群 

  ○ 線源材質：燃料及び水（密度：  g/cm3） 

  ○ 線源強度：文献値※１に記載のエネルギあたりの線源強度

を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積あたりの

線源強度を式①で算出 

 

このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使用

している文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114 年）と，

島根２号炉の実績を包絡した条件で評価されており，島

根２号炉に関する本評価においても適用可能である。 

 

・燃料照射期間：106時間（無限照射） 

 

 

 

・原子炉停止後の期間※２：停止後 12時間（原子炉未開放

状態での実績を考慮して設定した値） 

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃料（Ａ

型）） 

・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ型）） 

 

※ １  Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR 

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B, SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, London, 1962” 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料

照射実績を包絡する値

として，文献値（無限

照射）を用いている。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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燃料集合体体積各群のエネルギ

出力燃料集合体当たりの熱文献に記載の線源強度
＝線源強度
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※ 停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示してい

る。通常停止操作において原子炉の出力は全制御棒全挿

入完了及び発電機解列以前から徐々に低下させるが、線

源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬

時に出力を低下させる保守的な評価条件となっている。 

 

 

 

 

線量率評価モデルを図 3 に示す。また，評価により求めた線源

強度を表 1 に示す。 

 

図 3 燃料の線量率評価モデル 

 

 

 

York,London,1962” 

※2 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子

炉の出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解

列以前から徐々に低下させるが，線源強度評価

は崩壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時

に出力を低下させる保守的な計算条件となっ

ている。 

 

○計算モデル：円柱線源 

線量率計算モデルを第 3図に示す。また，式①で算

出した体積当たりの線源強度を第 1表に示す。 

 

第 3 図 燃料の線量率計算モデル 

 

※２ 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示

している。通常停止操作において原子炉の出力は全制

御棒全挿入完了及び発電機解列以前から徐々に低下さ

せるが，線源強度評価は崩壊熱評価と同様にスクラム

のような瞬時に出力を低下させる保守的な評価条件と

なっている。 

  

 

 ○ 評価モデル：円柱線源 

線量率評価モデルを図３に示す。また，式①で算出した体

積あたりの線源強度を表１に示す。 

 

 

図３ 燃料の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表 1 燃料の線源強度 

 

 

 

 

第 1 表 燃料の線源強度 

エネルギ 

（MeV） 

線源強度 

（γ・cm－３・s－１） 

1.0 9.6E+11 

2.0 1.6E+11 

3.0 4.6E+09 

4.0 7.2E+07 

5.0 1.9E+07 

 

 

 

 

 

 

表１ 燃料の線源強度 

ガンマ線 

エネルギ（MeV） 

線源強度 

（cm-3・s-1） 

1.0 9.8×1011 

2.0 1.6×1011 

3.0 4.7×109 

4.0 7.3×107 

5.0 2.0×107 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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b. 上部格子板 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

○ 線源の高さ（mm）： 

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 60Co 

を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※) 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

○ 線源強度は，機器表面の実測値（    Sv/h）より

2.1×109(Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図４に示す。 

 

 

図４ 上部格子板の線量率評価モデル 

 

ｂ．上部格子板 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ：約0.4m 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ

－60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※） 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小

となる 100℃の値を採用 

○線源強度：機器表面の実測値（    Sv／h）より7.3E

＋09Bq／cm３と算出した。 

線量計算モデルを第 4図に示す。 

 

 

第 4 図 上部格子板の線量率計算モデル 

 

b.上部格子板 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

  ○ 線源の高さ（mm）：

  ○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Co を想定して 1.5MeV 

  ○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※） 

  ※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

  ○ 線源強度は，機器表面の実測値（  Sv/h）より 8.7

×109 Bq/cm3と算出 

線量率評価モデルを図４に示す。 

 

                           

図４ 上部格子板の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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c. 気水分離器 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

○ 線源の高さ（mm）： 

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 

60Co を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※) 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

○ 線源強度は，機器表面の実測値（    Sv/h）より

5.2×105(Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図５に示す。 

 

 

 

 

 

図５ 気水分離器の線量率評価モデル 

 

 

ｃ．シュラウドヘッド 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ：約5.2m※１ 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ

－60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※２） 

※2 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小

となる 100℃の値を採用 

○線源強度：機器表面の実測値（    Sv／h）※１より6.7E

＋05Bq／cm３と算出した。 

線量計算モデルを第 5図に示す。 

※1 シュラウドヘッドの線量率の計算モデルでは，

気水分離器を線源に含めたモデルとしており，

機器表面の実測値についても気水分離器からの

寄与を含んでいる。 

 

第 5 図 シュラウドヘッドの線量率計算モデル 

 

c.気水分離器 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

  ○ 線源の高さ（mm）：

  ○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Co を想定して 1.5MeV 

  ○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※） 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

  ○ 線源強度は，機器表面の実測値（  mSv/h）より 1.3×

106 Bq/cm3と算出 

線量率評価モデルを図５に示す。 

 

 

 

図５ 気水分離器の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 

5.1-56



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

d. 蒸気乾燥器 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

○ 線源の高さ（mm）： 

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種 

60Co を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※) 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

○ 線源強度は，機器表面の実測値（    Sv/h）より

2.3×105(Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図６に示す。 

 

 

図６ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル 

 

ｄ．蒸気乾燥器 

計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ：約5.5m 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ

－60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※） 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小

となる 100℃の値を採用 

○線源強度：機器表面の実測値（   Sv／h）より2.7E

＋05Bq／cm３と算出した。 

線量計算モデルを第 6図に示す。 

 

第 6 図 蒸気乾燥器の線量率計算モデル 

 

d.蒸気乾燥器 

  評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

  ○ 線源の高さ（mm）：  

  ○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要核種

60Co を想定して 1.5MeV 

  ○ 線源材質：水と同等（密度：0.958g/cm3※） 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小となる

100℃の値を採用 

  ○ 線源強度は，機器表面の実測値（  mSv/h）より 1.3×

106 Bq/cm3と算出 

線量率評価モデルを図６に示す。 

                      

図６ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 
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（２） 遮蔽物の評価モデル 

原子炉圧力容器内の原子炉冷却材以外に放射線を遮蔽する構造

物として，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器をモデル

化した。なお，蒸気乾燥器及び気水分離器は構造が複雑であり，

放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするとストリーミング（放

射線漏れ）の影響により非保守的な評価となるため，線源を覆う

ような構造物のみ遮蔽物として考慮した。 

 

a. 原子炉圧力容器蓋 

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状 ：円柱線源としてモデル化 

○ 遮蔽物の厚さ（mm）：   （圧力容器蓋の最薄部厚さ） 

○ 線源材質 ：   平板(密度   g/cm3) ※ 

※圧力容器鋼板     の密度は，同等である  で代

表した 

線量率評価モデル(遮蔽)を図 3～7 に示す。 

 

 

 

図 7 原子炉圧力容器蓋の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

(2) 遮蔽物の評価モデル 

原子炉内の冷却材以外に放射線を遮蔽する構造物として，

原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器，シュラウドヘッドをモデル

化した。なお，蒸気乾燥器及びシュラウドヘッドは構造が複

雑であり，放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするストリ

ーミング（放射線漏れ）の影響により非保守的な評価となる

ため，線源を覆うような構造物のみ遮蔽物として考慮した。 

 

ａ. 原子炉圧力容器蓋 

 

遮蔽物形状 ：円柱遮蔽物としてモデル化 

遮蔽物の高さ：    mm（圧力容器蓋の最薄部厚さ） 

線源材料  ：      平板（密度     g／cm３）※ 

※ 原子炉圧力容器鋼板     の密度は，同等である

で代表した 

線量率計算モデル（遮蔽）を第 3～6図に示す。 

 

（２）遮蔽物の評価モデル 

  原子炉圧力容器内の原子炉冷却材以外に放射線を遮蔽する構

造物として，原子炉圧力容器蓋，蒸気乾燥器，気水分離器をモ

デル化した。なお，蒸気乾燥器及び気水分離器は構造が複雑で

あり，放射線の遮蔽物を平均化したモデルとするとストリーミ

ング（放射線漏れ）の影響により非保守的な評価となるため，

線源を覆うような構造物のみ遮蔽物として考慮した。 

 

a.原子炉圧力容器蓋 

評価条件を以下に示す。 

  ○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化 

  ○ 遮蔽物の高さ（mm）： （圧力容器蓋の最薄部厚さ） 

  ○ 遮蔽物材質：  平板（密度：  g/cm3）※ 

    ※ 原子炉圧力容器鋼板（ の密度は，同等である 

で代表した 

  線量率評価モデル（遮蔽）を図３～７に示す。  

 

 

図７ 原子炉圧力容器蓋の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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b. 蒸気乾燥器 

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状 ：円柱線源としてモデル化 

○ 遮蔽物の厚さ（mm）：  （フード部の最薄部厚さ） 

○ 線源材質 ：    平板(密度   g/cm3) ※ 

※蒸気乾燥器の材質      の密度は，同等である  

で代表した 

線量率評価モデル(遮蔽)を図 3～5 及び 8 に示す。 

 

 

図 8 蒸気乾燥器の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

ｂ. 蒸気乾燥器 

 

遮蔽物形状 ：円柱遮蔽物としてモデル化 

遮蔽物の高さ：  mm（フード部の最薄部厚さ） 

線源材料  ：    平板（密度   g／cm３）※ 

※ 蒸気乾燥器の材質     の密度は，同等である 

で代表した 

 線量率計算モデル（遮蔽）を第 3～5図に示す。 

 

 

 

 

 

 

b.蒸気乾燥器 

評価条件を以下に示す。 

  ○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化 

  ○ 遮蔽物の高さ（mm）： （フード部の最薄部厚さ） 

  ○ 遮蔽物材質：  平板（密度：  g/cm3）※ 

※ 蒸気乾燥器の材質（ の密度は，同等である 

で代表した 

  線量率評価モデル（遮蔽）を図３～５及び８に示す。 

 

 
図８ 蒸気乾燥器の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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c. 気水分離器 

評価条件を以下に示す。 

○ 遮蔽物形状 ：円柱線源としてモデル化 

○ 遮蔽物の厚さ（mm）：  （シュラウドヘッドの厚さ（ベーン

スワラによる遮蔽も考慮）） 

 

○ 線源材質 ：    平板(密度   g/cm3) ※ 

※気水分離器の材質     の密度は，同等である  

で代表した 

線量率評価モデル(遮蔽)を図 3,4 及び 9 に示す。 

 

図 9 気水分離器の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

 

 

 

 

（３） 現場の線量率の評価結果 

（１），（２）の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量率

の関係を図 10 に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv/h

※）は以下の仮定のもとで「有効燃料棒頂部の約 2.0m 上」と求め

た。 

※必要な遮蔽の目安は緊急作業時の被ばく限度(100mSv)と比べ，

十分余裕のある値（10mSv/h）とする。 

 

ｃ. シュラウドヘッド 

 

遮蔽物形状 ：円柱遮蔽物としてモデル化 

遮蔽物の高さ：   ㎜（シュラウドヘッドの厚さ（スワ

ラによる遮蔽も考慮）） 

 

線源材質  ：    平板（密度  g／cm３）※ 

※ シュラウドヘッドの材質    の密度は，同等であ

る      で代表した 

 線量率計算モデル（遮蔽）を第 3，4図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 現場の線量率の評価結果 

(1)，(2)の条件を用いて評価した現場の線量率と原子炉水位

の関係を第 7図に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える 10mSv

／h）は，「燃料有効長頂部の約 1.7m 上」とした。 

 

c.気水分離器 

評価条件を以下に示す。 

  ○ 遮蔽物形状：円柱遮蔽物としてモデル化 

  ○ 遮蔽物の高さ（mm）： （シュラウドヘッドの厚さ（気

水分離器スワラーによる遮蔽も考

慮）） 

  ○ 遮蔽物材質：  平板（密度：  g/cm3）※ 

※ 気水分離器の材質（ の密度は，同等である 

で代表した 

  線量率評価モデル（遮蔽）を図３，４及び９に示す。 

 

図９ 気水分離器の線量率評価モデル（遮蔽） 

 

 

 

（３）現場の線量率の評価結果 

  (１)，(２)の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量

率の関係を図 10 に示す。 

グラフより必要な遮蔽を確保できる水位（目安と考える

10mSv/h）は以下の仮定のもとで「燃料棒有効長頂部の約 1.8m

上」と求めた。 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図 10 原子炉水位と炉心燃料及び上部格子板からの線量率 

 

 

 

 

第 7図 原子炉水位と線量率 

 

 

 

図 10 原子炉水位と炉心燃料及び上部格子板等からの線量率 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（４） 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時の事故発生時

から放射線の遮蔽維持に必要な水位到達までの時間を, 「添付資

料 5.1.1」の 1. 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制

効果を考慮しない計算を用いて求めた。 

計算は後述する「添付資料 5.1.7」の評価条件の不確かさを踏

まえ，原子炉停止後 12 時間後と 1 日後の２ケースを実施した。 

 

評価条件及び評価結果を表２に示す。 

評価結果より，原子炉停止 1 日後においては崩壊熱除去機能喪

失時の注水までの想定時間 2 時間，全交流動力電源喪失時の注水

までの想定時間約 2.5 時間（145 分）に対して十分であることが

確認された。 

 

 

 

また，原子炉停止後 12 時間後においては，上述の保守的な計

算方法を用いた場合，現場の線量率が目安と考える 10mSv/h を約

2.0 時間後に超えることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失から放射線

の遮蔽維持に必要な水位到達までの時間を，「添付資料

5.1.3」の計算を用いて求めた。 

 

計算は後述する「添付資料 5.1.8」の評価条件の不確かさ

を踏まえ，原子炉停止から 12 時間後と 1 日後の 2 ケースを

実施した。 

算出条件及び算出結果を第 2表に示す。 

その結果，原子炉停止 1日後における必要な遮蔽を確保で

きる水位到達までの時間余裕は，崩壊熱除去機能喪失時の注

水開始までの時間（2時間），全交流動力電源喪失時の注水準

備完了までの時間（25 分）に対して十分な余裕があることを

確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕 

 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時の事故発生

時から放射線の遮蔽維持に必要な水位到達までの時間を，「添

付資料 5.1.1 1．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の

抑制効果を考慮しない計算」を用いて求めた。 

 計算は後述する「添付資料 5.1.7」の評価条件の不確かさを

踏まえ，原子炉停止後 12 時間後と１日後の２ケースを実施し

た。 

 評価条件及び評価結果を表２に示す。 

 評価結果より，原子炉停止 12 時間後及び原子炉停止１日後

においては崩壊熱除去機能喪失時の注水までの想定時間であ

る事象発生から２時間後，全交流動力電源喪失時の注水までの

想定時間である事象発生から２時間後に対して十分であるこ

とが確認された。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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表２ 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕の評

価条件と結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.事故時の退避について 

事故発生時の原子炉建屋オペレーティングフロア又は原子炉

格納容器内にいる現場作業員の退避について確認した。 

事象発生時，当直長のページングによる退避指示，又は現場の

状況変化により，作業員は異常状態を認知し，1 時間以内に原子

炉建屋オペレーティングフロア又は原子炉格納容器内より退避

する。 

 

 

 

第2表 必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕の 

算出条件及び算出結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 事故時の退避について 

事故発生時の現場作業員の退避について確認した。 

 

事象発生時，作業員は，当直発電長の送受話器（ページング）

による退避指示により現場からの退避を開始し，全ての現場作

業員の退避が完了するまでの時間は，1時間程度である。 

また，運転員は作業員の退避が完了したことを確認し，逃が

し安全弁の開操作を開始する。 

 

 

表２ 必要な遮蔽を確保できる最低水位到達までの時間余裕の

評価条件と結果 

原子炉停

止後の時

間 

原子炉

初期水

温（℃） 

崩壊熱 

（kW） 

必要な遮

蔽を確保

できる水

位到達ま

での時間

余裕※1 

燃料棒有

効長頂部

到達まで

の時間余

裕 

残留熱除

去機能喪

失時の注

水までの

想定時間 

全交流動

力電源喪

失時の注

水までの

想定時間 

12 時間 

（不確か

さで確認

するケー

ス） 

100 1.67×104 
約 2.7 時

間 

約 4.2 時

間 
２時間 ２時間 

24 時間 

（有効性

評価で確

認するケ

ース） 

52 1.40×104 
約 4.3 時

間 

約 6.1 時

間 
２時間 ２時間 

※１ 「添付資料 5.1.1 2.原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸

発の抑制効果を考慮した計算」に示すように，原子炉の減圧

操作実施までは，発生した崩壊熱の多くが飽和水の顕熱とし

て吸収されるため，必要な遮蔽を確保できる水位到達までの

時間余裕はさらに長くなる（原子炉停止 12 時間後でも４時

間以上の時間余裕がある）。 

 

５.事故時の退避について 

事故発生時の原子炉建物原子炉棟４階又は原子炉格納容器内

にいる現場作業員の退避について確認した。 

事象発生時，当直長のページングによる退避指示，又は現場の

状況変化により，現場作業員は異常状態を認知し，２時間以内に

原子炉建物原子炉棟４階又は原子炉格納容器内より退避する。 

また，運転員は現場作業員の退避が完了したことを確認し，逃

がし安全弁（自動減圧機能付き）の開操作を開始する。 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の現場作

業員の退避時間を考慮

した評価結果。 
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全交流動力電源喪失により現場の照明設備が消灯することも考

えられるが，作業員はヘッドライト等のバッテリー式の照明を保

有しており，線量が上昇する前（4．より最短約 2 時間）の退避

が十分可能である。 

なお，作業者の避難が必要な場合は，避難指示及び立ち入り制

限が実施されるため, 作業者は緊急作業を除き現場の安全性が

確認される前に再入域することはない。 

復旧に際しては放射能汚染等を確認し、現場の安全性が確認さ

れた後実施する。 

 

6.原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系の設計として，作動には 1.03MPa[gage]以

上の原子炉圧力を必要としており，原子炉停止時の初期圧力は大

気圧程度まで低下しているため,評価において原子炉隔離時冷却

系による注水に期待していない。ただし，有効性評価で想定して

いるような原子炉未開放状態において事象進展とともに原子炉

の圧力が上昇し，原子炉隔離時冷却系による注水が可能となるこ

とが考えられる。なお，原子炉隔離時冷却系の点検の準備として

弁の電源等に隔離操作（アイソレーション）を実施していること

も考えられるが，これらの事故時に原子炉隔離時冷却系での注水

を必要とした際は運転員がただちに復旧を実施することが可能

であるため，原子炉隔離時冷却系の使用の問題とならない。 

 

7.まとめ 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時で想定する原

子炉停止１日後において，必要な遮蔽を確保できる水位を下回る

ことはない。 

 

 

また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12 時間後の

状態を想定した場合でも，現場の作業員の退避を考慮すると 4.

で評価した必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕で

ある２時間に比べ十分時間がある。さらに，これらの時間余裕は

「添付資料 5.1.1 ２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の

 

 

 

 

 

 

一旦避難指示が出ると管理区域内への入域制限が実施され

るため，作業員は緊急作業を除き現場の安全性が確認される前

に再入域することはない。 

（添付資料 5.1.5） 

 

 

6. 原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系（以下「ＲＣＩＣ」という。）の設計と

して，作動には約 1.04MPa[gage]以上の原子炉圧力を必要とし

ており，停止時の原子炉の初期圧力は大気圧程度まで低下して

いるため，評価においてＲＣＩＣによる注水に期待していな

い。ただし，有効性評価で想定しているような原子炉未開放状

態において事象進展とともに原子炉の圧力が上昇し，ＲＣＩＣ

による注水が可能となることが考えられる。なお，ＲＣＩＣの

点検の準備として弁の電源等に隔離操作を実施していること

も考えられるが，これらの事故時にＲＣＩＣでの注水を必要と

した際は，運転員がただちに復旧を実施することが可能である

ため，ＲＣＩＣの使用の問題とならない。 

 

7. まとめ 

崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失で想定する原

子炉停止 1日後において，必要な遮蔽を確保できる水位到達ま

での時間余裕は，崩壊熱除去機能喪失時の注水開始までの時間

（2 時間），全交流動力電源喪失時の注水準備完了までの時間

（25分）に対して十分な余裕があることを確認した。 

また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12 時間後，

原子炉初期水温 100℃の状態を想定した場合でも，ＰＯＳ－Ａ

に比べて約 1.7 時間短くなるものの，放射線の遮蔽に必要な水

位は維持される。 

 

 

 

全交流動力電源喪失により現場の照明設備が消灯することも考

えられるが，現場作業員はヘッドライト等のバッテリー式の照明

を保有しており，線量が上昇する前（4．より事象発生から最短

約 2.7 時間）の退避が十分可能である。 

なお，作業者の避難が必要な場合は，避難指示及び立ち入り制

限が実施されるため，作業者は緊急作業を除き現場の安全性が確

認される前に再入域することはない。 

復旧に際しては放射線汚染等を確認し，現場の安全性が確認さ

れた後実施する。 

 

６.原子炉隔離時冷却系による注水について 

原子炉隔離時冷却系の設計として，作動には 0.74MPa[gage]以

上の原子炉圧力を必要としており，原子炉停止時の初期圧力は大

気圧程度まで低下しているため，評価において原子炉隔離時冷却

系による注水に期待していない。ただし，有効性評価で想定して

いるような原子炉未開放状態において事象進展とともに原子炉

の圧力が上昇し，原子炉隔離時冷却系による注水が可能となるこ

とが考えられる。なお，原子炉隔離時冷却系の点検の準備として

弁の電源等に隔離操作（アイソレーション）を実施していること

も考えられるが，これらの事故時に原子炉隔離時冷却系での注水

を必要とした際は運転員がただちに復旧を実施することが可能

であるため，原子炉隔離時冷却系の使用の問題とならない。 

 

７.まとめ 

 崩壊熱除去機能喪失及び全交流動力電源喪失時で想定する原

子炉停止１日後において，必要な遮蔽を確保できる水位を下回る

ことはない。 

  

 

また，評価条件の不確かさを考慮して原子炉停止 12 時間後，原

子炉初期水温 100℃の状態を想定した場合でも，４．で評価した

必要な遮蔽を確保できる水位到達までの時間余裕である約2.7時

間に比べ十分時間がある。さらに，これらの時間余裕は「添付資

料 5.1.1 ２．原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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抑制効果を考慮した計算」のとおり，原子炉圧力上昇による原子

炉冷却材蒸発の抑制効果を考慮することでさらに長くなる。 

以上より，運転員及び作業員が現場にいる間，放射線の遮蔽は

維持される。 

 

を考慮した計算」のとおり，原子炉圧力上昇による原子炉冷却材

蒸発の抑制効果を考慮することでさらに長くなる。 

 以上より，運転員及び作業員が現場にいる間，放射線の遮蔽は

維持される。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.1.7〕 
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添付資料 5.1.9 

 

7 日間における燃料の対応について 

（運転停止中 崩壊熱除去機能喪失） 

 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

 

添付資料 5.1.8 

 

７日間における燃料の対応について 

（運転停止中（崩壊熱除去機能喪失）） 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 5.2 全交流動力電源喪失〕 
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5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，①「外部電源喪失＋直流電源喪失＋崩壊

熱除去・注水系失敗」及び②「外部電源喪失＋交流電源喪失

＋崩壊熱除去・注水系失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原

子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失することにより，

原子炉の注水機能及び除熱機能が喪失することを想定する。

このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発すること

から，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下に

より燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，常設代替交流電源設備による電源供給，低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによって，

燃料損傷の防止を図る。また，代替原子炉補機冷却系を介し

た残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による最終的な

熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱す

る。 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた対策と

5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，①「外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊

熱除去・炉心冷却失敗」及び②「外部電源喪失＋直流電源失

敗＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原

子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失することにより，

原子炉の注水機能及び除熱機能が喪失することを想定する。

このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発すること

から，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下に

より燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，常設代替交流電源設備による電源供給，低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによって，

燃料損傷の防止を図る。また，緊急用海水系を用いた残留熱

除去系（原子炉停止時冷却系）による最終的な熱の逃がし場

へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた対策と

5.2 全交流動力電源喪失 

5.2.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源喪失」及び「外

部電源喪失＋直流電源喪失」である。 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原

子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失することにより，

原子炉の注水機能及び除熱機能が喪失することを想定する。

このため，燃料の崩壊熱により原子炉冷却材が蒸発すること

から，緩和措置がとられない場合には，原子炉水位の低下に

より燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，全交流動力電源が喪失した

ことによって燃料損傷に至る事故シーケンスグループであ

る。このため，運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対

策の有効性評価には，全交流動力電源に対する重大事故等対

処設備に期待することが考えられる。 

したがって，本事故シーケンスグループでは，運転員が異

常を認知して，常設代替交流電源設備による電源供給，低圧

原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによ

って，燃料損傷の防止を図る。また，原子炉補機代替冷却系

を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による最

終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を

除熱する。 

(3) 燃料損傷防止対策

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，初期の対策として常設代替交

流電源設備による給電手段，低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水手段を整備する。また，安定状態に向けた

・評価条件の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

ＰＲＡで考慮する設

備の相違により，イベン

トツリーに相違が生じ

ている。 

・設備設計の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系の補機冷却系と

して原子炉補機代替冷

却系を整備している。  

（以降，同様な相違につ

いては記載省略） 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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して代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子

炉除熱手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第5.2.1 

図及び第 5.2.2 図に，手順の概要を第 5.2.3 図に示すととも

に，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等

対策における設備と操作手順の関係を第 5.2.1 表に示す。 

 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，事象発生 10 時間までの 6 号及び 7 号炉同時の重大

事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時

対策要員で構成され，合計 16名である。その内訳は次のとお

りである。中央制御室の運転員は，当直長 1 名（6 号及び 7 号

炉兼任），当直副長 2名，運転操作対応を行う運転員 6名であ

る。発電所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行

う緊急時対策本部要員は 5 名，緊急時対策要員（現場）は 2

名である。 

また，事象発生 10 時間以降に追加で必要な要員は代替原

子炉補機冷却系作業を行うための参集要員 26 名である。必

要な要員と作業項目について第 5.2.4 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，16 名で対処可能である。 

 

 

 

 

ａ．全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による崩壊熱

除去機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

して緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系）による原子炉除熱手段を整備する。これらの対策の概略

系統図を第 5.2－1図に，手順の概要を第 5.2－2 図に示すと

ともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事

故等対策における設備と操作手順の関係を第 5.2－1 表に示

す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員（初

動）20 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室

の運転員は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名及び運転操

作対応を行う当直運転員 3 名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は 4 名及び現場操作

を行う重大事故等対応要員は 11 名である。必要な要員と作

業項目について第 5.2－3 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，20 名で対処可能である。 

 

 

 

 

ａ．全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止による崩壊熱除去

機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止による崩

対策として原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱手段を整備する。

これらの対策の概略系統図を第 5.2.1－1(1)図及び第 5.2.1

－1 (2)図に，手順の概要を第 5.2.1－2 図に示すとともに，

重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策

における設備と操作手順の関係を第 5.2.1－1 表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転

員及び緊急時対策要員で構成され，合計 29 名である。その内

訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，

当直副長１名，運転操作対応を行う運転員３名である。発電

所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時

対策本部要員は５名，緊急時対策要員（現場）は 19 名である。

必要な要員と作業項目について第 5.2.1－3図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，29 名で対処可能である。 

 

 

 

 

ａ. 全交流動力電源喪失による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）停止確認 

原子炉の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱

除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止による崩壊熱

除去機能が喪失する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の 

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 29 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 運用及び設備の相違

に伴う，必要要員数の相

違。 
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る崩壊熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備

は，残留熱除去系系統流量である。 

 

ｂ．早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用デ

ィーゼル発電機の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断す

る。これにより，常設代替交流電源設備，代替原子炉補機

冷却系，低圧代替注水系（常設）の準備を開始する。 

 

ｃ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

り原子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇するこ

とから，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御

室からの遠隔操作により逃がし安全弁 1 個を開操作する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

る原子炉水温の上昇を確認するために必要な計装設備は，

原子炉圧力容器温度である。 

逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉圧力等である。 

 

 

ｄ．低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，中

央制御室からの遠隔操作により復水移送ポンプ1 台を手動

起動し，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始

する。これにより，原子炉水位が回復する。 

 

 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉水位及び復水補給水系流量

（RHR B 系代替注水流量）等である。 

 

 

 

 

壊熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備は，残

留熱除去系系統流量である。 

 

ｂ．早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用デ

ィーゼル発電機等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断す

る。これにより，常設代替交流電源設備及び低圧代替注水

系（常設）の準備を開始する。 

 

ｃ．逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態

維持 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止により原

子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇することか

ら，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御室か

らの遠隔操作により逃がし安全弁（自動減圧機能）1 個を

開操作する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転停止による原

子炉水温の上昇を確認するために必要な計装設備は，原子

炉圧力容器温度である。 

逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉の低圧状態

維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力等で

ある。 

 

ｄ．低圧代替注水系（常設）による原子炉注水 

中央制御室からの遠隔操作により常設代替交流電源設備

による緊急用母線への交流電源供給を開始する。また，常

設低圧代替注水系ポンプ 1 台を手動起動し，原子炉水位の

低下時は低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を実施

する。これにより，原子炉水位を通常運転水位付近に維持

する。 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を確認するた

めに必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域）及び低圧代

替注水系原子炉注水流量（常設ライン狭帯域用）等である。 

 

 

 

 

る崩壊熱除去機能喪失を確認するために必要な計装設備

は，残留熱除去ポンプ出口流量である。 

 

ｂ. 早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用デ

ィーゼル発電機等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）

の電源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断す

る。これにより，常設代替交流電源設備，原子炉補機代替

冷却系，低圧原子炉代替注水系（常設）の準備を開始する。 

 

ｃ．逃がし安全弁による原子炉の低圧状態維持 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

り原子炉水温が 100℃に到達し，原子炉圧力が上昇するこ

とから，原子炉圧力を低圧状態に維持するため，中央制御

室からの遠隔操作により逃がし安全弁（自動減圧機能付き）

１個を開操作する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転停止によ

る原子炉水温の上昇を確認するために必要な計装設備は，

原子炉圧力容器温度（ＳＡ）である。 

逃がし安全弁（自動減圧機能付き）による原子炉の低圧状

態維持を確認するために必要な計装設備は，原子炉圧力（Ｓ

Ａ），原子炉圧力等である。 

 

ｄ．低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備による交流電源供給を確認後，中

央制御室からの遠隔操作により低圧原子炉代替注水ポンプ

を手動起動し，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子

炉注水を開始する。これにより，原子炉水位が回復する。 

 

 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水を確認

するために必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域），代替

注水流量（常設）等である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

水位が低下した後に原

子炉注水を開始する。 

東海第二は，原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の準

備操作が完了するため，

蒸発量に応じた注水を

実施することにより，原
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ｅ．残留熱除去系(原子炉停止時冷却モード)運転による崩壊

熱除去機能回復 

代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系の準備が完

了後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）運転を再開する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転の再開を

確認するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器

入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁を全閉とし，原子

炉低圧状態の維持を停止する。 

 

 

ｅ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による崩壊熱

除去機能回復 

常設代替交流電源設備から非常用高圧母線への交流電源

供給の準備が完了後，中央制御室からの遠隔操作により緊

急用海水ポンプ 1 台を起動後，残留熱除去系（原子炉停止

時冷却系）運転を再開する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転の再開を確認

するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器入口

温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能）

による原子炉の低圧状態維持を停止するため，逃がし安全

弁（自動減圧機能）を全閉とする。 

 

 

 

ｅ．残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による崩

壊熱除去機能回復 

原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系の準備が完

了後，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（原

子炉停止時冷却モード）運転を再開する。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転の再開を

確認するために必要な計装設備は，残留熱除去系熱交換器

入口温度等である。 

崩壊熱除去機能回復後，逃がし安全弁（自動減圧機能付

き）を全閉とし，原子炉低圧状態の維持を停止する。 

子炉水位を通常運転水

位付近に維持。 

 

 

・運用及び設備設計の相

違 

【東海第二】 

島根２号炉は，残留熱

除去系の補機冷却系と

して原子炉補機代替冷

却系を整備している。 

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・

注水系失敗」である。 

なお，5.1「崩壊熱除去機能喪失」で考慮している事故シー

ケンス（「崩壊熱除去機能喪失（補機冷却系機能喪失[フロン

トライン]）＋崩壊熱除去・注水系失敗」及び「崩壊熱除去機

能喪失（代替除熱機能喪失[フロントライン]）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」）は，事象進展が同様なので併せて本重要事故シ

ーケンスにおいて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子

炉冷却材及び注水手段の多様性の観点から，「POS A PCV/RPV 

開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」が有効燃料棒頂部

の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保及び未臨界の

確保に対して，最も厳しい想定である。したがって，当該プ

ラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮した想定に

おいて評価項目を満足することを確認することにより，運転

停止中の他のプラント状態においても，評価項目を満足でき

る。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗」である。 

なお，「5.1.1 崩壊熱除去機能喪失」で考慮している事故シ

ーケンス（残留熱除去系の故障（ＲＨＲＳ喪失）＋崩壊熱除

去・炉心冷却失敗）は，事象進展が同様なので併せて本重要

事故シーケンスにおいて燃料損傷防止対策の有効性を確認す

る。 

 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子

炉冷却材及び注水手段の多様性の観点から，「ＰＯＳ－Ａ Ｐ

ＣＶ／ＲＰＶ開放及び原子炉ウェル満水への移行状態」が燃

料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維持される水位の確保

及び未臨界の確保に対して，最も厳しい想定である。したが

って，当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考

慮した想定において評価項目を満足することを確認すること

により，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項

目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

5.2.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「外部電源喪失＋交流電源喪失」である。 

 

なお，「5.1 崩壊熱除去機能喪失」で考慮している原子炉補

機冷却機能喪失により残留熱除去機能が喪失した場合につい

ては，事象進展が同様なので併せて本重要事故シーケンスに

おいて燃料損傷防止対策の有効性を確認する。 

 

 

本評価で想定するプラント状態においては，崩壊熱，原子

炉冷却材及び注水手段の多様性の観点から，「ＰＯＳ－Ａ 格

納容器及び原子炉圧力容器の開放並びに原子炉ウェル満水へ

の移行状態」が燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽が維

持される水位の確保及び未臨界の確保に対して，最も厳しい

想定である。したがって，当該プラント状態を基本とし，他

のプラント状態も考慮した想定において評価項目を満足する

ことを確認することにより，運転停止中の他のプラント状態

においても，評価項目を満足できる。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

ＰＲＡにより抽出さ

れる事故シーケンスの

相違。 
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評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.1,5.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.2.2 表に示す。また，主要な評価条件について，

本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS-5.1-1979 の式に

基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，

原子炉停止 1 日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱

は約 22MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約

37m3/h である。 

（添付資料 5.1.3） 

(c) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉初期水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※1。 

※1 実操作では低圧注水系の注水準備が完了した後で原

子炉減圧を実施することとなり，低圧代替注水系（常

設）の注水特性に応じて大気圧より高い圧力で注水が

開始されることとなる。大気圧より高い圧力下での原

子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と比べ小さくなるた

め，原子炉圧力が大気圧に維持されているとした評価

は保守的な条件となる。 

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.2－2 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉

圧力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水

量の観点から，未開放時の評価に包絡される。 

 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ＡＮＳＩ／ＡＮＳ－5.1－

1979 の式に基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積

もるために，原子炉停止 1 日後の崩壊熱を用いる。この

ときの崩壊熱は約 19MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約32m

３／h である。 

（添付資料 5.1.3，5.1.4） 

(c) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，

原子炉水温は 52℃とする。 

(d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※。 

※ 実操作では低圧代替注水系（常設）の注水準備が完了

した後で原子炉減圧を実施することとなり，低圧代替

注水系（常設）の注水特性に応じて大気圧より高い圧

力で注水が開始されることとなる。大気圧より高い圧

力下での原子炉冷却材の蒸発量は大気圧下と比べ小

さくなるため，原子炉圧力が大気圧に維持されている

とした評価は保守的な条件となる。 

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

（添付資料 5.1.1，5.1.2） 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.2.2－1 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の未開放時について評価する。原子炉圧

力容器の開放時については，燃料の崩壊熱及び保有水量の

観点から，未開放時の評価に包絡される。 

 

(b) 崩壊熱 

原子炉停止後の崩壊熱は，ANSI/ANS－5.1－1979 の式に

基づくものとし，また，崩壊熱を厳しく見積もるために，

原子炉停止１日後の崩壊熱を用いる。このときの崩壊熱

は約 14.0MW である。 

なお，崩壊熱に相当する原子炉冷却材の蒸発量は約

23m3/h である。 

（添付資料 5.1.3） 

  (c) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉水位は通常運転水位とし，また，原子

炉水温は52℃とする。 

  (d) 原子炉圧力 

原子炉の初期圧力は大気圧が維持されているものとす

る。また，事象発生後において，水位低下量を厳しく見

積もるために，原子炉圧力は大気圧に維持されているも

のとする※１。 

※１ 実操作では低圧原子炉代替注水系（常設）の注水準

備が完了した後で原子炉減圧を実施することとなり，

低圧原子炉代替注水系（常設）の注水特性に応じて大

気圧より高い圧力で注水が開始されることとなる。大

気圧より高い圧力下での原子炉冷却材の蒸発量は大

気圧下と比べ小さくなるため，原子炉圧力が大気圧に

維持されているとした評価は保守的な条件となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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b．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障

等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機の機能喪失を想定し，

全交流動力電源を喪失するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象と

して，外部電源を喪失するものとしている。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧代替注水系（常設） 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水流量は

150m3/h とする。 

 

 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統の故障等によって，外部電

源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定

し，全交流動力電源を喪失するものとする。 

 

 

 

 

また，残留熱除去系海水系の機能喪失を重畳させるも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象と

して，外部電源を喪失するものとしている。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧代替注水系（常設） 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水流量は，蒸

発量に応じた注水流量として 27m３／h とする。 

 

 

 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，送電系統又は所内主発電設備の故障

等によって，外部電源を喪失するものとする。 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

すべての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定

し，全交流動力電源を喪失するものとする。 

 

 

 

 

また，原子炉補機冷却系の機能喪失を重畳させるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。起因事象とし

て，外部電源を喪失するものとしている。 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 低圧原子炉代替注水系（常設） 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水流量

は 200m3/h とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，「5.1

崩壊熱除去機能喪失」で

考慮している原子炉補

機冷却機能喪失により

残留熱除去機能が喪失

した場合についても本

重要事故シーケンスに

おいて燃料損傷防止対

策の有効性を確認する

ために，原子炉補機冷却

系の機能喪失を重畳す

ることを明記している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価条件の相違 

【東海第二】 
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(b) 代替原子炉補機冷却系 

 

伝熱容量は約 23MW（原子炉冷却材温度 100℃，海水温

度 30℃において）とする。 

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器 1 基あたり約 8MW（原子炉冷却

材温度 52℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a)事象発生 145 分までに常設代替交流電源設備によって交

流電源の供給を開始する。 

 

(b)低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，事象

発生 145 分後から開始する。 

 

 

 

 

(c)残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は軸受等の冷

却が必要となるため，代替原子炉補機冷却系の準備が完

了する事象発生 20時間後から開始する。 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.2.5 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.2.6 図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能

が喪失することにより原子炉水温が上昇し，約 1 時間後に

沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低下し始める。常

設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始し，事象

(b) 緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却

系） 

伝熱容量は熱交換器 1 基当たり約 24MW（原子炉冷却材

温度 100℃，海水温度 32℃において）とする。 

 

 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 事象発生 21 分までに中央制御室からの遠隔操作により

常設代替交流電源設備によって交流電源の供給を開始

する。 

(b) 低圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備操作は事

象発生 25 分までに完了するが，原子炉注水操作は原子

炉水位が低下し始める約 1.1 時間後から開始する。 

 

 

 

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）は軸受等の冷却が

必要となるため，緊急用海水系の準備が完了する事象発

生 4 時間 10 分後から開始する。 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.2

－4 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.2－5 図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能

が喪失することにより原子炉水温が上昇し，約 1.1 時間後

に沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低下し始める。

常設代替交流電源設備による交流電源の供給を開始し，事

(b) 原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード） 

伝熱容量は，熱交換器１基あたり約 15.7MW（原子炉冷

却材温度 100℃，海水温度 30℃において）とする。 

 

 

 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 事象発生２時間までに常設代替交流電源設備によって交

流電源の供給を開始する。 

 

(b) 低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，

事象発生２時間後から開始する。 

 

 

 

 

(c) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は，軸受等の

冷却が必要となるため，原子炉補機代替冷却系の準備が

完了する事象発生 10 時間後から開始する。 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.2.2－1 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.2.2－2 図

に示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，全交流動力電源喪失に伴い崩壊熱除去機能

が喪失することにより原子炉水温が上昇し，事象発生から

約 0.9 時間後に沸騰，蒸発することにより原子炉水位は低

下し始める。常設代替交流電源設備による交流電源の供給

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 伝熱容量の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，常設代

替交流電源設備からの

受電操作の所要時間を

踏まえ，原子炉注水開始

を事象発生２時間後と

している。 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉
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発生から 145 分経過した時点で，低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水を行うことによって，原子炉水位は有効

燃料棒頂部の約 2.9m 上まで低下するにとどまる。原子炉水

位回復後は，蒸発量に応じた注水を実施することによって，

原子炉水位を適切に維持することができる。 

 

 

事象発生から 20 時間経過した時点で，代替原子炉補機

冷却系を介した残留熱除去系による原子炉除熱を開始する

ことによって，原子炉水温は低下する。 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2.5 図に示すとおり，有効燃料棒頂

部の約 2.9m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水を維持

する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2.6 図に示すとお

り，必要な遮蔽※2 を確保できる水位である有効燃料棒頂

部の約 2.0m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋オペレー

ティングフロアの床付近としている。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放

射線影響については現場環境が悪化する前に退避が可能で

あるため，影響はない。 

事象発生 145 分後から，常設代替交流電源設備により電

源を供給された低圧代替注水系（常設）の安定した原子炉

注水を継続することから，長期的に原子炉圧力容器及び原

子炉格納容器の安定状態を継続できる。 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※2 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。全

交流動力電源喪失における原子炉建屋オペレーティン

グフロアでの作業時間及び作業員の退避は 1 時間以内

であり，作業員の被ばく量は最大でも 10mSv となるた

象発生から約 1.1 時間後以降は，低圧代替注水系（常設）

により蒸発量に応じた注水を実施することによって，原子

炉水位を通常運転水位付近に維持することができる。 

 

 

 

 

事象発生から 4 時間 10 分経過した時点で，緊急用海水

系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原

子炉除熱を開始することによって，原子炉水温は低下する。 

 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2－4 図に示すとおり，蒸発量に応

じた注水を実施することによって原子炉水位を通常運転水

位付近に維持することができ，燃料は冠水を維持する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2－5 図に示すと

おり，必要な遮蔽※が維持される水位である燃料有効長頂部

の約 1.7m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は維

持される。なお，線量率の評価点は原子炉建屋原子炉棟6 階

の床付近としている。また，全制御棒全挿入状態が維持さ

れているため，未臨界は確保されている。 

 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放

射線影響については現場環境が悪化する前に退避が可能で

あるため，影響はない。 

事象発生 25 分後から，常設代替交流電源設備により電

源を供給された低圧代替注水系（常設）の安定した原子炉

注水を継続することから，長期的に原子炉圧力容器及び格

納容器の安定状態を継続できる。 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。全

交流動力電源喪失における原子炉建屋原子炉棟 6 階で

の作業時間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，

作業員の被ばく量は最大でも 22mSv となるため，緊急作

を開始し，事象発生から２時間経過した時点で，低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水を行うことによっ

て，原子炉水位は燃料棒有効長頂部の約 4.0m 上まで低下す

るにとどまる。原子炉水位回復後は，蒸発量に応じた注水

を実施することによって，原子炉水位を適切に維持するこ

とができる。 

 

事象発生から 10 時間経過した時点で，原子炉補機代替冷

却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）に

よる原子炉除熱を開始することによって，原子炉水温は低

下する。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.2.2－1 図に示すとおり，燃料棒有効

長頂部の約 4.0m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水を維

持する。 

原子炉圧力容器は未開放であり，第 5.2.2－2 図に示すと

おり，必要な遮蔽※２が維持される水位である燃料棒有効長

頂部の約 1.8m 上を下回ることがないため，放射線の遮蔽は

維持される。なお，線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟

４階の燃料取替機台車床としている。また，全制御棒全挿

入状態が維持されているため，未臨界は確保されている。 

 

なお，事象発生前に現場にいた作業員の退避における放

射線影響については現場環境が悪化する前に退避が可能で

あるため，影響はない。 

事象発生２時間後から，常設代替交流電源設備により電

源を供給された低圧原子炉代替注水系（常設）で原子炉注

水を行い，事象発生 10 時間後から，原子炉補機代替冷却系

を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）による

除熱を開始することで，長期的に安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※２ 必要な遮蔽の目安とした線量率は10mSv/hとする。全交

流動力電源喪失における原子炉建物原子炉棟４階から

の現場作業員の退避は２時間以内であり，作業員の被ば

く量は最大でも 20mSv となるため，緊急作業時における

水位が低下した後に原

子炉注水を開始する。 

東海第二では原子炉

水位が低下する前に低

圧代替注水系（常設）の

準備操作が完了する。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉での現場
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め，緊急作業時における被ばく限度の 100mSv に対して

余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

屋オペレーティングフロアでの操作を必要な作業とし

ていないが，燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘ

ッダ）を使用した使用済燃料プールへの注水について仮

に考慮し，可搬型スプレイヘッダ及びホースの設置にか

かる作業時間を想定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検査

作業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおけ

る線量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は有効燃料棒頂部の約 2.0m 上

（通常水位から約 2.4m 下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.5, 5.1.6, 5.2.1） 

業時における被ばく限度の 100mSv に対して余裕があ

る。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

屋原子炉棟 6階での操作を必要な作業としていないが，

可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水

系（可搬型スプレイノズル）を使用した使用済燃料プー

ルスプレイの準備操作について仮に考慮し，可搬型スプ

レイノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定

した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv／h は，施設定

期検査作業時での原子炉建屋原子炉棟 6 階における線

量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約1.7m 上

（通常水位から約 3.5m 下）の位置である。 

（添付資料 5.1.5，5.1.7，5.2.1） 

被ばく限度の 100mSv に対して，余裕がある。 

 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建

物原子炉棟４階での操作を必要な作業としていないが，

燃料プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）を使用

した燃料プールへの注水について仮に考慮し，可搬型ス

プレイノズル及びホースの設置にかかる作業時間を想

定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期事業

者検査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線

量率を考慮した値である。 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約 1.8m

上（通常水位から約 3.3m 下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2，5.1.5，5.1.6，5.2.1） 

作業員の退避時間を考

慮した評価結果。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電

源が喪失し，残留熱除去系等による崩壊熱除去機能を喪失するこ

とが特徴である。また，不確かさの影響を確認する運転員等操作

は，常設代替交流電源設備による受電及び低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

 

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電

源が喪失し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）等による崩壊

熱除去機能を喪失することが特徴である。また，不確かさの影響

を確認する運転員等操作は，常設代替交流電源設備による受電及

び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

 

5.2.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時間

に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，原子炉の運転停止中に全交流動力電源

が喪失し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）等による崩壊

熱除去機能を喪失することが特徴である。また，不確かさの影響を

確認する運転員等操作は，常設代替交流電源設備による受電及び

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作並びに原子

炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による原子炉除熱操作とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，事象進

展に有意な影響を与え

られると考えられる操

作として，原子炉補機代

替冷却系を介した残留

熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）による原子

炉除熱操作についても

明記。 
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初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.2.2 表に示すとおりであり，それらの条件設

定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。ま

た，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら,その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a)運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対

して最確条件は約 22MW 以下であり，本評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上

昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や給

電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全交

流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするもので

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h※2 が維持される水位）である有効燃料棒頂

部の約2.0m上の高さに到達するまでの時間は約2時間と

なることから，評価条件である原子炉水温が 52℃，原子

炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間

余裕は短くなるが，注水操作や給電操作は原子炉水温に

応じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失

による異常の認知を起点とするものであることから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が有効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなるが，注水

操作や給電操作は原子炉水位に応じた対応をとるもので

はなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起点

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.2－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら，その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に対し

て最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び

原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や給電操作は

崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全交流動力電源

の喪失による異常の認知を起点とするものであることか

ら，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確

条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子

炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩

壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必

要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした10mSv

／h が維持される水位）である燃料有効長頂部の約 1.7m 上

の高さに到達するまでの時間は約 2.8 時間となることか

ら，評価条件である原子炉水温が 52℃，原子炉停止から 1 

日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余裕は短くなる

が，注水操作や給電操作は原子炉水温に応じた対応をとる

ものではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対

して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，本評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条

件で設定している原子炉水位より低くなる場合があるた

め，原子炉水位が燃料有効長頂部まで低下する時間は短く

なる場合があるが，注水操作や給電操作は原子炉水位に応

じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失によ

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.2.2－1表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を評価する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目となるパラ

メータに対する余裕が小さくなるような設定があることか

ら,その中で事象進展に有意な影響を与えると考えられる

項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

(a)  運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対

して最確条件は約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されるが，注水操作や

給電操作は崩壊熱に応じた対応をとるものではなく，全

交流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするもの

であることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が 52℃，原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の場

合の評価より時間余裕は短くなるが，注水操作や給電操

作は原子炉水温に応じた対応をとるものではなく，全交

流動力電源の喪失による異常の認知を起点とするもので

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，注

水操作や給電操作は原子炉水位に応じた対応をとるもの

ではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を起
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とする操作であることから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下

は緩和されるが，注水操作や給電操作は原子炉圧力に応

じた対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失に

よる異常の認知を起点とする操作ものであることから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，評価条件の不確かさとして，原子炉

圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子

炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小

さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 

(b)評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 22.4MW に対

して最確条件は約 22MW 以下であり，本評価条件の不確か

さとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上

昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，

原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合

は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価項目

に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12 時間後の

燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価

すると，必要な遮蔽を確保できる水位（必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h※2 が確保される水位）である有効燃料

棒頂部の約2.0m上の高さに到達するまでの時間は約2時

間，有効燃料棒頂部到達まで約 3 時間となることから，

評価条件である原子炉停止 1 日後の評価より時間余裕は

短くなる。ただし，本時間に対して作業員が現場から退

る異常の認知を起点とするものであることから，運転員等

操作時間に与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進展

に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場合は，

沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は緩和される

が，注水操作や給電操作は原子炉圧力に応じた対応をとる

ものではなく，全交流動力電源の喪失による異常の認知を

起点とするものであることから，運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉

圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異な

るものであり，評価条件の不確かさとして，原子炉圧力容

器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事象進展に

与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える影

響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉減圧操作が

不要となるが，事象進展に与える影響は小さいことから，

運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 18.8MW に対し

て最確条件は約 18.8MW 未満であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，評価条件で設定している

燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の上昇及び

原子炉水位の低下は緩和されることから，評価項目となる

パラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，原子炉停止

後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合は，注水まで

の時間余裕が短くなることから，評価項目に対する余裕は

小さくなる。原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩壊熱を

用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必要な遮

蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした10mSv／h が

維持される水位）である燃料有効長頂部の約 1.7m 上の高

さに到達するまでの時間は約 2.8 時間，燃料有効長頂部到

達まで約 4.2 時間となることから，評価条件である原子炉

停止 1 日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，本時

間に対して作業員が現場から退避するまでの時間及び原子

点とする操作であることから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，評価条件の不確かさとして，最確

条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進

展に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高い場

合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は緩

和されるが，注水操作や給電操作は原子炉圧力に応じた

対応をとるものではなく，全交流動力電源の喪失による

異常の認知を起点とするものであることから，運転員等

操作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，評価条件の不確かさとして，原子炉

圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子

炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小

さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

 

(b)  評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の燃料の崩壊熱は，評価条件の約 14.0MW に対

して最確条件は約 14.0MW 以下であり，本評価条件の不確

かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定し

ている燃料の崩壊熱より小さくなるため，原子炉水温の

上昇及び原子炉水位の低下は緩和されることから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。仮に，

原子炉停止後の時間が短く，燃料の崩壊熱が大きい場合

は，注水までの時間余裕が短くなることから，評価項目

に対する余裕は小さくなる。原子炉停止から 12時間後の

燃料の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価

すると，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目

安とした 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効

長頂部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象

発生から約 2.7 時間，燃料棒有効長頂部到達まで事象発

生から約 4.2 時間となることから，評価条件である原子

炉停止１日後の評価より時間余裕は短くなる。ただし，
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避するまでの時間及び原子炉注水までの時間は確保され

ているため放射線の遮蔽は維持され，原子炉水位が有効

燃料棒頂部を下回ることはないことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 40℃～約 53℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h※2 が維持される水位）である有効燃料棒頂

部の約2.0m上の高さに到達するまでの時間は約2時間と

なることから，評価条件である原子炉水温が 52℃かつ原

子炉停止から 1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時

間余裕は短くなる。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水

までの時間余裕も十分な時間が確保されていることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に

対して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で

設定している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位

が有効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して

最確条件も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，

最確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事

象進展に与える影響はないことから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気

圧より高い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水

位の低下は緩和されることから，評価項目となるパラメ

ータに対する余裕は大きくなる※3。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

炉注水までの時間は確保されているため放射線の遮蔽は維

持され，原子炉水位が燃料有効長頂部を下回ることはない

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最確

条件は約 47℃～約 58℃であり，本評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。原子

炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12 時間後の燃料の崩

壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価すると，必

要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安とした10mSv

／h が維持される水位）である燃料有効長頂部の約1.7m 上

の高さに到達するまでの時間は約 2.8 時間となることか

ら，評価条件である原子炉水温が 52℃かつ原子炉停止から

1 日後の燃料の崩壊熱の場合の評価より時間余裕は短くな

る。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水ま

での時間余裕も十分な時間が確保されていることから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対

して最確条件は通常運転水位に対してゆらぎがあり，本評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条

件で設定している原子炉水位より低くなる場合があるが，

原子炉水位のゆらぎによる変動量は，事象発生後の水位低

下量に対して十分小さいことから，評価項目となるパラメ

ータに対する影響は小さい。 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，最

確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進

展に与える影響はないことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる※。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉

圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに異な

るものであり，本評価条件の不確かさとして，原子炉圧力

容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，事象進展

本時間に対して作業員が現場から退避するまでの時間及

び原子炉注水までの時間は確保されているため放射線の

遮蔽は維持され，原子炉水位が燃料棒有効長頂部を下回

ることはないことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水温は，評価条件の 52℃に対して最

確条件は約 29℃～約 46℃であり，本評価条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なる。

原子炉水温が 100℃かつ原子炉停止から 12時間後の燃料

の崩壊熱を用いて原子炉注水までの時間余裕を評価する

と，必要な遮蔽が維持される水位（必要な遮蔽の目安と

した 10mSv/h が維持される水位）である燃料棒有効長頂

部の約 1.8m 上の高さに到達するまでの時間は事象発生

から約 2.7 時間となることから，評価条件である原子炉

水温が52℃かつ原子炉停止から１日後の燃料の崩壊熱の

場合の評価より時間余裕は短くなる。 

ただし，必要な放射線の遮蔽は維持され，原子炉注水

までの時間余裕も十分な時間が確保されていることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の通常運転水位に対

して最確条件は通常運転水位以上であり，本評価条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定

している原子炉水位より高くなるため，原子炉水位が燃料

棒有効長頂部まで低下する時間は長くなることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

初期条件の原子炉圧力は，評価条件の大気圧に対して最

確条件も大気圧であり，本評価条件の不確かさとして，最

確条件とした場合は，評価条件と同様であるため，事象進

展に与える影響はないことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。仮に，原子炉圧力が大気圧より高

い場合は，沸騰開始時間は遅くなり，原子炉水位の低下は

緩和されることから，評価項目となるパラメータに対する

余裕は大きくなる※３。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の未開放に対して最確条件は事故事象ごとに

異なるものであり，本評価条件の不確かさとして，原子

炉圧力容器の未開放時は，評価条件と同様であるため，

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉の最確条

件を記載。 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・実績値の相違 

【東海第二】 

島根２号炉の最確条

件を記載。 
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事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※3 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果

を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，評価上の

操作開始時間として，事象発生から 145 分後を設定して

いる。運転員等操作時間に与える影響として，常設代替

交流電源設備からの受電操作については 2 系列の非常用

高圧母線の電源回復を想定しているが，低圧代替注水系

(常設)は非常用高圧母線 D 系の電源回復後に運転可能で

あり，原子炉注水操作開始の時間が早まり，原子炉水位

の回復が早まる可能性があることから，運転員等操作時

間に対する余裕は大きくなる。 

 

 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，復

水移送ポンプの起動操作が常設代替交流電源設備からの

受電操作の影響を受けるが，低圧代替注水系（常設）は

非常用高圧母線 D 系の電源回復後に運転可能であり，原

子炉注水操作開始の時間が早まり，原子炉水位の回復が

早まる可能性があることから，運転員等操作時間に対す

る余裕は大きくなる。 

 

 

に与える影響はないことから，評価項目となるパラメータ

に与える影響はない。原子炉圧力容器の開放時は，原子炉

減圧操作が不要となるが，事象進展に与える影響は小さい

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

※ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効果を

考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水準備操作は，評価

上の操作開始時間として，事象発生から 25 分後を設定し

ている。運転員等操作時間に与える影響として，常設代

替交流電源設備からの受電操作については実態の操作時

間が評価上の操作開始時間とほぼ同等であることから，

運転員等操作開始時間に与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，原子

炉水位が低下し始める事象発生から約1.1 時間後に開始す

る。運転員等操作時間に与える影響として，実態の運転操

作においては，原子炉水位を監視しながら原子炉注水操作

を実施するため，原子炉水温の上昇が放熱等の影響により

緩やかとなり，沸騰による原子炉水位低下の開始時間が遅

れた場合には原子炉注水開始時間が遅れるが，他の並列操

作はないことから，他の操作に与える影響はない。 

 

事象進展に与える影響はないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。原子炉圧力容器の開放

時は，原子炉減圧操作が不要となるが，事象進展に与え

る影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

※３ 原子炉圧力上昇による原子炉冷却材蒸発の抑制効

果を考慮した評価。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有

無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これらの要

因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。また，運

転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラメータ

に与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a)  運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，評

価上の操作開始時間として，事象発生から２時間後を設

定している。運転員等操作時間に与える影響として，常

設代替交流電源設備からの受電操作についてはＳＡ低圧

母線及び２系列の非常用高圧母線の電源回復を想定して

いるが，低圧原子炉代替注水系（常設）はＳＡ低圧母線

の電源回復後に運転可能であり，原子炉注水操作開始の

時間が早まり，原子炉水位の回復が早まる可能性がある

ことから，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作

は，低圧原子炉代替注水ポンプの起動操作が常設代替交

流電源設備からの受電操作の影響を受けるが，低圧原子

炉代替注水系（常設）はＳＡ低圧母線の電源回復後に運

転可能であり，原子炉注水操作開始の時間が早まり，原

子炉水位の回復が早まる可能性があることから，運転員

等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，常設代

替交流電源設備からの

受電操作の所要時間を

踏まえ，原子炉注水開始

を事象発生２時間後と

している。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子炉

水位が低下した後に原

子炉注水を開始する。 

東海第二では原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の準

備操作が完了する。 
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操作条件の代替原子炉補機冷却系の運転操作は，評価

上の操作開始時間として，事象発生から 20 時間後を設定

している。運転員等操作時間に与える影響として，代替

原子炉補機冷却系の準備は，緊急時対策要員の参集に 10

時間，その後の作業に 10 時間の合計 20 時間を想定して

いるが，準備操作が想定より短い時間で完了することで

操作開始時間が早まる可能性があることから，運転員等

操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運転員等

操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早

まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性があることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくな

る。 

操作条件の代替原子炉補機冷却系の運転操作は，運転

員等操作時間に与える影響として，操作開始時間は評価

上の想定より早まる可能性があるが，原子炉への注水を

すでに実施していることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響はない。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替

注水系（常設）による原子炉注水操作は，通常運転水位から

放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は

事象発生から約 3 時間，原子炉水位が有効燃料棒頂部まで低

下する時間は約 5 時間であり，事故を認知して注水を開始す

るまでの時間が 145 分であるため，準備時間が確保できるこ

とから，時間余裕がある。 

 

操作条件の代替原子炉補機冷却系運転操作は，事象発生約

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉

停止時冷却系）による原子炉除熱操作は，評価上の操作開

始時間として，事象発生から 4 時間 10 分後を設定してい

る。運転員等操作時間に与える影響として，準備操作が想

定より短い時間で完了することで操作開始時間が早まる可

能性があることから，運転員等操作時間に対する余裕は大

きくなる。 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電並びに低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水準備操作及び原

子炉注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作時間は評価上の設定とほぼ同等であることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子

炉停止時冷却系）による原子炉除熱操作は，運転員等操

作時間に与える影響として，操作開始時間は評価上の想

定より早まる可能性があるが，原子炉への注水をすでに

実施していることから，評価項目となるパラメータに与

える影響はない。 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧代替

注水系（常設）による原子炉注水操作は，通常運転水位から

放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの時間は

事象発生から約 4.5 時間，原子炉水位が燃料有効長頂部まで

低下する時間は約 6.3 時間であり，事故を認知して注水を開

始するまでの時間が約 1.1 時間であるため，準備時間が確保

できることから，時間余裕がある。 

 

操作条件の緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱操作は，

評価上の操作開始時間として，事象発生から 10時間後を

設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

準備操作が想定より短い時間で完了することで操作開始

時間が早まる可能性があることから，運転員等操作時間

に対する余裕は大きくなる。 

 

 

(b)  評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧

原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，運

転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時

間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性がある

ことから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱操作は，

運転員等操作時間に与える影響として，操作開始時間は

評価上の想定より早まる可能性があるが，原子炉への注

水をすでに実施していることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響はない。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認

できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示

す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電及び低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，通常運転水

位から放射線の遮蔽が維持される最低水位に到達するまでの

時間は事象発生から約 4.3 時間，原子炉水位が燃料棒有効長

頂部まで低下する時間は事象発生から約 6.1 時間であり，事

故を認知して注水を開始するまでの時間が事象発生から２時

間後であるため，準備時間が確保できることから，時間余裕

がある。 

操作条件の原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・運用の相違 
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20時間後の操作であるため，準備時間が確保できることから，

時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，低圧代替注水

系（常設）による原子炉への注水は継続する。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

止時冷却系）運転による原子炉除熱操作は，事象発生 4 時間

10 分後の操作であるため，準備時間が確保できることから，

時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，低圧代替注水

系（常設）による原子炉への注水は継続する。 

 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

（添付資料 5.2.2，5.2.3） 

 

（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱操作は，事象

発生から 10 時間後の操作であるため，準備時間が確保できる

ことから，時間余裕がある。仮に，操作が遅れる場合は，低

圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉への注水を継続す

る。 

（添付資料 5.1.1, 5.1.6, 5.2.2） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作

時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及

び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確かさが

運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合において

も，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕が

ある。 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

 

 

 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策時における事象発生 10

時間までの必要な要員は，「5.2.1(3)燃料損傷防止対策」に示

すとおり 16 名である。「6.2 重大事故等対策時に必要な要員

の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策要員等の 64

名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

重大事故等対策時における必要な要員は，「5.2.1(3) 燃料損

傷防止対策」に示すとおり 20 名である。「6.2 重大事故等対

策時に必要な要員の評価結果」で説明している災害対策要員

（初動）の 37 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

重大事故等対策時に必要な要員は，「5.2.1(3) 燃料損傷防止

対策」に示すとおり 29 名である。「6.2 重大事故等対策時に

必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊急時対策

要員等の 43 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

・運用及び設備設計の 

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 29 名は夜間・休日
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また，事象発生 10 時間以降に必要な参集要員は 26 名であ

り，発電所構外から 10 時間以内に参集可能な要員の 106 名で

確保可能である。 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件にて

評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，7

日間の対応を考慮すると，号炉あたり約 700m3 の水が必要

となる。6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮すると，合計約

1,400m3の水が必要である。水源として，各号炉の復水貯蔵

槽に約 1,700m3及び淡水貯水池に約 18,000m3の水量を保有

している。これにより，6 号及び 7 号炉の同時被災を考慮

しても，注水によって復水貯蔵槽を枯渇させることなく，

必要な水量が確保可能であり，7 日間の継続実施が可能で

ある。 

（添付資料 5.2.3） 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守

的に事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転

継続に 6 号及び 7 号炉において合計約 504kL の軽油が必要

となる。代替原子炉補機冷却系専用の電源車については，

保守的に事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の

運転継続に号炉あたり約 37kL の軽油が必要となる。代替原

子炉補機冷却系用の大容量送水車（熱交換器ユニット用）

については，保守的に事象発生直後からの大容量送水車（熱

交換器ユニット用）の運転を想定すると，7 日間の運転継

続に号炉あたり約 11kL の軽油が必要となる。5号炉原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及びモニタリング・

ポスト用発電機による電源供給については，事象発生直後

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件に

て評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水については，7 

日間の対応を考慮すると，合計約 90m３の水が必要である。

水源として，代替淡水貯槽に約 4,300m３の水量を保有して

いる。これにより，注水によって代替淡水貯槽を枯渇させ

ることなく，必要な水量が確保可能であり，7 日間の継続

実施が可能である。 

（添付資料 5.2.4） 

 

 

 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）に

よる電源供給については，保守的に事象発生直後からの運

転を想定すると，7 日間の運転継続に合計約 352.8kL の軽

油が必要となる。軽油貯蔵タンクにて約 800kL の軽油を保

有しており，この使用が可能であることから，常設代替交

流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）による電源供給

について，7 日間の継続が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」において，

水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の条件に

て評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水につい

ては，７日間の対応を考慮すると，約 300m3の水が必要とな

る。水源として，低圧原子炉代替注水槽に約 740m3及び輪谷

貯水槽（西１／西２）に約 7,000m3の水を保有している。こ

れにより，必要な水源は確保可能である。また，事象発生

２時間 30分後以降に輪谷貯水槽（西１／西２）の水を大量

送水車により低圧原子炉代替注水槽へ給水することで，低

圧原子炉代替注水槽を枯渇させることなく低圧原子炉代替

注水槽を水源とした７日間の継続実施が可能である。 

（添付資料 5.2.3） 

 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源設備による電源供給については，保守

的に事象発生直後から最大負荷での運転を想定すると，７

日間の運転継続に約 352m3の軽油が必要となる。ガスタービ

ン発電機用軽油タンクにて約 450m3の軽油を保有しており，

これらの使用が可能であることから，常設代替交流電源設

備による電源供給について，７日間の継続が可能である。 

大量送水車による低圧原子炉代替注水槽への給水につい

ては，保守的に事象発生直後からの大量送水車の運転を想

定すると，７日間の運転継続に約 12m3の軽油が必要となる。

原子炉補機代替冷却系の大型送水ポンプ車については，事

象発生直後からの大型送水ポンプ車の運転を想定すると，

７日間の運転継続に約 53m3 の軽油が必要となる。合計約

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，要員の

参集に期待せずとも必

要な作業を常駐要員に

より実施可能である。 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 
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からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に合計約 13kL

の軽油が必要となる。（6号及び 7 号炉合計約 613kL) 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンク（約 1,020kL）及び常設

代替交流電源設備用燃料タンク（約 100kL）にて合計約

2,140kL の軽油を保有しており，これらの使用が可能であ

ることから，常設代替交流電源設備による電源供給，代替

原子炉補機冷却系の運転，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策

所用可搬型電源設備による電源供給及びモニタリング・ポ

スト用発電機による電源供給について，7 日間の継続が可

能である。 

 

 

（添付資料 5.2.4） 

 

 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

対策等に必要な負荷として，6 号炉で約 1,594kW，7 号炉

で約 1,560kW 必要となるが，常設代替交流電源設備は連続

定格容量が 1 台あたり 2,950kW であり，必要負荷に対して

の電源供給が可能である。 

 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備及びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負

荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を

想定しても，不要な直流負荷の切り離し等を行うことによ

り，24 時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.5） 

 

 

 

 

 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，事象

発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約

70.0kL の軽油が必要となる。緊急時対策所用発電機燃料油

貯蔵タンクにて約 75kL の軽油を保有しており，この使用

が可能であることから，緊急時対策所用発電機による電源

供給について，7 日間の継続が可能である。 

 

（添付資料 5.2.5） 

 

 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

等対策に必要な負荷として，約 3,276kW 必要となるが，常

設代替交流電源設備（常設代替高圧電源装置 5 台）の連続

定格容量は約 5,520kW であり，必要負荷に対しての電源供

給が可能である。 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を

想定しても，不要な直流負荷の切離しを行うことにより，

24 時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.6） 

65m3 の軽油が必要となる。非常用ディーゼル発電機燃料貯

蔵タンク等にて約 730m3の軽油を保有しており，これらの使

用が可能であることから，大量送水車による低圧原子炉代

替注水槽への給水及び原子炉補機代替冷却系の運転につい

て，７日間の継続が可能である。 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，保守

的に事象発生直後から最大負荷での運転を想定すると，７

日間の運転継続に約８m3の軽油が必要となる。緊急時対策

所用燃料地下タンクにて約45m3の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから，緊急時対策所用発電機によ

る電源供給について，７日間の継続が可能である。 

 

（添付資料 5.2.4） 

 

 

 

ｃ．電源 

常設代替交流電源設備の電源負荷については，重大事故

対策等に必要な負荷として，約 2,406kW 必要となるが，常

設代替交流電源設備は連続定格容量が約 4,800kW であり，

必要負荷に対しての電源供給が可能である。 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

 

蓄電池の容量については，交流電源が復旧しない場合を

想定しても，不要な直流負荷の切り離し等を行うことによ

り，24 時間の直流電源供給が可能である。 

（添付資料 5.2.5） 

 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃

料タンクを有している。

また，モニタリングポス

トは非常用交流電源設

備又は常設代替交流電

源設備による電源供給

が可能である。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

電源設備容量の相違。 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 
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5.2.5 結論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉

の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系等による

崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグ

ループ「全交流動力電源喪失」に対する燃料損傷防止対策として

は，初期の対策として，常設代替交流電源設備による交流電源供

給手段，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状

態に向けた対策として，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除

去系による原子炉除熱手段を整備している。 

 

 

 

 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シ

ーケンス「外部電源喪失＋交流電源喪失＋崩壊熱除去・注水系失

敗」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，常設代替交流電源設備による交流電源

供給，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替原子炉

補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉除熱を実施するこ

とにより，燃料損傷することはない。 

 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対

策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について

確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員

にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可

能である。 

以上のことから，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及

び代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系による原子炉除熱

等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して

有効であることが確認でき，事故シーケンスグループ「全交流動

力電源喪失」に対して有効である。 

5.2.5 結 論 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉

の運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系等による

崩壊熱除去機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグ

ループ「全交流動力電源喪失」に対する燃料損傷防止対策として

は，初期の対策として，常設代替交流電源設備による交流電源供

給手段，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状

態に向けた対策として，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原

子炉停止時冷却系）による原子炉除熱手段を整備している。 

 

 

 

 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シ

ーケンス「外部電源喪失＋交流電源失敗＋崩壊熱除去・炉心冷却

失敗」について有効性評価を行った。 

 

上記の場合においても，常設代替交流電源設備による交流電源

供給，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び緊急用海水

系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）による原子炉除

熱を実施することにより，燃料損傷することはない。 

 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未臨

界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，安

定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間

及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対

策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について

確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

以上のことから，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及

び緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）に

よる原子炉除熱等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シー

ケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグル

ープ「全交流動力電源喪失」に対して有効である。 

5.2.5 結論  

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」では，原子炉の

運転停止中に全交流動力電源が喪失し，残留熱除去系等による崩壊

熱除去機能を喪失することが特徴である。事故シーケンスグループ

「全交流動力電源喪失」に対する燃料損傷防止対策としては，初期

の対策として，常設代替交流電源設備による交流電源供給手段，

低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定状態

に向けた対策として，原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去

系（原子炉停止時冷却モード）による原子炉除熱手段を整備して

いる。 

 

 

 

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」の重要事故シ

ーケンス「外部電源喪失＋交流電源喪失」について有効性評価を

行った。 

 

上記の場合においても，常設代替交流電源設備による交流電源

供給，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉注水及び原子

炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド）による原子炉除熱を実施することにより，燃料損傷すること

はない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線遮蔽の維持及び未

臨界の確保ができることから，評価項目を満足している。また，

安定状態を維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時間及

び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。また，対策の

有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認し

た結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要員に

て確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能

である。 

以上のことから，低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉

注水及び原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子炉停

止時冷却モード）による原子炉除熱等の燃料損傷防止対策は，選

定した重要事故シーケンスに対して有効であることが確認でき，

事故シーケンスグループ「全交流動力電源喪失」に対して有効で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

ＰＲＡにより抽出さ

れる事故シーケンスの

相違。 
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第5.2.1 図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策の 

概略系統図（1/2）（原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

 

 

 

第5.2.2 図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策の 

概略系統図（2/2）（原子炉停止時冷却及び原子炉注水） 

 

 

 

 

第 5.2－1 図 全交流動力電源喪失時の重大事故等対策の概略系統

図（1／2）（原子炉減圧及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水段階） 

 

 

 

 

第5.2－1 図 全交流動力電源喪失時の重大事故等対策の概略系統

図（2／2）（緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷

却系）による原子炉除熱段階） 

 

 

 

 

第5.2.1－1(1)図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策

の概略系統図（原子炉減圧及び原子炉注水） 

 

 

 

 

第5.2.1－1(2)図 「全交流動力電源喪失」の重大事故等対策

の概略系統図（原子炉停止時冷却） 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 5.2.3 図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「5.2.1－2 図 「全交

流動力電源喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

第 5.2－2 図 全交流動力電源喪失の対応手順の概要 

差異理由は，島根２号炉

「5.2.1－2 図 「全交

流動力電源喪失」の対応

手順の概要」の備考欄参

照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

5.2.1－2図 「全交流動力電源喪失」の対応手順の概要 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備及び運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

 

 

第 5.2.4 図 「全交流動力電源喪失」の作業と所要時間(1/2) 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.2.1－3 図 「全

交流動力電源喪失」の作

業と所要時間」の備考欄

参照。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

 

 

第 5.2.4 図 「全交流動力電源喪失」の作業と所要時間(2/2) 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.2.1－3 図 「全

交流動力電源喪失」の作

業と所要時間」の備考欄

参照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

第 5.2－3 図 全交流動力電源喪失時の作業と所要時間 

差異理由は，島根２号炉

「第 5.2.1－3 図 「全

交流動力電源喪失」の作

業と所要時間」の備考欄

参照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

第 5.2.1－3 図 「全交流動力電源喪失」の作業と所要時間 

・評価結果の相違に基づ

く差異。 

・設備設計・手順に基づ

く想定時間の差異。 

・評価上考慮しない操 

作を含めて実際に実

施する操作について

要員の充足性を確認

（ただし，事前に対応

する要員を定めるこ

とが難しい機能回復

操作を除く）。 

・体制の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，シミュ

レータ訓練等において，

中央制御室の対応を１

名にて実施可能なこと

を確認している。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，残留熱

除去系（原子炉停止時冷

却モード）運転により 

炉水がサプレッショ

ン・チェンバへ流入する

こと等を防止するため

ミニマムフロー弁等の

電源「切」操作を実施す

ることを記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 
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第 5.2.5 図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.2.6 図 原子炉水位と線量率 

 

第 5.2－4図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.2－5 図 原子炉水位と線量率 

 

第 5.2.2－1 図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.2.2－2 図 原子炉水位と線量率 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①原子炉水温 100℃到

達時間の相違。 

 

②原子炉注水開始時点

の燃料棒有効長頂部か

らの水位の相違。 

 

【東海第二】 

③東海第二は，沸騰開始

前までに注水準備が完

了するため，水位低下が

なく，通常水位を維持す

る評価結果となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計及び評価結果

の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

  

① 
① ③ 

② 
② 
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本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，既許可

の対象設備を重大事故

等対処設備として位置

付けるものを明確化し

ている。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①
，
②

 

②
 

①
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・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①条件設定は同じだが，

島根２号炉は柏崎 6/7

と同様に平衡炉心燃料

のサイクル末期の炉心

平均燃焼度に 10%の保

守性を考慮して設定。 

東海第二は許認可炉

心が 13 ヶ月運転である

こと及び実機における

調整運転時期約 1 ヶ月

を踏まえて設定。 

また，島根２号炉はＭ

ＯＸ燃料を採用してい

ることを踏まえ，９×９

燃料の代表性を示して

いる。 

 

【柏崎 6/7，東海第二】 

②島根２号炉は，「5.1

崩壊熱除去機能喪失」で

考慮している原子炉補

機冷却機能喪失により

残留熱除去機能が喪失

した場合についても本

重要事故シーケンスに

おいて燃料損傷防止対

策の有効性を確認する

ために，原子炉補機冷却

系の機能喪失を重畳し

ている。 

東海第二は，残留熱除

去海水系喪失を仮定し

ている。 

 

①
 

①
 

②
 

①
 ①

 

②
 

①
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第

5.
2.
2 
表
 主

要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

2
/
2）

 

 

第
5.
2.
2－

1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

２
/
２
）
 

 

第
5.
2.
2－

1
表
 
主
要
評
価
条
件
（
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）（

2/
2）

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

③島根２号炉は，低圧原

子炉代替注水系（常設）

の設計値を設定。 

東海第二は，原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の注

水準備操作が完了する

ため，蒸発量に応じた注

水流量を設定。 

 

【東海第二】 

④東海第二は，原子炉水

位が低下する前に低圧

代替注水系（常設）の注

水準備操作が完了する

ため，注水準備操作と注

水操作を分けて記載。 

 

【柏崎 6/7，東海第二】 

⑤島根２号炉は，原子炉

補機代替冷却系の準備

時間を踏まえ，原子炉の

除熱開始を事象発生 10

時間後としている。 

 

 

 

 

 

③
 ③

 

③
 

⑤
 

⑤
 

⑤
 

④
 

④
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添付資料 5.2.1 

安定状態について 

 

運転停止中の全交流動力電源喪失の安定状態については以下の

とおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却に

より，炉心冠水が維持でき，また，冷却

のための設備がその後も機能維持できる

と判断され，かつ，必要な要員の不足や

資源の枯渇等のあらかじめ想定される事

象悪化のおそれがない場合，原子炉安定

停止状態が確立されたものとする。 

 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，常設代替交流電源設備によ

る交流電源の供給を開始した後，低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水により原子炉水位は回復し，炉心の冷却が維持さ

れる。 

 

 

 

その後，代替原子炉補機冷却系を介した残留熱除去系（停止

時冷却モード）により原子炉除熱を開始することで冷温停止状

態に移行することができ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持

できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

 
 

添付資料5.2.1 

安定停止状態について（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

 

運転停止中の全交流動力電源喪失時の安定停止状態については

以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却

により，炉心冠水が維持でき，また，冷

却のための設備がその後も機能維持で

きると判断され，かつ，必要な要員の不

足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，安定

停止状態が確立されたものとする。 

 

【安定停止状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

常設代替交流電源設備により緊急用母線への交流電源の供

給を開始した後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替

注水系（常設）により原子炉冷却材の蒸発量に応じて原子炉注

水を実施することによって，原子炉水位を通常運転水位付近で

維持することにより，炉心の冷却が維持される。 

 

 

 

その後，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）により原子炉除熱を開始することで冷温停止状態に移

行することができ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定停止状態の維持について】 

 上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

 また，緊急用海水系を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷

却系）の機能を維持し，原子炉除熱を行うことにより，安定停

止状態後の状態維持が可能となる。 

（添付資料2.1.2 別紙1） 
 

添付資料 5.2.1 

安定状態について（運転停止中（全交流動力電源喪失）） 

 

運転停止中の全交流動力電源喪失の安定状態については以下の

とおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却

により，炉心冠水が維持でき，また，冷

却のための設備がその後も機能維持で

きると判断され，かつ，必要な要員の不

足や資源の枯渇等のあらかじめ想定さ

れる事象悪化のおそれがない場合，原子

炉安定停止状態が確立されたものとす

る。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

崩壊熱除去機能喪失により原子炉水温が上昇し，沸騰開始に

よる原子炉水位の低下が始まるが，常設代替交流電源設備によ

る交流電源の供給を開始した後，低圧原子炉代替注水系（常設）

による原子炉注水により原子炉水位は回復し，炉心の冷却が維

持される。 

 

 

 

その後，原子炉補機代替冷却系を介した残留熱除去系（原子

炉停止時冷却モード）により原子炉除熱を開始することで冷温

停止状態に移行することができ，原子炉安定停止状態が確立さ

れる。 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料破損防止対策により原子炉安定停止状態を維持

できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙１参照） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，原子

炉水位が低下した後に

原子炉注水を開始す

る。 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.2.2〕 
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評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
（
運
転
停
止
中

 全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
 

表
1 

評
価

条
件

を
最

確
条

件
と

し
た

場
合

の
運

転
員

等
操

作
時

間
及

び
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る
影

響
（

運
転

停
止

中
 全

交
流

動
力

電
源

喪
失

）
(1

/2
) 

 

添
付
資
料

5.
2
.
2 

評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
（
運
転
停
止
中

 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
 

第
1表

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
の
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

（
運
転
停
止
中
 
全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
(1
／
3)
 

 

評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
(運

転
停
止
中

(全
交
流
動

力
電
源
喪
失
))
 
 
 
 
 
 
 
 

添
付
資
料

5
.
2.
2 

表
１
 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
 

(運
転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失

))
（
１
／
３
）
 

 
 

 

・相違理由は本文参照。 
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表

1 
評

価
条

件
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最
確

条
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と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操
作

時
間

及
び

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る

影
響

（
運

転
停

止
中

 全
交

流
動

力
電

源
喪

失
）

(2
/2

) 

 

第
1表

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
の
操
作
時
間
及
び
評
価
項
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パ
ラ
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に
与
え
る
影
響
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運
転
停
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中
 
全
交
流
動
力
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表
１
 
評
価
条
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を
最
確
条
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と
し
た
場
合
の
運
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等
操
作
時
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及
び
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ラ
メ
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え
る
影
響
 

(運
転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失
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（
２
／
３
）
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第
1表

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
の
操
作
時
間
及
び
評
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な
る
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ラ
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与
え
る
影
響
（
運
転
停
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全
交
流
動
力
電
源
喪
失
）
(3
／
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表
１
 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
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な
る
パ
ラ
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与
え
る
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転
停
止
中
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交
流
動
力
電
源
喪
失
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（
３
／
３
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表

2 
運

転
員

等
操

作
時

間
に

与
え

る
影

響
，

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る

影
響

及
び

操
作

時
間

余
裕

（
運

転
停

止
中

 全
交

流
動

力
電

源
喪

失
）（

1/
3）

 
第
2表

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
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余
裕
（

1／
2）

 

 

表
２
 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
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操
作
時
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裕
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転
停
止
中
(全

交
流
動
力
電
源
喪
失
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（
１
／
５
）
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第
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な
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.2.3〕 
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 添付資料 5.2.4 

7 日間における水源の対応について 

（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・代替淡水貯槽：約 4,300m３  

 

2. 水使用パターン 

① 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水 

事象発生約 1.1 時間後，崩壊熱に相当する流量で，代替淡

水貯槽を水源とした常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作を実施する。 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転による原子炉

注水が開始される事象発生後 4 時間 10 分後，常設低圧代替

注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水を停止する。 

 

3. 時間評価 

原子炉注水によって，代替淡水貯槽の水量は減少する。 

事象発生後 4時間 10 分までに残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）の運転を再開し，常設低圧代替注水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を停止するため，代

替淡水貯槽の水量の減少は停止する。 

この間の代替淡水貯槽の使用水量は合計約 90m３である。 

 

4. 水源評価結果 

時間評価の結果から，7日間の対応において合計約 90m３の水

が必要となるが，代替淡水貯槽に合計約 4,300m３の水を保有す

ることから必要水量を確保している。このため，安定して冷却

を継続することが可能である。 
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・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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添付資料 5.2.5 

 

7 日間における燃料の対応について 

（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

 

保守的に全ての設備が，事象発生直後から 7日間燃料を消費す

るものとして評価する。 

 

添付資料 5.2.4 

 

７日間における燃料の対応について 

（運転停止中（全交流動力電源喪失）） 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.2.5〕 
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添付資料 5.2.6 

 

常設代替交流電源設備の負荷 

（運転停止中 全交流動力電源喪失） 

 

添付資料 5.2.5 

 

常設代替交流電源設備の負荷 

（運転停止中（全交流動力電源喪失）） 

 

常設代替交流電源設備の負荷積算イメージ 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

常設代替交流電源設

備から電源供給が必要

となる負荷の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要負荷リスト 

電源設備：ガスタービン発電機  定格出力：4,800kW 

起動 

順序 
主要機器 

負荷容量

(kW) 

負荷起動時の 

最大負荷容量

(kW) 

定常時の 

最大負荷容量

(kW) 

① ガスタービン発電機付帯設備 約 111 約 300 約 111 

② 代替所内電気設備負荷（自動投入負荷） 約 18 約 129 約 129 

③ 

充電器，非常用照明，非常用ガス処理系，

モニタリング・ポスト他（Ｄ系高圧母線

自動投入負荷） 

約 518 約 713 約 647 

④ 低圧原子炉代替注水ポンプ 約 210 約 989 約 857 

⑤ 低圧原子炉代替注水設備非常用送風機 約 15 約 927 約 872 

⑥ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系

他（Ｃ系高圧母線自動投入負荷） 
約 359 約 1,293 約 1,231 

⑦ Ａ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,401 約 1,341 

⑧ Ｂ－淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 約 1,511 約 1,451 

⑨ Ｂ－残留熱除去ポンプ 約 560 約 2,415 約 1,786 

⑩ Ｂ－中央制御室送風機 約 180 約 2,181 約 1,966 

⑪ Ｂ－中央制御室非常用再循環送風機 約 30 約 2,058 約 1,996 

⑫ Ｂ－中央制御室冷凍機 約 300 約 2,498 約 2,296 

⑬ Ｂ－燃料プール冷却水ポンプ 約 110 約 2,471 約 2,406 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 5.3 原子炉冷却材の流出〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

5.3 原子炉冷却材の流出 

5.3.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1)事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に含まれる

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，①「原子炉冷却材流出（CRD 点検（交換）時の

作業誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」，②「原子炉冷却材流出

（LPRM 点検（交換）時の作業誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」，

③「原子炉冷却材流出（RIP 点検時の作業誤り）＋崩壊熱除去・

注水系失敗」，④「原子炉冷却材流出（CUW ブロー時の操作誤り）

＋崩壊熱除去・注水系失敗」及び⑤「原子炉冷却材流出（RHR 系

統切替え時のミニマムフロー弁操作誤り）＋崩壊熱除去・注水

系失敗」である。 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，原子

炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系

統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却材の流出

が発生し，崩壊熱除去機能が喪失することを想定する。このた

め，原子炉冷却材の流出及び燃料の崩壊熱による蒸発に伴い原

子炉冷却材が減少することから，緩和措置がとられない場合に

は，原子炉水位の低下により燃料が露出し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉冷却材の流出によって

燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，運

転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価に

は，注水機能に対する重大事故等対処設備に期待することが考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 原子炉冷却材の流出 

5.3.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，①「原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ系統切

替時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」，②「原子炉

冷却材の流出（ＣＵＷブロー時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・

炉心冷却失敗」，③「原子炉冷却材の流出（ＣＲＤ点検時のＬ

ＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」及び④「原子炉冷却

材の流出（ＬＰＲＭ点検時のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心

冷却失敗」である。 

 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，原

子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続され

た系統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却材

の流出が発生することを想定する。このため，原子炉冷却材

の流出に伴い原子炉冷却材が減少することから，緩和措置が

とられない場合には，原子炉水位の低下により燃料が露出し，

燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉冷却材の流出によっ

て燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

には，注水機能に対する重大事故等対処設備に期待すること

が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3 原子炉冷却材の流出 

5.3.1 事故シーケンスグループの特徴，燃料損傷防止対策 

(1) 事故シーケンスグループ内の事故シーケンス 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」に含まれ

る事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，「原子炉冷却材の流出（残留熱除去系切替

時の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」，「原子炉冷却

材の流出（原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出）＋流出隔離・

炉心冷却失敗」，「原子炉冷却材の流出（制御棒駆動機構点検

時の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」及び「原子炉

冷却材の流出（局部出力領域モニタ交換時の冷却材流出）＋

流出隔離・炉心冷却失敗」である。 

 

 

(2) 事故シーケンスグループの特徴及び燃料損傷防止対策の基

本的考え方 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，原

子炉の運転停止中に，原子炉冷却材圧力バウンダリに接続さ

れた系統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却

材の流出が発生することを想定する。このため，原子炉冷却

材の流出に伴い原子炉冷却材が減少することから，緩和措置

がとられない場合には，原子炉水位の低下により燃料が露出

し，燃料損傷に至る。 

本事故シーケンスグループは，原子炉冷却材の流出によっ

て燃料損傷に至る事故シーケンスグループである。このため，

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

には，注水機能に対する重大事故等対処設備に期待すること

が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

「ＲＩＰ点検時の作

業誤り」はＡＢＷＲ特有

の事象。 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 ＡＢＷＲはＲＨＲの

吸い込み配管が燃料棒

有効長頂部よりも上に

あるため，吸い込み配管

まで水位が低下した時

点で崩壊熱除去機能が

喪失し，以降は崩壊熱に

よる蒸発に伴う水位低

下が加わる。島根２号炉

はＢＷＲ-５であり，Ｒ

ＨＲ吸い込み配管は再

循環配管から取水して

いるため，燃料棒有効長

頂部到達まで崩壊熱除

去機能は維持されるこ

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 
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したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉圧力容

器からの原子炉冷却材流出の停止や，残留熱除去系（低圧注水

モード）による原子炉注水を行うことで必要量の原子炉冷却材

を確保することによって，燃料損傷の防止を図る。また，残留

熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最終的な熱の

逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除熱する。 

 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」における機

能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，十

分な冷却を可能とするため，運転員による原子炉冷却材流出の

停止及び残留熱除去系による原子炉注水手段を整備する。これ

らの対策の概略系統図を第 5.3.1 図及び第 5.3.2 図に，手順の

概要を第 5.3.3 図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以

下に示す。また，重大事故等対策における設備と操作手順の関

係を第 5.3.1 表に示す。 

 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスにお

いて，6 号及び 7 号炉同時の重大事故等対策に必要な要員は，

中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計 14名

である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，

当直長 1 名（6 号及び 7 号炉兼任），当直副長 2 名，運転操作

対応を行う運転員 6 名である。発電所構内に常駐している要員

のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は 5 名である。

必要な要員と作業項目について第 5.3.4 図に示す。 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，

作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数を確認

した結果，14名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

したがって，本事故シーケンスグループでは，残留熱除去

系（低圧注水系）による原子炉注水を行うことで必要量の原

子炉冷却材を確保することによって，燃料損傷の防止を図る。

また，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）運転による最終

的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を除

熱する。 

 

 

(3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水手段を整備する。これらの対策の概略系統

図を第5.3－1 図に，手順の概要を第5.3－2 図に示すととも

に，対策の概要を以下に示す。また，重大事故等対策におけ

る設備と操作手順の関係を第5.3－1 表に示す。 

 

 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，災害対策要員（初

動）9 名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室

の運転員は，当直発電長 1 名，当直副発電長 1 名及び運転操

作対応を行う当直運転員 3 名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う要員は 4 名である。必要

な要員と作業項目について第 5.3－3 図に示す。 

 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，9 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

したがって，本事故シーケンスグループでは，原子炉圧力

容器からの原子炉冷却材流出の停止や，残留熱除去系（低圧

注水モード）による原子炉注水を行うことで必要量の原子炉

冷却材を確保することによって，燃料損傷の防止を図る。ま

た，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転による最

終的な熱の逃がし場へ熱の輸送を行うことにより，原子炉を

除熱する。 

 

 (3) 燃料損傷防止対策 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」における

機能喪失に対して，燃料が著しい損傷に至ることなく，かつ，

十分な冷却を可能とするため，運転員による原子炉冷却材流

出の停止及び残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉

注水手段を整備する。これらの対策の概略系統図を第5.3.1

－1(1)図及び第5.3.1－1(2)図に，手順の概要を第5.3.1－2

図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。ま

た，重大事故等対策における設備と操作手順の関係を第5.3.1

－1表に示す。 

本事故シーケンスグループにおける重要事故シーケンスに

おいて，重大事故等対策に必要な要員は，中央制御室の運転

員及び緊急時対策要員で構成され，合計 10 名である。その内

訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，

当直副長１名，運転操作対応を行う運転員３名である。発電

所構内に常駐している要員のうち，通報連絡等を行う緊急時

対策本部要員は５名である。必要な要員と作業項目について

第 5.3.1－3 図に示す。 

 

 

 

 

なお，重要事故シーケンス以外の事故シーケンスについて

は，作業項目を重要事故シーケンスと比較し，必要な要員数

を確認した結果，10名で対処可能である。 

 

 

 

とから，評価条件が異な

る。 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

個所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

・運用及び設備設計の 

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 10 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

 

・体制の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 運用及び設備の相違

に伴う，必要要員数の相
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ａ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出確認 

 

原子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続さ

れた系統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷却材

の流出が発生する。原子炉冷却材の流出が長時間継続した場合，

原子炉水位が低下し残留熱除去系の運転が継続できなくなるこ

とから崩壊熱除去機能喪失に至る。 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出を確認

するために必要な計装設備は，原子炉水位である。 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停止

確認 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から漏えいし

ている箇所の隔離を行うことで，原子炉冷却材流出が停止する

ことを確認する。 

隔離操作完了により，正常な原子炉停止時冷却モードの運転

となる。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停止を

確認するために必要な計装設備は，原子炉水位である。 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出確

認 

原子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接続

された系統から，運転員の誤操作等により系外への原子炉冷

却材の流出が発生する。なお，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）の吸込み配管の高さは燃料有効長頂部以下にあるた

め，本事故シーケンスの水位低下量においては崩壊熱除去機

能は維持される。 

 

 

 

 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出を確

認するために必要な計装設備は，原子炉水位（広帯域）であ

る。 

（添付資料 5.1.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ａ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出確

認 

原子炉の運転停止中に原子炉冷却材圧力バウンダリに接

続された系統から，運転員の誤操作等により系外への原子

炉冷却材の流出が発生する。なお，残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）の吸い込み配管の高さは燃料棒有効長

頂部以下にあるため，本事故シーケンスの水位低下量にお

いては崩壊熱除去機能は維持される。 

 

 

 

 

 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出を

確認するために必要な計装設備は，サプレッション・プー

ル水位（ＳＡ）等である。 

 

 

 

 

 

 

ｂ．原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停

止確認 

原子炉冷却材圧力バウンダリに接続された系統から漏え

いしている箇所の隔離を行うことで，原子炉冷却材流出が

停止することを確認する。 

隔離操作完了により，正常な原子炉停止時冷却モードの

運転となる。 

原子炉冷却材圧力バウンダリ外への原子炉冷却材流出停

止を確認するために必要な計装設備は，サプレッション・

プール水位（ＳＡ）等である。 

 

 

 

 

 

違。 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉はＢＷＲ-

５であり，ＲＨＲ吸い込

み配管は再循環配管か

ら取水しているため，燃

料棒有効長頂部到達ま

で崩壊熱除去機能は維

持される。 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

ウェル満水時において

原子炉冷却材流出を優

先的に確認する計器を

記載している。 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後，

原子炉注水を実施する。 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

ウェル満水時において

原子炉冷却材流出停止

を優先的に確認する計

器を記載している。 
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ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水 

原子炉冷却材流出により低下した原子炉水位を回復するた

め，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（低圧注水

モード）運転による原子炉注水を開始し，原子炉水位を回復す

る。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水を確

認するために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等であ

る。 

ｂ．残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水 

原子炉冷却材流出により低下した原子炉水位を回復するた

め，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（低圧注

水系）による原子炉注水を開始し，原子炉水位を回復する。 

 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水を確認する

ために必要な計装設備は，残留熱除去系系統流量等である。 

 

ｃ．残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水 

原子炉冷却材流出により低下した原子炉水位を回復する

ため，中央制御室からの遠隔操作により残留熱除去系（低

圧注水モード）運転による原子炉注水を開始し，原子炉水

位を回復する。 

残留熱除去系（低圧注水モード）運転による原子炉注水

を確認するために必要な計装設備は，残留熱除去ポンプ出

口流量等である。 

 

5.3.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事故

シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示

すとおり，事象認知までに要する時間（点検作業に伴う原子炉

冷却材の流出事象は検知が容易）及び原子炉冷却材の流出量の

観点から「原子炉冷却材流出（RHR 系統切替え時のミニマムフ

ロー弁操作誤り）＋崩壊熱除去・注水系失敗」である※1。 

 

残留熱除去系は通常，3 系統あるうち 1 系統又は 2 系統を用

いて，崩壊熱除去を実施しており，作業や点検等に伴い系統切

替えを実施する場合がある。系統切替えに当たって，原子炉冷

却材が系外に流出しないように系統構成を十分に確認して行う

が，操作の誤り等によって原子炉冷却材が系外に流出する事象

を想定している。 

「RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤り」は原子炉

冷却材流出事象発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象で

あり，原子炉圧力容器の上蓋が開放されている「POS B 原子炉

ウェル満水状態」が検知性及び放射線遮蔽の考慮の観点で最も

厳しい想定である。なお，有効燃料棒頂部まで原子炉水位が低

下するまでの時間余裕という観点では原子炉未開放状態が厳し

くなるが，その場合であっても2 時間以上の時間余裕※2があり，

かつ，原子炉水位計による警報発生，緩和設備の起動等に期待

できるため，原子炉開放時と比べて速やかな検知と注水が可能

であり，評価項目を満足できる。したがって，当該プラント状

態を基本とし，他のプラント状態も考慮した想定において評価

項目を満足することを確認することにより，運転停止中の他の

プラント状態においても，評価項目を満足できる。 

 

5.3.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価する上で選定した重要事

故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」

に示すとおり，事象認知までに要する時間（点検作業に伴う

原子炉冷却材の流出事象は検知が容易）及び原子炉冷却材の

流出量の観点から，「原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ系統切替時

のＬＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」である※１。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）は通常，2 系統ある

うち 1 系統を用いて，崩壊熱除去を実施しており，作業や点

検等に伴い系統切替を実施する場合がある。系統切替に当た

って，原子炉冷却材が系外に流出しないように系統構成を十

分に確認して行うが，操作の誤り等によって原子炉冷却材が

系外に流出する事象を想定している。 

「ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡ」は原子炉冷却材流出事象

発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象であり，原子炉

圧力容器の上蓋が開放されている「ＰＯＳ－Ｂ 原子炉ウェル

満水状態」が検知性及び放射線遮蔽の考慮の観点で最も厳し

い想定である。なお，燃料有効長頂部まで原子炉水位が低下

するまでの時間余裕という観点では原子炉未開放状態が厳し

くなるが，その場合であっても約 3.5 時間の時間余裕※２があ

り，かつ，原子炉水位（広帯域）による警報発生，緩和設備

の起動等に期待できるため，原子炉開放時と比べて速やかな

検知と注水が可能であり，評価項目を満足できる。したがっ

て，当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮

した想定において評価項目を満足することを確認することに

より，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項目

を満足できる。 

5.3.2 燃料損傷防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本事故シーケンスグループを評価するうえで選定した重要

事故シーケンスは，「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設

定」に示すとおり，事象認知までに要する時間（点検作業に

伴う原子炉冷却材の流出事象は検知が容易）及び原子炉冷却

材の流出量の観点から「原子炉冷却材の流出（残留熱除去系

切替時の冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」である※１。 

 

残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）は通常，２系統

あるうち１系統を用いて，崩壊熱除去を実施しており，作業

や点検等に伴い系統切替えを実施する場合がある。系統切替

えに当たって，原子炉冷却材が系外に流出しないように系統

構成を十分に確認して行うが，操作の誤り等によって原子炉

冷却材が系外に流出する事象を想定している。 

「残留熱除去系切替時の冷却材流出」は原子炉冷却材流出

事象発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象であり，原

子炉圧力容器の上蓋が開放されている「ＰＯＳ－Ｂ 原子炉

ウェル満水状態」が検知性及び放射線遮蔽の考慮の観点で最

も厳しい想定である。なお，燃料棒有効長頂部まで原子炉水

位が低下するまでの時間余裕という観点では原子炉未開放状

態が厳しくなるが，その場合であっても約1.3時間の時間余裕

※２があり，かつ，原子炉水位計による警報発生，緩和設備の

起動等に期待できるため，原子炉開放時と比べて速やかな検

知と注水が可能であり，評価項目を満足できる。したがって，

当該プラント状態を基本とし，他のプラント状態も考慮した

想定において評価項目を満足することを確認することによ

り，運転停止中の他のプラント状態においても，評価項目を

満足できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

残留熱除去系の系統

（熱交換器の数）の相

違。 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

5.3-4



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所（2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

本重要事故シーケンスでは，操作の誤り等による原子炉冷却

材の系外流出により原子炉水位が低下するが，有効燃料棒頂部

の冠水及び未臨界を維持できることを評価する。さらに，原子

炉水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できることを評

価する。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重要

事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価

項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価す

る。 

※1 RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤りによる流

出量は他の原子炉冷却材流出事象と比べて流出量が大きい

（付録 1 別添 柏崎刈羽原子力発電所６号及び 7 号炉確率

論的リスク評価(PRA)について 添付資料 3.1.2.c-3 冷却材

流出事象の流出量及び余裕時間の算出方法について） 

 

 

 

 

※2 流出により通常運転水位から残留熱除去系の吸込配管の

高さまで水位が低下後，蒸発により水位が有効燃料棒頂部ま

で低下するまでの時間（停止 1 日後の崩壊熱を想定） 

（添付資料 5.3.1, 5.3.2） 

 

 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評価

条件を第 5.3.2 表に示す。また，主要な評価条件について，本

重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の開放時について評価する。原子炉未開

放時においては原子炉水位計による警報発生，緩和設備の

起動等に期待できる。また，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却モード）の吸込配管が有効燃料棒頂部より高い位置に

あるため，有効燃料棒頂部が露出する前に流出が停止する。 

本重要事故シーケンスでは，操作の誤り等による原子炉冷

却材の系外流出により原子炉水位が低下するが，燃料有効長

頂部の冠水及び未臨界を維持できることを評価する。さらに，

原子炉水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保できるこ

とを評価する。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

※1 ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡは他の原子炉冷却材流出事

象と比べて事象検知の観点で厳しい。 

 

 

 

 

 

 

 

※2 原子炉冷却材の流出により原子炉水位が通常運転水位か

ら燃料有効長頂部まで低下するまでの時間 

（添付資料 5.3.1，5.3.2） 

 

 

 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.3－2 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の開放時について評価する。原子炉未開

放時においては原子炉水位（広帯域）による警報発生，緩

和設備の起動等に期待できる。 

 

 

本重要事故シーケンスでは，操作の誤り等による原子炉冷

却材の系外流出により原子炉水位が低下するが，燃料棒有効

長頂部の冠水及び未臨界を維持できることを評価する。さら

に，原子炉水位が放射線の遮蔽が維持される水位を確保でき

ることを評価する。 

また，評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，本重

要事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，

評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を

評価する。 

※１ 残留熱除去系切替え時の冷却材流出による流出量は他

の原子炉冷却材流出事象と比べて流出量が大きい（付録１ 

別添 島根原子力発電所２号炉 確率論的リスク評価(ＰＲ

Ａ)について 補足説明資料1.1.2.c-3 冷却材流出事象の

流出量及び余裕時間の算出方法について） 

 

 

 

 

※２ 原子炉冷却材の流出により原子炉水位が通常運転水位

から燃料棒有効長頂部まで低下するまでの時間 

（添付資料5.3.1，5.3.2） 

 

 

 

 

 

(2) 有効性評価の条件 

本重要事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な評

価条件を第 5.3.2－1 表に示す。また，主要な評価条件につい

て，本重要事故シーケンス特有の評価条件を以下に示す。 

 

ａ．初期条件 

(a) 原子炉圧力容器の状態 

原子炉圧力容器の開放時について評価する。原子炉未

開放時においては原子炉水位計による警報発生，緩和設

備の起動等に期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，他の事

象に比べて事象検知が

困難であることに加え，

流出量が大きいことも

踏まえ，「残留熱除去系

切替時の冷却材流出」を

選定している。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，ＢＷＲ

-５であり，ＲＨＲ吸い

込み配管は再循環配管

から取水しているため，

燃料棒有効長頂部到達

まで崩壊熱除去機能は

維持される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉はＢＷＲ-
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(b) 原子炉初期水位及び原子炉初期水温 

事象発生前の原子炉の初期水位は，原子炉ウェル満水の

水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，使用済燃料プ

ールと原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは

閉を仮定する。また，原子炉初期水温は 52℃とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，残留熱除去系の系統切替え時に原子炉

冷却材が流出するものとする。具体的には，ミニマムフロ

ー弁の閉操作忘れの人的過誤による原子炉冷却材のサプレ

ッション・チェンバへの流出を想定し，流出量は約 87m3/h 

とする。 

 

 

 

 

 

 

(b) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

本想定事象では崩壊熱除去機能喪失を仮定した場合も，

事象発生から安定状態に至る時間に対して，原子炉水温が

100℃に到達するまでの時間が事象発生から 5 時間以上と

長いため，崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発につい

ては，考慮しない。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機によって給電を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉の初期水位は，原子炉ウェル満水の

水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，使用済燃料プ

ールと原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは

閉を仮定する。また，原子炉水温は 52℃とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

の系統切替時に原子炉冷却材が流出するものとする。具体

的には，系統構成の際，残留熱除去系停止時冷却注入弁の

開操作が不十分な状態で残留熱除去系ポンプを起動するこ

とにより，残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁がインタ

ーロックにより自動開となり，開固着することによる原子

炉冷却材のサプレッション・チェンバへの流出を想定し，

流出量は約 47m３／h とする。 

 

 

 

(b) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

本想定事象では崩壊熱除去機能喪失を仮定した場合も，

事象発生から安定状態に至る時間に対して，原子炉水温が

100℃に到達するまでの時間が事象発生から約 3.7 時間と

長いため，崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発につい

ては，考慮しない。 

(c) 外部電源 

外部電源はあるものとする。 

外部電源がない場合は，原子炉保護系電源の喪失により

残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）のポンプ吸込ライン

の格納容器隔離弁が閉となり，原子炉冷却材流出が停止す

ることとなる。このため，原子炉冷却材流出が継続する厳

しい想定となるよう，外部電源はあるものとする。 

 

 

 

 

 

 

(b) 原子炉水位及び原子炉水温 

事象発生前の原子炉の初期水位は，原子炉ウェル満水

の水位とし，保有水量を厳しく見積もるため，燃料プー

ルと原子炉ウェルの間に設置されているプールゲートは

閉を仮定する。また，原子炉水温は 52℃とする。 

 

ｂ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）の系統切替え時に原子炉冷却材が流出するものと

する。具体的には，ミニマムフロー弁の閉操作忘れの人

的過誤による原子炉冷却材のサプレッション・チェンバ

への流出を想定し，流出量は約 94m3/h とする。 

 

 

 

 

 

 

(b) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

本想定事象では崩壊熱除去機能喪失を仮定した場合

も，事象発生から安定状態に至る時間に対して，原子炉

水温が 100℃に到達するまでの時間が事象発生から５時

間以上と長いため，崩壊熱による原子炉水温の上昇及び

蒸発については，考慮しない。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

外部電源が使用できない場合においても，非常用ディ

ーゼル発電機にて残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水が可能であり，外部電源がある場合と事象

進展は同等となるが，資源の評価の観点で厳しい評価条

件となる外部電源が使用できない場合を想定する。 

 

５であり，ＲＨＲ吸い込

み配管は再循環配管か

ら取水しているため，燃

料棒有効長頂部到達ま

で崩壊熱除去機能は維

持される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，人的過

誤を仮定するため，全閉

すべきミニマムフロー

弁を全開のままとする

ことを想定。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

  

 

 

・評価結果の相違 

【東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，資源の

観点で厳しい外部電源

なしを設定。なお島根２

号炉では，外部電源の喪

失による原子炉格納容
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ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量

は 954m3/h とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操

作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設

定する。 

(a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転中の残留熱

除去系ポンプミニマムフロー弁閉止及び待機中の残留熱除

去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，原子炉水位低

下確認後，原因調査を開始し，事象発生から 2 時間後に実

施するものとする。 

なお，本評価事象においては漏えい箇所の隔離が容易であ

るため，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水

操作は残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁閉止操作完了

後に実施するものとしている。ただし，両操作とも水位低下

を認知して実施する操作であり, 事象によっては原子炉注

水操作を残留熱除去系ポンプミニマムフロー弁閉止操作完

了前に実施することもある。 

（添付資料 5.3.2） 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.3.5 

図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.3.6 図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，原子炉冷却材が流出することにより，原子炉

水位は低下し始めるが，原子炉水位の低下により異常事象を

認知し，事象発生から 2 時間経過した時点で，残留熱除去系

ポンプミニマムフロー弁閉止操作完了後，待機中の残留熱除

去系ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水を行う。 

その後は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転

により崩壊熱除去機能を回復する。 

 

 

ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水系） 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水流量は 1,605m

３／h とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時

間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

 

(a) 待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水

は，原子炉水位低下確認後，事象発生から 2 時間後に実

施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第 5.3

－4 図に，原子炉水位と線量率の関係を第 5.3－5 図に示す。 

 

ａ．事象進展 

事象発生後，原子炉冷却材が流出することにより，原子

炉水位は低下し始めるが，原子炉水位の低下により異常事

象を認知し，事象発生から約2 時間経過した時点で，待機

中の残留熱除去系ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注

水系）による原子炉注水を行う。 

 

その後は，漏えい箇所の隔離操作を行い，運転中の残留

熱除去系（低圧注水系）を残留熱除去系（原子炉停止時冷

 

 

 ｃ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 残留熱除去系（低圧注水モード） 

   残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水流量

は 1,136m3/h とする。 

 

ｄ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の

操作時間に対する仮定」に示す分類に従って以下のとおり

設定する。 

(a) 残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運転中の残

留熱除去ポンプミニマムフロー弁閉止及び待機中の残留

熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水は，原子

炉水位低下確認後，原因調査を開始し，事象発生から２

時間後に実施するものとする。 

なお，本評価事象においては漏えい箇所の隔離が容易

であるため，残留熱除去系（低圧注水モード）による原

子炉注水操作は残留熱除去ポンプミニマムフロー弁閉止

操作完了後に実施するものとしている。ただし，両操作

とも水位低下を認知して実施する操作であり，事象によ

っては原子炉注水操作を残留熱除去ポンプミニマムフロ

ー弁閉止操作完了前に実施することもある。 

（添付資料 5.3.2） 

 

(3) 有効性評価の結果 

本重要事故シーケンスにおける原子炉水位の推移を第

5.3.2－1図に，原子炉水位と線量率の関係を第5.3.2－2図に

示す。 

ａ．事象進展 

事象発生後，原子炉冷却材が流出することにより，原子

炉水位は低下し始めるが，原子炉水位の低下により異常事

象を認知し，事象発生から２時間経過した時点で，残留熱

除去ポンプミニマムフロー弁閉止操作完了後，待機中の残

留熱除去ポンプを起動し，残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水を行う。 

その後は，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）運

転により崩壊熱除去機能を回復する。 

器隔離弁の閉弁は発生

しない。 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 
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線量率の評価点は原子炉建屋オペレーティングフロアの床

付近としており，有効燃料棒頂部の約 15m 上の水位での線量

率は 1.0×10-3mSv/h 以下であり，この水位において放射線の

遮蔽は維持されている。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.3.5 図に示すとおり，有効燃料棒頂部

の約 15m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持される。 

 

第 5.3.6 図に示すとおり，必要な遮蔽※3 が維持できる水位

である有効燃料棒頂部の約3.0m 上を下回ることがないため，

放射線の遮蔽は維持される。なお，線量率の評価点は原子炉

建屋オペレーティングフロアの床付近としている。 

 

また，全制御棒全挿入状態が維持されているため，未臨界

は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（低圧注水モード）によ

る原子炉注水を停止し，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モ

ード）運転による原子炉圧力容器除熱を行うことで，安定状

態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目の

設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有効性

を確認した。 

※3 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv/h とする。原子

炉冷却材流出における原子炉建屋オペレーティングフロア

での作業時間及び作業員の退避は 1 時間以内であり，作業

員の被ばく量は最大でも 10mSv となるため，緊急作業時に

おける被ばく限度の 100mSv に対して余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋オ

ペレーティングフロアでの操作を必要な作業としていない

が，燃料プール代替注水系（可搬型スプレイヘッダ）を使用

した使用済燃料プールへの注水について仮に考慮し，可搬型

スプレイヘッダ及びホースの設置にかかる作業時間を想定

した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率 10mSv/h は，定期検査作

業時での原子炉建屋オペレーティングフロアにおける線量

率を考慮した値である。 

却系）に切り替えて原子炉除熱を行う。 

線量率の評価点は原子炉建屋原子炉棟6 階の床付近とし

ており，燃料有効長頂部の約15m 上の水位での線量率は1.0

×10－３mSv／h 以下であり，この水位において放射線の遮

蔽は維持されている。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は，第 5.3－4 図に示すとおり，燃料有効長

頂部の約 15m 上まで低下するにとどまり，燃料は冠水維持

される。 

第 5.3－5 図に示すとおり，必要な遮蔽※が維持できる水

位である燃料有効長頂部の約 2.6m 上を下回ることがない

ため，放射線の遮蔽は維持される。なお，線量率の評価点

は原子炉建屋原子炉棟 6 階の床付近としている。 

 

また，全制御棒全挿入状態が維持されているため，未臨

界は確保されており，安定状態を維持できる。 

 

 

 

 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項

目の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の

有効性を確認した。 

※ 必要な遮蔽の目安とした線量率は 10mSv／h とする。原子

炉冷却材流出における原子炉建屋原子炉棟 6 階での作業時

間及び作業員の退避は 2.2 時間以内であり，作業員の被ば

く量は最大でも 22mSv となるため，緊急作業時における被ば

く限度の 100mSv に対して余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建屋原

子炉棟 6階での操作を必要な作業としていないが，可搬型代

替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系（可搬型スプ

レイノズル）を使用した使用済燃料プールスプレイの準備操

作について仮に考慮し，可搬型スプレイノズル及びホースの

設置にかかる作業時間を想定した。 

必要な遮蔽の目安とした線量率10mSv／h は，施設定期検

査作業時での原子炉建屋原子炉棟6 階における線量率を考

慮した値である。 

 

線量率の評価点は原子炉建物原子炉棟４階の燃料取替機

台車床としており，燃料棒有効長頂部の約15m上の水位での

線量率は1.0×10-3mSv/h以下であり，この水位において放射

線の遮蔽は維持されている。 

 

ｂ．評価項目等 

原子炉水位は第 5.3.2－1図に示すとおり，燃料棒有効長

頂部の約 15m 上まで低下するに留まり，燃料は冠水維持さ

れる。 

第 5.3.2－2 図に示すとおり，必要な遮蔽※３が維持でき

る水位である燃料棒有効長頂部の約 2.5m 上を下回ること

がないため，放射線の遮蔽は維持される。なお，線量率の

評価点は原子炉建物原子炉棟４階の燃料取替機台車床とし

ている。 

また，全制御棒全挿入状態が維持されているため，未臨

界は確保されている。 

原子炉水位回復後，残留熱除去系（低圧注水モード）に

よる原子炉注水を停止し，残留熱除去系（原子炉停止時冷

却モード）運転による原子炉圧力容器除熱を行うことで，

安定状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.4.2 有効性を確認するための評価項目

の設定」に示す(1)から(3)の評価項目について，対策の有

効性を確認した。 

※３ 必要な遮蔽の目安とした線量率は10mSv/hとする。原子

炉冷却材流出における原子炉建物原子炉棟４階からの現

場作業員の退避は２時間以内であり，作業員の被ばく量は

最大でも20mSvとなるため，緊急作業時における被ばく限

度の100mSvに対して余裕がある。 

本事故に応じた燃料損傷防止対策において原子炉建物

原子炉棟４階での操作を必要な作業としていないが，燃料

プールスプレイ系（可搬型スプレイノズル）を使用した燃

料プールへの注水について仮に考慮し，可搬型スプレイノ

ズル及びホースの設置にかかる作業時間を想定した。 

 

必要な遮蔽の目安とした線量率10mSv/hは，定期事業者検

査作業時での原子炉建物原子炉棟４階における線量率を考

慮した値である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の現場作

業員の退避時間を考慮

した評価結果。 
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この線量率となる水位は有効燃料棒頂部の約 3.0m 上（原

子炉ウェル満水から約 14m 下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.6，5.3.3） 

 

この線量率となる水位は燃料有効長頂部の約2.6m上（原

子炉ウェル満水から約14m下）の位置である。 

（添付資料 5.1.5，5.3.1，5.3.3） 

この線量率となる水位は燃料棒有効長頂部の約2.5m上

（原子炉ウェル満水から約14m下）の位置である。 

（添付資料 4.1.2, 5.1.6，5.3.3） 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

5.3.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操作時

間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，事象進展が緩やかであり，運転員等

操作である待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）により，水

位を回復させることが特徴である。また，不確かさの影響を確認

する運転員等操作は，待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水操作とする。 

 

 

 (1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条

件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件

は，第 5.3.2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計

値等，最確条件とした場合の影響を確認する。また，評価条件

の設定に当たっては，評価項目に対する余裕が小さくなるよう

な設定があることから,その中で事象進展に有意な影響を与え

ると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

 

（a）運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉水温は評価条件の52℃に対して最確条件

は約 37℃～約 48℃であり，本評価条件の不確かさとして，最

確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉水温よ

り低くなり，沸騰開始時間は遅くなるため，原子炉水位が有

効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなり，原子炉冷却材流

出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とす

るものであることから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

 

 

5.3.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，事象進展が緩やかであり，運転

員等操作である待機中の残留熱除去系（低圧注水系）により，

水位を回復させることが特徴である。また，不確かさの影響

を確認する運転員等操作は，待機中の残留熱除去系（低圧注

水系）による原子炉注水操作とする。 

 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.3－2 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を確認する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目に対する余

裕が小さくなるような設定があることから，その中で事象

進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響

評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.3.3 評価条件の不確かさの影響評価 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を評価するものとする。 

本重要事故シーケンスは，事象進展が緩やかであり，運転

員等操作である待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）に

より，水位を回復させることが特徴である。また，不確かさ

の影響を確認する運転員等操作は，原子炉冷却材流出の停止

操作及び待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）による原

子炉注水操作とする。 

 

(1) 評価条件の不確かさの影響評価 

a. 初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条

件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器

条件は，第 5.3.2-1 表に示すとおりであり，それらの条件

設定を設計値等，最確条件とした場合の影響を確認する。

また，評価条件の設定に当たっては，評価項目に対する余

裕が小さくなるような設定があることから,その中で事象

進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響

評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運用の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

注水前に漏えい箇所の

隔離操作を実施すると

しており，不確かさの影

響を確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉はＢＷＲ-

５であり，ＲＨＲ吸い込

み配管は再循環配管か

ら取水しているため，燃

料棒有効長頂部到達ま

で崩壊熱除去機能は維

持されること，また崩壊

熱除去機能喪失を仮定
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初期条件の原子炉水位は，評価条件の原子炉ウェル満水に

対して最確条件とした場合は，事故事象ごとに異なり，原子

炉ウェル水張り実施中においては，評価条件よりも原子炉初

期水位は低くなるが，既に原子炉注水を実施しており，また

原子炉冷却材流出の停止のための隔離操作は，原子炉冷却材

流出の認知を起点とする操作であることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

初期条件のプールゲートの状態は評価条件のプールゲート

閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評価条件の不

確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設定して

いる保有水量より多くなるため，原子炉水位が有効燃料棒頂

部まで低下する時間は長くなるが，原子炉冷却材流出の停止

及び注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作で

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉圧

力容器の開放に対して最確条件は事故事象ごとに異なる。原

子炉圧力容器の未開放時は，原子炉水位計による警報発生，

緩和設備の起動等により原子炉冷却材流出の認知が早まるた

め，運転員等操作時間が早くなり，原子炉圧力容器の開放時

は，評価条件と同様となるが，原子炉冷却材流出の停止及び

注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作である

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

（b）評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉水温について，評価条件の 52℃に対して

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の原子炉ウェル満

水に対して最確条件とした場合は，事故事象ごとに異な

り，原子炉ウェル水張り実施中においては，評価条件よ

りも原子炉初期水位は低くなるが，既に原子炉注水を実

施しており，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

初期条件のプールゲートの状態は評価条件のプールゲー

ト閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評価条件

の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件で設

定している保有水量より多くなるため，原子炉水位が燃料

有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，原子炉注水操

作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作であること

から，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子炉

圧力容器の開放に対して最確条件は事故事象ごとに異な

る。原子炉圧力容器の未開放時は，原子炉水位（広帯域）

による警報発生，緩和設備の起動等により原子炉冷却材流

出の認知が早まるため，運転員等操作時間が早くなり，原

子炉圧力容器の開放時は，評価条件と同様となるが，原子

炉注水操作は原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作で

あることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

 

 

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位は，評価条件の原子炉ウェル満

水に対して最確条件とした場合は，事故事象ごとに異な

り，原子炉ウェル水張り実施中においては，評価条件よ

りも原子炉初期水位は低くなるが，既に原子炉注水を実

施しており，また原子炉冷却材流出の停止のための隔離

操作は，原子炉冷却材流出の認知を起点とする操作であ

ることから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

初期条件のプールゲートの状態は評価条件のプールゲ

ート閉に対して最確条件はプールゲート開であり，評価

条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条

件で設定している保有水量より多くなるため，原子炉水

位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長くなるが，

原子炉冷却材流出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流

出の認知を起点とする操作であることから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

初期条件の原子炉圧力容器の状態は，評価条件の原子

炉圧力容器の開放に対して最確条件は事故事象ごとに異

なる。原子炉圧力容器の未開放時は，原子炉水位計によ

る警報発生，緩和設備の起動等により原子炉冷却材流出

の認知が早まるため，運転員等操作時間が早くなり，原

子炉圧力容器の開放時は，評価条件と同様となるが，原

子炉冷却材流出の停止及び注水操作は原子炉冷却材流出

の認知を起点とする操作であることから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

  

 

 

 

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

 

した場合も，原子炉水温

が 100℃に到達するま

での時間が事象発生か

ら５時間以上と長いた

め，崩壊熱による原子炉

水温の上昇及び蒸発を

考慮していない。 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

注水前に漏えい箇所の

隔離操作を実施する。 

 

 

 

 

・運用の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２号炉は，原子炉

注水前に漏えい箇所の

隔離操作を実施する。 

 

 

 

 

・評価方針の相違 
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最確条件は約 37℃～約 48℃であり，評価条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，評価条件で設定している原子炉

初期水温より低くなり，沸騰開始時間は遅くなるため，原子

炉水位が有効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位及び原子炉圧力容器の状態につい

て，評価条件の原子炉圧力容器の開放及び原子炉ウェル満水

に対して最確条件は事故事象ごとに異なる。原子炉圧力容器

の開放時は，原子炉ウェルの水張りを実施しているため初期

水位が原子炉ウェル満水と高い位置となるが，原子炉圧力容

器等の遮蔽に期待できず，また原子炉水位計の警報による運

転員の認知に期待できないため，速やかな認知が困難である。

一方，原子炉圧力容器の未開放時は,原子炉圧力容器の開放時

と比べて，初期水位が低い位置であるが，原子炉圧力容器等

の遮蔽に期待でき，かつ，原子炉水位計による警報発生，緩

和設備の起動等により原子炉冷却材流出の認知が早まり，さ

らに放射線の遮蔽を維持できる有効燃料棒頂部の約 2.0m 上

に到達するまでの時間（約 1 時間）は認知の時間に比べて十

分長い。 

 

このため，現場作業員の退避時の被ばくを考慮した際も必

要な放射線の遮蔽は維持されることから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。また，原子炉水位が有効燃

料棒頂部まで低下する時間（停止１日後）は 2 時間以上と長

く，認知後すぐに隔離による原子炉冷却材流出の停止操作及

び原子炉注水操作を行えるため，操作時間が十分あることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位及び原子炉圧力容器の状態につい

て，評価条件の原子炉圧力容器の開放及び原子炉ウェル満

水に対して最確条件は事故事象ごとに異なる。原子炉圧力

容器の開放時は，原子炉ウェルの水張りを実施しているた

め初期水位が原子炉ウェル満水と高い位置となるが，原子

炉圧力容器等の遮蔽に期待できず，また原子炉水位（広帯

域）の警報による運転員の認知に期待できないため，速や

かな認知が困難である。一方，原子炉圧力容器の未開放時

は,原子炉圧力容器の開放時と比べて，初期水位が低い位置

であるが，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待でき，かつ，原

子炉水位（広帯域）による警報発生，緩和設備の起動等に

より原子炉冷却材流出の認知が早まり，さらに放射線の遮

蔽を維持できる燃料有効長頂部の約 1.7m 上に到達するま

での時間（約 2.3 時間）は認知の時間に比べて十分長い。 

 

このため，現場作業員の退避時の被ばくを考慮した際も

必要な放射線の遮蔽は維持されることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。また，原子炉水位が

燃料有効長頂部まで低下する時間は約 3.5 時間と長く，認

知後すぐに原子炉注水操作を行えるため，操作時間が十分

あることから，評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期条件の原子炉水位及び原子炉圧力容器の状態につ

いて，評価条件の原子炉圧力容器の開放及び原子炉ウェ

ル満水に対して最確条件は事故事象ごとに異なる。原子

炉圧力容器の開放時は,原子炉ウェルの水張りを実施し

ているため初期水位が原子炉ウェル満水と高い位置とな

るが，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待できず，また原子

炉水位計の警報による運転員の認知に期待できないた

め，速やかな認知が困難である。一方，原子炉圧力容器

の未開放時は，原子炉圧力容器の開放時と比べて，初期

水位が低い位置であるが，原子炉圧力容器等の遮蔽に期

待でき，かつ，原子炉水位計による警報発生，緩和設備

の起動等により原子炉冷却材流出の認知が早まるため，

放射線の遮蔽を維持できる燃料棒有効長頂部の約 1.8m

上に到達するまでの時間（事象発生から約 50分）までの

認知が可能である。 

このため，現場作業員の退避時の被ばくを考慮した際

も必要な放射線の遮蔽は維持されることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。また，原子炉

水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は約 1.3 時間

の時間余裕があり，認知後すぐに隔離による原子炉冷却

材流出の停止操作及び原子炉注水操作を行えるため，操

作時間が十分あることから，評価項目となるパラメータ

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉はＢＷＲ-

５であり，ＲＨＲ吸い込

み配管は再循環配管か

ら取水しているため，燃

料棒有効長頂部到達ま

で崩壊熱除去機能は維

持されること，また崩壊

熱除去機能喪失を仮定

した場合も，原子炉水温

が 100℃に到達するま

での時間が事象発生か

ら５時間以上と長いた

め，崩壊熱による原子炉

水温の上昇及び蒸発を

考慮していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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初期条件のプールゲートの状態において評価条件のプール

ゲート閉に対して，最確条件はプールゲート開であり，本評

価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評価条件

で設定している保有水量より多くなるため，原子炉水位が有

効燃料棒頂部まで低下する時間は長くなることから，評価項

目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，「要

員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び

「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が運転員等

操作時間に与える影響を評価する。また，運転員等操作時間に

与える影響が評価項目となるパラメータに与える影響を評価

し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，評価上の操作

開始時間として，事象発生から 2 時間後を設定している。運

転員等操作時間に与える影響として，実態の運転操作におい

ては，運転員の残留熱除去系系統切替え時のプラント状態確

認による早期の認知に期待できるため,評価の想定と比べ，早

く事象を認知できる可能性があり，評価上の操作開始時間に

対し，実態の原子炉冷却材流出の停止操作が早くなることか

ら，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，評価上の操作開始時間として，原子炉水位の低下

に伴う異常の認知及び現場操作の時間を考慮し，事象発生か

ら 2 時間後を設定している。運転員等操作時間に与える影響

として，原子炉水位低下時に原子炉注水の必要性を認知する

ことは容易であり，評価では事象発生から 2 時間後の原子炉

注水操作開始を設定しているが，実態は運転員の残留熱除去

系系統切替え時のプラント状態確認による早期の認知に期待

でき，速やかに原子炉注水操作を実施するため，その開始時

間は早くなることから，運転員等操作時間に対する余裕は大

きくなる。 

 

初期条件のプールゲートの状態において評価条件のプー

ルゲート閉に対して，最確条件はプールゲート開であり，

本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合は，評

価条件で設定している保有水量より多くなるため，原子炉

水位が燃料有効長頂部まで低下する時間は長くなることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」の 6 要因に分類し，これ

らの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。ま

た，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラ

メータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による

注水操作は，評価上の操作開始時間として，原子炉水位の

低下に伴う異常の認知を考慮し，事象発生から約 2 時間後

を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，

原子炉水位低下時に原子炉注水の必要性を認知することは

容易であり，評価では事象発生から約 2 時間後の原子炉注 

水操作開始を設定しているが，実態は運転員の残留熱除去

系（原子炉停止時冷却系）系統切替時のプラント状態確認

による早期の認知に期待でき，速やかに原子炉注水操作を

実施するため，その開始時間は早くなることから，運転員

等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

に与える影響は小さい。 

初期条件のプールゲートの状態において評価条件のプ

ールゲート閉に対して，最確条件はプールゲート開であ

り，本評価条件の不確かさとして，最確条件とした場合

は，評価条件で設定している保有水量より多くなるため，

原子炉水位が燃料棒有効長頂部まで低下する時間は長く

なることから，評価項目となるパラメータに対する余裕

は大きくなる。 

 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作の不確かさを「認知」，

「要員配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列

操作有無」及び「操作の確実さ」の６要因に分類し，これ

らの要因が運転員等操作時間に与える影響を評価する。ま

た，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となるパラ

メータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，評価上の

操作開始時間として，事象発生から２時間後を設定して

いる。運転員等操作時間に与える影響として，実態の運

転操作においては，運転員の残留熱除去系系統切替え時

のプラント状態確認による早期の認知に期待できるた

め，評価の想定と比べ，早く事象を認知できる可能性が

あり，評価上の操作開始時間に対し，実態の原子炉冷却

材流出の停止操作が早くなることから，運転員等操作時

間に対する余裕は大きくなる。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，評価上の操作開始時間として，原子炉水

位の低下に伴う異常の認知及び現場操作の時間を考慮

し，事象発生から２時間後を設定している。運転員等操

作時間に与える影響として，原子炉水位低下時に原子炉

注水の必要性を認知することは容易であり，評価では事

象発生から２時間後の原子炉注水操作開始を設定してい

るが，実態は運転員の残留熱除去系系統切替え時のプラ

ント状態確認による早期の認知に期待でき，速やかに原

子炉注水操作を実施するため，その開始時間は早くなる

ことから，運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 
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(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，運転員等操作

時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早まり，原

子炉水位の低下を緩和する可能性があることから，評価項目

となるパラメータに与える余裕は大きくなる。 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操

作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性が

あることから，評価項目となるパラメータに与える余裕は大

きくなる。 

（添付資料 5.3.4） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，

評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認でき

る範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作について，必要な遮

蔽が確保される最低水位に到達するまで約 13 時間であり，事

故を認知して原子炉注水を開始するまでの時間は2 時間である

ことから，時間余裕がある。 

 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注水

操作について，必要な遮蔽が確保される最低水位に到達するま

で約 13 時間であり，事故を認知して原子炉注水を開始するま

での時間は 2 時間であることから，時間余裕がある。 

（添付資料 5.3.4） 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

 

 (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

 

 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）による

注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態

の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和する可

能性があることから，評価項目となるパラメータに与える

余裕は大きくなる。 

 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，

評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確認でき

る範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水系）の注水操作

について，必要な遮蔽が維持される最低水位に到達するまで約

20 時間であり，事故を認知して原子炉注水を開始するまでの時

間は 2 時間であることから，時間余裕がある。 

 

 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作は，運転員等

操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間が早

まり，原子炉水位の低下を緩和する可能性があることか

ら，評価項目となるパラメータに与える余裕は大きくな

る。 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）

の注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，

実態の操作開始時間が早まり，原子炉水位の低下を緩和

する可能性があることから，評価項目となるパラメータ

に与える余裕は大きくなる。 

（添付資料 5.3.4） 

 

(2) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点か

ら，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効性が確

認できる範囲内での操作時間余裕を確認し，その結果を以下

に示す。 

操作条件の原子炉冷却材流出の停止操作について，必要な

遮蔽が確保される最低水位に到達するまでの時間は事象発生

から約10時間後であり，事故を認知して漏えい箇所の隔離が

完了し，原子炉注水を開始するまでの時間は事象発生から２

時間後であることから，時間余裕がある。 

 

 

 

操作条件の待機中の残留熱除去系（低圧注水モード）の注

水操作について，必要な遮蔽が確保される最低水位に到達す

るまでの時間は事象発生から約10時間後であり，事故を認知

して原子炉注水を開始するまでの時間は事象発生から２時間

後であることから，時間余裕がある。 

（添付資料5.3.4） 

(3) まとめ 

評価条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影

響及び操作時間余裕を確認した。その結果，評価条件の不確

かさが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合にお

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施

する。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

この他，評価項目となるパラメータに対して，対策の有効

性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕があ

る。 

（添付資料 5.3.4） 

 

いても，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

このほか，評価項目となるパラメータに対して，対策の有

効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間余裕が

ある。 

5.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，6 

号及び 7 号炉同時の重大事故等対策時における必要な要員は，

「5.3.1(3)燃料損傷防止対策」に示すとおり 14 名である。「6.2 

重大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で説明している運

転員，緊急時対策要員等の 64名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2)資源の評価条件」の条件

にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェンバ

のプール水を水源とすることから，枯渇することはないため，7 

日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機による電源供給については，事象発

生後 7 日間最大負荷で運転した場合，号炉あたり約 753kL の軽

油が必要となる。5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電

源設備及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につ

いては，事象発生直後からの運転を想定すると，7 日間の運転

5.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

重大事故等対策時における必要な要員は，「5.3.1(3) 燃料損

傷防止対策」に示すとおり9 名である。「6.2 重大事故等対

策時に必要な要員の評価結果」で説明している災害対策要員

（初動）の37 名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の

条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水について

は，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・チェ

ンバのプール水を水源とすることから，枯渇することはな

いため，7 日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

本重要事故シーケンスは，外部電源がある場合を想定し

た事象であるため，軽油貯蔵タンクに保有する軽油の使用

は想定していない。 

 

 

5.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

重大事故等対策時における必要な要員は，「5.3.1(3) 燃料損

傷防止対策」に示すとおり10名である。「6.2 重大事故等対策

時に必要な要員の評価結果」で説明している運転員，緊急時

対策要員等の43名で対処可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 必要な資源の評価 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」において，

必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源の評価条件」の

条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水につ

いては，必要な注水量が少なく，また，サプレッション・

チェンバのプール水を水源とし，循環することから，枯渇

することはないため，７日間の継続実施が可能である。 

 

ｂ．燃料 

非常用ディーゼル発電機等による電源供給については，

保守的に事象発生後７日間最大負荷で運転した場合，運転

継続に約 700m3の軽油が必要となる。非常用ディーゼル発

電機燃料貯蔵タンク等にて約730m3の軽油を保有しており，

これらの使用が可能であることから，非常用ディーゼル発

 

 

 

 

・運用及び設備設計の 

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

プラント基数，設備設

計及び運用の違いによ

り必要要員数は異なる

が，タイムチャートによ

り要員の充足性を確認

している。なお，これら

要員 10 名は夜間・休日

を含め発電所に常駐し

ている要員である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 
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継続に合計約 13kL の軽油が必要となる。（6 号及び 7 号炉合計

約 1,519kL） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 号及び 7 号炉の各軽油タンクにて約 1,020kL（6 号及び 7 

号炉合計約 2,040kL）の軽油を保有しており，これらの使用が

可能であることから，非常用ディーゼル発電機による電源供給，

5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備による電源

供給及びモニタリング・ポスト用発電機による電源供給につい

て，7 日間の継続が可能である。 

（添付資料 5.3.5） 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼル発

電機によって給電を行うものとする。6 号及び 7 号炉において

重大事故等対策時に必要な負荷は，各号炉の非常用ディーゼル

発電機負荷に含まれることから，非常用ディーゼル発電機によ

る電源供給が可能である。 

 

 

 

 

 

また，5 号炉原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備及

びモニタリング・ポスト用発電機についても，必要負荷に対し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．電源 

本重要事故シーケンスは，外部電源がある場合を想定し

た事象であるため，非常用ディーゼル発電機等からの電源

供給は想定していない。 

電機等による電源供給について，７日間の継続が可能であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急時対策所用発電機による電源供給については，保守

的に事象発生直後から最大負荷での運転を想定すると，７

日間の運転継続に約８m3 の軽油が必要となる。緊急時対策

所用燃料地下タンクにて約 45m3の軽油を保有しており，こ

の使用が可能であることから，緊急時対策所用発電機によ

る電源供給について，７日間の継続が可能である。 

 

（添付資料5.3.5） 

 

 

 

 

ｃ．電源 

外部電源は使用できないものと仮定し，非常用ディーゼ

ル発電機等によって給電を行うものとする。重大事故等対

策時に必要な負荷は，非常用ディーゼル発電機等は負荷に

含まれることから，非常用ディーゼル発電機等による電源

供給が可能である。 

 

 

 

 

 

また，緊急時対策所用発電機についても，必要負荷に対

しての電源供給が可能である。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，モニタ

リングポストの電源は

非常用交流電源設備又

は常設代替交流電源設

備の電源負荷に含まれ

る。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，緊急時

対策所用発電機用の燃

料タンクを有している。

また，モニタリングポス

トは非常用交流電源設

備又は常設代替交流電

源設備による電源供給

が可能である。 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，SA 事

象を鑑みて，外部電源の

喪失を仮定している。 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，高圧炉

心スプレイ系ディーゼ

ル発電機もある。 

・設備設計の相違 

 【柏崎 6/7】 
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ての電源供給が可能である。  モニタリングポスト

は非常用交流電源設備

又は常設代替交流電源

設備による電源供給が

可能である。 

 

5.3.5 結論 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，系統

切替え操作の誤り等によって原子炉冷却材が系外に流出するこ

とで原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，燃料損傷に至るこ

とが特徴である。事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流

出」に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去系による

原子炉注水手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」の重要事故

シーケンス「残留熱除去系の系統切替え時に操作の誤り等によ

って原子炉冷却材が系外へ流出する事故」について有効性評価

を実施した。 

上記の場合においても，残留熱除去系による原子炉注水を行

うことにより，燃料は露出することなく有効燃料棒頂部は冠水

しているため，燃料損傷することはない。 

 

その結果，有効燃料棒頂部の冠水，放射線の遮蔽の維持及び

制御棒の全挿入状態が維持されており未臨界の確保ができるこ

とから，評価項目を満足している。また，安定状態を維持でき

る。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作時

間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は

小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操

作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合でも一定

の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策要

員にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供

給可能である。 

以上のことから，残留熱除去系による原子炉注水等の燃料損

傷防止対策は，選定した重要事故シーケンスに対して有効であ

ることが確認でき，事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の

流出」に対して有効である。 

5.3.5 結論 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，系

統切替操作の誤り等によって原子炉冷却材が系外に流出する

ことで原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，燃料損傷に至

ることが特徴である。事故シーケンスグループ「原子炉冷却

材の流出」に対する燃料損傷防止対策としては，残留熱除去

系（低圧注水系）による原子炉注水手段を整備している。 

 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」の重要事

故シーケンス「原子炉冷却材の流出（ＲＨＲ系統切替時のＬ

ＯＣＡ）＋崩壊熱除去・炉心冷却失敗」について有効性評価

を実施した。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水系）によ

る原子炉注水を行うことにより，燃料は露出することなく燃

料有効長頂部は冠水しているため，燃料損傷することはない。 

 

その結果，燃料有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽の維持及

び制御棒の全挿入状態が維持されており未臨界の確保ができ

ることから，評価項目を満足している。また，安定状態を維

持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作

時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合

でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，災害対策要員にて確保

可能である。また，必要な水源，燃料及び電源を供給可能で

ある。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水系）による原子

炉注水等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シーケン

スに対して有効であることが確認でき，事故シーケンスグル

ープ「原子炉冷却材の流出」に対して有効である。 

5.3.5 結論  

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」では，系

統切替え操作の誤り等によって原子炉冷却材が系外に流出す

ることで原子炉圧力容器内の保有水量が減少し，燃料損傷に

至ることが特徴である。事故シーケンスグループ「原子炉冷

却材の流出」に対する燃料損傷防止対策としては，原子炉冷

却材流出の停止及び残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水手段を整備している。 

事故シーケンスグループ「原子炉冷却材の流出」の重要事

故シーケンス「原子炉冷却材の流出（残留熱除去系切替時の

冷却材流出）＋流出隔離・炉心冷却失敗」について有効性評

価を実施した。 

上記の場合においても，残留熱除去系（低圧注水モード）

による原子炉注水を行うことにより，燃料は露出することな

く燃料棒有効長頂部は冠水しているため，燃料損傷すること

はない。 

その結果，燃料棒有効長頂部の冠水，放射線の遮蔽の維持

及び制御棒の全挿入状態が維持されており未臨界の確保がで

きることから，評価項目を満足している。また，安定状態を

維持できる。 

評価条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作

時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影

響は小さい。また，対策の有効性が確認できる範囲内におい

て，操作時間余裕について確認した結果，操作が遅れた場合

でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び緊急時対策

要員にて確保可能である。また，必要な水源，燃料及び電源

を供給可能である。 

以上のことから，残留熱除去系（低圧注水モード）による

原子炉注水等の燃料損傷防止対策は，選定した重要事故シー

ケンスに対して有効であることが確認でき，事故シーケンス

グループ「原子炉冷却材の流出」に対して有効である。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

る。 
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第5.3.1 図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の 

概略系統図(1/2）（原子炉停止時冷却系統構成失敗） 

 

 

 

 

第5.3.2 図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の 

概略系統図(2/2）（原子炉注水及び原子炉停止時冷却）） 

 

 

 

 

 

第 5.3－1 図 原子炉冷却材の流出時の重大事故等対策の概略系統

図（1／2）（原子炉冷却材流出の発生段階） 

 

 

 

 

 

 

第 5.3－1 図 原子炉冷却材の流出時の重大事故等対策の概略系統

図（2／2）（残留熱除去系（低圧注水系）による原子炉注水段階 

 

 

  

第5.3.1－1(1)図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の 

概略系統図（原子炉停止時冷却系統構成失敗） 

 

 

 

  

第 5.3.1－1(2)図 「原子炉冷却材の流出」の重大事故等対策の 

概略系統図（漏えい箇所の隔離操作，原子炉注水及び原子炉停止

時冷却） 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

差異理由は，島根２

号炉「第 5.3.1－2

図 「原子炉冷却材

の流出」の対応手順

の概要」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

 

 

差異理由は，島根２

号炉「第 5.3.1－2

図 「原子炉冷却材

の流出」の対応手順

の概要」の備考欄参

照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

①島根２号炉は，漏

えい個所の隔離操作

実施後，原子炉を注

水。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

②島根２号炉は，有

効性評価の対象とし

ていないが，ほかに

取り得る手段を記

載。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 備  考 

 

第 5.3.4 図 「原子炉冷却材の流出」の作業と所要時間 

差異理由は，島根２

号炉「第 5.3.1－3

図 「原子炉冷却材

の流出」の作業と所

要時間」の備考欄参

照。 
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東海第二発電所（2018.9.12 版） 備  考 

 

 
第 5.3－3 図 原子炉冷却材の流出時の作業と所要時間 

差異理由は，島根２

号炉「第 5.3.1－3

図 「原子炉冷却材

の流出」の作業と所

要時間」の備考欄参

照。 
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島根原子力発電所 ２号炉 備  考 

 

 
第 5.3.1－3 図 「原子炉冷却材の流出」の作業と所要時間 

・評価結果の相違に

基づく差異。 

・設備設計・手順に

基づく想定時間の

差異。 

・評価上考慮しない

操作を含めて実際

に実施する操作に

ついて要員の充足

性を確認。 
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第 5.3.5 図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.3.6 図 原子炉水位と線量率 

 

第 5.3－4 図 原子炉水位の推移 

 

 

第 5.3－5図 原子炉水位と線量率 

 

 

第 5.3.2－1 図 原子炉水位の推移 

 

  
第 5.3.2－2 図 原子炉水位と線量率 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①注水開始時の燃料有

効長頂部からの水位及

び原子炉ウェル満水ま

で回復する時間の相違。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

②島根２号炉は，燃料を

線源とした線量率が支

配的である。 
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1
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」
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大
事
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対
策
に
つ
い
て
 

 

本文比較表に記載の差

異以外で主要な差異に

ついて記載。 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，既許可

の対象設備を重大事故

等対処設備として位置

付けるものを明確化し

ている。 

【東海第二】 

②島根２号炉は，重大事

故等時に設計基準対象

施設としての機能を期

待する設備を「重大事故

等対処設備（設計基準拡

張）」と位置付けている。 

③島根２号炉は，評価条

件として「外部電源な

し」としているため非常

用ディーゼル発電機を

記載。 

【柏崎 6/7】 

④島根２号炉は，原子炉

冷却材漏えいが停止し

たことを確認する計器 

としてサプレッショ

ン・プール水位を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①
，
②

 

②
 

③
 

③
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④
 

①
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・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，残留熱

除去ポンプの定格流量

とミニマムフロー弁に

設置されているオリフ

ィス仕様と差圧の関係

から流出量を設定。 

 

【東海第二】 

②島根２号炉は，資源の

観点で厳しい外部電源

なしを設定。なお島根２

号炉では，外部電源の喪

失による原子炉格納容

器隔離閉弁は発生しな

い。 

 

③島根２号炉は，漏えい

箇所の隔離操作実施後

に，原子炉注水を実施す

ることを想定している

ため，重大事故等対策に

関連する操作条件とし

て，原子炉冷却材流出の

停止を記載。 
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まとめ資料比較表 〔有効性評価 添付資料 5.3.1〕 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20 版） 東海第二発電所 （2018.9.12 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

添付資料 5.3.1 

 

原子炉冷却材の流出における運転停止中の線量率評価について 

 

 

 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価では「放射線遮蔽が維持される水位を確保すること」との基

準が定められている。 

以下に原子炉冷却材の流出における現場線量率の評価を示

す。 

なお，線量率の評価において，原子炉圧力容器は原子炉未開

放の場合，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待でき，認知も容易で

あるため，原子炉開放を想定した。また，原子炉圧力容器の開

放作業中において，基本的に原子炉冷却材の流出のおそれのあ

る作業を実施しないこと，原子炉ウェル等に注水を実施してい

る状態であることより，評価において気水分離器及び蒸気乾燥

器の D/S ピットへの取り出しが完了し，原子炉ウェルが満水の

状態を想定した。 

 

（１） 炉心燃料・炉内構造物の線源強度 

放射線源として燃料及び上部格子板をモデル化した。 

a.炉心燃料 

評価条件を以下に示す。 

   ○線源形状：円柱線源（炉心の全てに燃料がある状態） 

   ○燃料有効長（mm）： 

   ○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線は，エネル

ギ 18群（ORIGEN 群構造） 

   ○線源材質：燃料及び水（密度   g／cm３） 

   ○線源強度は，以下の条件で ORIGEN２コードを使用して算

出 

      

 

 

 

 

 

添付資料 5.3.1 

 

原子炉圧力容器開放時における運転停止中の線量率評価につい

て 

 

1. はじめに 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価の評価項目として，「放射線遮蔽が維持される水位を確保す

ること」がある。 

  以下に原子炉冷却材の流出における線量率の評価を示す。 

   

なお，線量率の評価において，原子炉圧力容器は原子炉未開

放の場合，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待でき，認知も容易で

あるため，原子炉開放時を想定した。また，原子炉圧力容器の

開放作業中において，基本的に原子炉冷却材の流出のおそれの

ある作業を実施しないこと，原子炉ウェル等に注水を実施して

いる状態であることより，評価においては，シュラウドヘッド

及び蒸気乾燥器のドライヤー気水分離器貯蔵プールへの取出

しが完了し，原子炉ウェル満水の状態を想定した。 

 

2. 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度 

放射線源として燃料及び上部格子板をモデル化した。 

(1) 炉心燃料 

計算条件を以下に示す。 

   ○線源形状：円柱線源（炉心の全てに燃料がある状態） 

   ○燃料有効長：約 3.7m 

   ○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，エネルギ 4群 

 

   ○線源材質：燃料及び水（密度   g／cm３） 

   ○線源強度：文献値※１に記載のエネルギ当たりの線源強度

を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積当たりの線源強度を

式①で算出 

   

 

このときの線源条件は以下となる。なお，使用してい

る文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114 年）と，東

海第二発電所の実績を包絡した条件で評価されてお

添付資料 5.3.1 

 

原子炉冷却材の流出における運転停止中の線量率評価について 

 

 

 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価

では「放射線遮蔽が維持される水位を確保すること」との基準

が定められている。 

以下に原子炉冷却材の流出における現場線量率の評価を示

す。 

なお，線量率の評価において，原子炉圧力容器は原子炉未開

放の場合，原子炉圧力容器等の遮蔽に期待でき，認知も容易で

あるため，原子炉開放を想定した。また，原子炉圧力容器の開

放作業中において，基本的に原子炉冷却材の流出のおそれのあ

る作業を実施しないこと，原子炉ウェル等に注水を実施してい

る状態であることより，評価において気水分離器及び蒸気乾燥

器のＤＳＰへの取り出しが完了し，原子炉ウェルが満水の状態

を想定した。 

 

１．炉心燃料・炉内構造物の線源強度 

放射線源として燃料及び上部格子板をモデル化した。 

（１）炉心燃料 

評価条件を以下に示す。  

○ 線源形状：円柱線源（炉心のすべてに燃料がある状態） 

○ 燃料棒有効長（mm）：  

○ ガンマ線エネルギ:計算に使用するガンマ線は，エネ

ルギ４群 

○ 線源材質:燃料及び水 (密度 g/cm3) 

○ 線源強度：文献値※１に記載のエネルギあたりの線源

強度を基に，９×９燃料（Ａ型）の体積

あたりの線源強度を式①で算出 

 

このときの線源条件は以下となる。なお，本評価で使

用している文献値は，燃料照射期間 10６時間（約 114

年）と，島根２号炉の実績を包絡した条件で評価され

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，燃料

照射実績を包絡する値

として，文献値（無限

照射）を用いている。 

 

 

 

 

 

)／体cm()MeV(

)／体W()s)・(W／MeV(
)s・cm・γ(

3

1-3-

燃料集合体体積各群のエネルギ

出力燃料集合体当たりの熱文献に記載の線源強度
＝線源強度





･･･① 
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・燃料照射期間：1264 日（燃焼度 33GWd/t 相当の値） 

・燃料組成：STEPⅢ 9×9A 型(低 Gd) 

・濃縮度：    (wt.%) 

・U 重量：燃料一体あたり    (kg) 

・停止後の期間※：停止後 3 日(実績を考慮した値を設

定) 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 停止後の期間は全制御棒全挿入からの時間を示

している。通常停止操作において原子炉の出力

は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以前から

徐々に低下させるが、線源強度評価は崩壊熱評

価と同様にスクラムのような瞬時に出力を低下

させる保守的な計算条件となっている。 

 

 

線量率評価モデルを図 1 に示す。また，評価により求めた

線源強度を表 1 に示す。 

り，東海第二発電所に関する本評価においても適用可

能である。 

    ・燃料照射期間：10６時間 

 

 

 

    ・原子炉停止後の期間：停止後 3日※２（実績を考慮して

設定） 

    ・燃料集合体当たりの熱出力：4.31MW／体（９×９燃料

（Ａ型）） 

    ・燃料集合体体積：7.2E＋04cm３（９×９燃料（Ａ型）） 

 

※1 Blizard E. P. and Abbott L. S., cd., “REACTOR 

HANDBOOK. 2nd cd. Vol. Ⅲ Part B, 

SHIELDING”, INTERSCIENCE PUBLISHERS, New 

York, London, 1962 

※2 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの

時間を示している。通常停止操作において原子

炉の出力は全制御棒全挿入及び発電機解列以

前から徐々に低下させるが，線源強度評価は崩

壊熱評価と同様にスクラムのような瞬時に出

力を低下させる保守的な計算条件となってい

る。 

   ○計算モデル：円柱線源 

線量率計算モデルを第 1 図に示す。また，計算によ

り求めた線源強度を第 1表に示す。 

 

ており，島根２号炉に関する本評価においても適用可

能である。 

・燃料照射期間 ：106時間（無限照射） 

 

 

 

・原子炉停止後の期間※２ ：停止後３日(実績

を考慮した値を設定) 

・燃料集合体あたりの熱出力：4.35MW／体（９×９燃

料（Ａ型）） 

・燃料集合体体積：約 7.1×104 cm３（９×９燃料（Ａ

型）） 

※１ Blizard E. P. and Abbott L.S.,ed.,“REACTOR 

HANDBOOK.2nd ed. Vol.Ⅲ Part B, SHIELDING”, 

INTERSCIENCE PUBLISHERS, New York, London, 

1962 

※２ 原子炉停止後の期間は全制御棒全挿入からの時

間を示している。通常停止操作において原子炉の

出力は全制御棒全挿入完了及び発電機解列以前

から徐々に低下させるが，線源強度評価は崩壊熱

評価と同様にスクラムのような瞬時に出力を低

下させる保守的な計算条件となっている。 

 

○ 評価モデル：円柱線源 

線量率評価モデルを図１に示す。また，式①で算出した

体積あたりの線源強度を表１に示す。 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

・設備設計の相違 

【東海第二】 
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第 1 図 燃料の水深と線量率の計算モデル 

 

 

第 1 表 燃料の線源強度 

エネルギ 

（MeV） 

線源強度 

（γ・cm－３・s－１） 

1.0 6.0E+11 

2.0 1.1E+11 

3.0 2.0E+09 

4.0 3.0E+07 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 燃料の線量率評価モデル 

 

 

表１ 燃料の線源強度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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b. 上部格子板 

評価条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ（mm）：  

○ガンマ線エネルギ：計算に使用するガンマ線は，主要核

種 60Co を想定して 1.5MeV 

○線源材質： 水と同等(密度 958kg/m3※) 

※ 65℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小とな

る 100℃の値を採用 

○線源強度は，機器表面の実測値（    Sv/h）より

2.1×109(Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図 2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 上部格子板 

   計算条件を以下に示す。 

○線源形状：円柱線源としてモデル化 

○線源の高さ：約0.4m 

○γ線エネルギ：計算に使用するγ線は，主要核種Ｃｏ－

60を想定して1.5MeVとする。 

○線源材質：水と同等（密度0.958g／cm３※） 

※ 52℃から100℃までの飽和水の密度のうち，最小と

なる100℃の値を使用 

○線源強度：機器表面の実測値（   Sv／h）より7.3E

＋09Bq／cm３と算出 

線量率計算モデルを第2図に示す。 

 

 

第2図 上部格子板の水深と線量率の計算モデル 

 

 

（２）上部格子板 

評価条件を以下に示す。 

○ 線源形状：円柱線源としてモデル化 

○ 線源の高さ（mm）：  

○ ガンマ線エネルギ：評価に使用するガンマ線は，主要

核種 60Co を想定して 1.5MeV 

○ 線源材質： 水と同等(密度 0.958g/cm3※) 

※ 52℃から 100℃までの飽和水の密度のうち，最小とな

る 100℃の値を採用 

○ 線源強度は，機器表面の実測値（  Sv/h）より

8.7×109 (Bq/cm3)と算出 

線量率評価モデルを図２に示す。 

 

 

 

図２ 上部格子板の線量率評価モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（２） 線量率の評価 

線量率は，「添付資料 4.1.2｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用済

燃料からの線量率｣の評価について」と同様に QAD-CGGP2R コー

ドを用いて計算している。 

評価点については保守的に燃料交換機床とした。 

 

（３） 現場の線量率の評価結果 

（１），（２）の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線

量率の関係を図 3 に示す。 

 

 

第 3 図 原子炉水位と線量率 

 

 

3. 線量率の評価 

  線量率は，「添付資料4.1.3 水遮蔽厚に対する貯蔵中の使用

済燃料からの線量率の算出について」と同様にＱＡＤ－ＣＧＧ

Ｐ２Ｒコード（Ver1.04）を用いて計算している。 

 

 

4. 線量率の評価結果 

  「2. 炉心燃料・炉内構造物の評価モデルと線源強度」及び

「3. 線量率の評価」の条件を用いて評価した原子炉水位と線

量率の関係を第3図に示す。 

 

 

第3図 原子炉水位と線量率 

 

２．線量率の評価 

線量率は，「添付資料 4.1.2｢水遮蔽厚に対する貯蔵中の燃

料等からの線量率｣の評価について」と同様にＱＡＤ-ＣＧＧ

Ｐ２Ｒコードを用いて計算している。 

評価点については保守的に燃料取替機台車床とした。 

 

３．現場の線量率の評価結果 

  １，２の条件を用いて評価した原子炉水位と現場の線量率

の関係を図３に示す。 

 

 

 

 

図３ 原子炉水位と線量率 
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添付資料 5.3.2 

 

原子炉冷却材流出評価における POS 選定の考え方 

 

1. 本評価における POS の決定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価，

「原子炉冷却材の流出」(以下「原子炉冷却材流出」という。)の

重要事故シーケンスの評価では，次節に示すとおり，定期検査中

に実施する作業等を確認し，原子炉冷却材の流出が生じうる作業

を抽出した後，各々の作業を比較して重要事故シーケンスとする

作業を選定した。定期検査中に各作業等が実施される時期はおお

むね決まっているため，POS については，選び得る POS を比較し

て決定した。 

 

2. 原子炉冷却材流出評価の対象とした作業等 

重要事故シーケンスの選定にあたり，定期検査中に原子炉冷却

材流出が想定され得るとして抽出した作業等は次の 5 つである。

この 5 つの作業等から，本評価では「RHR 系統切替え時のミニマ

ムフロー弁操作誤り」を選定した。選定の理由は，発生時に想定

される原子炉冷却材流出速度が大きいこと※，CUW ブローは原子

炉水位の変化に特に注目する作業であること，他の 3 事象は点検

であり，発生時の検知の可能性が本事象よりも高いと考えられる

ことによるものである。 

・CRD 点検（交換）時の作業誤り 

・LPRM 点検（交換）時の作業誤り 

・RIP 点検時の作業誤り 

・CUW ブロー時の操作誤り 

・RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤り 

 

※ RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤りによる流出

量は他の原子炉冷却材流出事象と比べて流出量が大きい（付録 1 

別添 柏崎刈羽原子力発電所６号及び 7号炉 確率論的リスク評

価(PRA)について 補足説明資料 1.1.2.c-3 冷却材流出事象の流

出量及び余裕時間の算出方法について）

添付資料 5.3.2 

 

「原子炉冷却材の流出」におけるプラント状態選定の考え方 

 

1. 本評価におけるプラント状態の決定 

  運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価，原子炉冷却材の流出の重要事故シーケンスの評価では，次

章に示すとおり，施設定期検査中に実施する作業等を確認し，

原子炉冷却材の流出が生じ得る作業を抽出した後，各々の作業

を比較して重要事故シーケンスとする作業を選定した。施設定

期検査中に各作業が実施される時期はおおむね決まっている

ため，評価対象とするＰＯＳを，選び得るＰＯＳの比較により

選定した。 

 

2. 原子炉冷却材の流出評価の対象とした作業等  

  重要事故シーケンスの選定に当たり，施設定期検査中に原子

炉冷却材流出が想定され得るとして抽出した作業等は次の4つ

である。この 4つの作業等から，本評価ではＲＨＲ系統切替を

選定した。選定の理由は，ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡは他の

原子炉冷却材流出事象と比べて事象検知の観点で厳しいこと

によるものである。 

 

 

   ・ＲＨＲ系統切替 

   ・ＣＵＷブロー 

   ・ＣＲＤ点検 

   ・ＬＰＲＭ点検 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 5.3.2 

 

原子炉冷却材流出評価におけるＰＯＳ選定の考え方 

 

１．本評価におけるＰＯＳの決定 

運転停止中の原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評

価，「原子炉冷却材の流出」(以下「原子炉冷却材流出」という。)

の重要事故シーケンスの評価では，次節に示すとおり，定期事

業者検査中に実施する作業等を確認し，原子炉冷却材流出が生

じ得る作業を抽出した後，各々の作業を比較して重要事故シー

ケンスとする作業を選定した。定期事業者検査中に各作業等が

実施される時期はおおむね決まっているため，ＰＯＳについて

は，選び得るＰＯＳを比較して決定した。 

 

２．原子炉冷却材流出評価の対象とした作業等 

重要事故シーケンスの選定にあたり，定期事業者検査中に原

子炉冷却材流出が想定され得るとして抽出した作業等は次の

４つである。この４つの作業等から，本評価では「残留熱除去

系切替時の冷却材流出」を選定した。選定の理由は，発生時に

想定される原子炉冷却材流出速度が大きいこと※，原子炉浄化

系ブローは原子炉水位の変化に特に注目する作業であること，

他の２事象は点検・交換であり，発生時の検知の可能性が本事

象よりも高いと考えられることによるものである。 

(1) 制御棒駆動機構点検時の冷却材流出 

(2) 局部出力領域モニタ交換時の冷却材流出 

(3) 原子炉浄化系ブロー時の冷却材流出 

(4) 残留熱除去系切替時の冷却材流出 

 

 

※ 残留熱除去系切替時の冷却材流出による流出量は他の原子

炉冷却材流出事象と比べて流出量が大きい（付録１ 別添 

島根原子力発電所２号炉 確率論的リスク評価(ＰＲＡ)に

ついて 補足説明資料1.1.2.c-3 冷却材流出事象の流出量

及び余裕時間の算出方法について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

「ＲＩＰ点検時の作業

誤り」はＡＢＷＲ特有

の事象。 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，他の

事象に比べて事象検知

が困難であることに加

え，流出量が大きいこ

とも踏まえ，「残留熱除

去系切替時の冷却材流

出」を選定している。 
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3. POS を選定する上で考慮した点 

定期検査中に RHR 系統切替えを実施する時期としては，RHR の

運転や待機の系統を変化させる場合があり，この作業は定期検査

中のほぼ全域で生じ得る。このため，POS についてはいずれの場

合も選び得る。 

その上で，本評価では POS の選定において以下の点を考慮し

た。 

 

(1) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

崩壊熱による原子炉冷却材の減少を厳しく評価する観点では，

原子炉停止後の時間が短い POS の方が適切である。 

 

＜ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡ発生時の流出量の算出＞ 

流出量はミニマムフロー弁に設置されているオリフィスの仕

様と差圧の関係より算出した。 

○ミニマムフローラインオリフィス仕様 

・オリフィス設計流量 56.8m３／h 

・オリフィス設計差圧 198.1m 

○原子炉圧力 大気圧状態 

○ＲＨＲポンプと原子炉水との水頭差（ＲＨＲポンプレベル：

EL 約－3.4m） 

・通常運転水位 38.1m（EL.約 34.6m～EL.約－3.4m） 

・原子炉ウェル満水 49.6m（EL.約 46.2m～EL.約－3.4m） 

○残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転中にミニマムフ

ロー弁が全開となった場合のオリフィス差圧＝ポンプ出口

圧力＝ポンプ揚程（85.3m）＋水頭差 

・通常運転水位 123.4m（EL.約 34.6m～EL.約－3.4m） 

・原子炉ウェル満水 134.9m（EL.約 46.2m～EL.約－3.4m） 

○オリフィス差圧は流量比の二乗に比例するとして評価。 

ΔＰ＝198.1×（Ｑ／56.8）２ 

 Ｑ＝56.8×√（ΔＰ／198.1） 

ΔＰ：オリフィス差圧 

 Ｑ：オリフィス差圧がΔＰの際の流量（m３／h） 

○評価結果 

・通常水位 ：45m３／h 

・ウェル満水 ：47m３／h 

 

 

3. ＰＯＳを選定する上で考慮した点 

  残留熱除去系は，通常 2系統あるうち 1系統を用いて崩壊熱

除去を実施しており，ＰＯＳ－ＡからＰＯＳ－Ｄの期間におい

て，作業や点検等に伴い運転号機の切替えを実施する場合があ

る。 

これらのＰＯＳより，以下の点を考慮してＰＯＳの選定を行

った。 

  

(1) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

   崩壊熱による原子炉冷却材の減少を厳しく評価する観点

では，原子炉停止後の時間が短いＰＯＳの方が適切である。

 

＜残留熱除去系切替時の冷却材流出発生時の流出量の算出＞ 

 流出量は，

より算出した。 

 

 

    ：約 94m3/h 

 

 

 

 

３．ＰＯＳを選定するうえで考慮した点 

定期事業者検査中に残留熱除去系切替を実施する時期とし

ては，残留熱除去系の運転や待機の系統を変化させる場合があ

り，この作業は定期事業者検査中のほぼ全域で生じ得る。この

ため，ＰＯＳについてはいずれの場合も選び得る。 

そのうえで，本評価ではＰＯＳの選定において以下の点を考

慮した。 

 

(1) 崩壊熱による原子炉水温の上昇及び蒸発 

崩壊熱による原子炉冷却材の減少を厳しく評価する観点

では，原子炉停止後の時間が短いＰＯＳの方が適切である。
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但し，POS「S」の崩壊熱で評価しても，流出による原子炉冷却

材の減少に対して崩壊熱による原子炉冷却材の減少の速度は小

さい。 

 

 

(2) 原子炉圧力容器内の保有水量 

原子炉圧力容器内の保有水量の観点では，原子炉ウェル満水の

状態が最も余裕があり，原子炉圧力容器が通常水位(NWL)に近い

ほど厳しい条件となる。ただし，RHR の吸込口は有効燃料棒頂部

(TAF)から約 1.7m 上にあるため，RHR の吸込口を下回った後の水

位低下は崩壊熱による減少となる。例えば，原子炉停止から 1 日

後の崩壊熱を仮定すると，約 2 時間の時間余裕があり，原子炉注

水までの時間余裕を確保できる。 

 

 

(3) 発生時の検知性 

発生時の検知性の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が閉止され

ている場合，原子炉水位低下の警報発生や緩和設備の起動などに

期待できるが，原子炉圧力容器の上蓋が開放されている場合，こ

れらの機能には期待できない。 

 

(4) 原子炉水位低下時の作業環境 

原子炉水位低下時の作業環境への影響の観点では，原子炉圧力

容器の上蓋が閉鎖されている場合，原子炉水位が低下しても十分

に遮蔽されるため作業環境には影響が生じないが，原子炉圧力容

ただし，残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の吸込み配管

の高さは燃料有効長頂部以下にあり，本事故シーケンスの水

位低下量においては崩壊熱除去機能は維持されるため，崩壊

熱の違いによる時間余裕への影響はない。 

 

 (2) 原子炉圧力容器内の保有水量 

   原子炉圧力容器内の保有水量の観点では，原子炉ウェル満

水の状態が最も余裕があり，原子炉圧力容器が通常運転水位

に近いほど厳しい条件となる。ただし，原子炉水位が通常運

転水位の場合においても，燃料有効長頂部まで低下する時間

は約 3.5 時間と長く，原子炉注水までの時間余裕を確保でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 事象発生時の検知性 

   事象発生時の検知性の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が

未開放状態の場合，原子炉水位の低下による警報発生や緩和

設備の自動起動等に期待できるが，原子炉圧力容器の上蓋が

開放状態の場合，これらの機能には期待できない。 

 

 (4) 原子炉水位低下時の作業環境 

   原子炉水位低下時の作業環境への影響の観点では，原子炉

圧力容器の上蓋が閉止されている場合，原子炉水位が燃料有

効長頂部から約 1.7m 上に低下するまでは原子炉圧力容器の

ただし，残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）の吸い込

み配管の高さは燃料棒有効長頂部以下にあり，本事故シーケ

ンスの水位低下量においては崩壊熱除去機能は維持される

ため，崩壊熱の違いによる時間余裕への影響はない。 

 

(2) 原子炉圧力容器内の保有水量 

原子炉圧力容器内の保有水量の観点では，原子炉ウェル満

水の状態が最も余裕があり，原子炉圧力容器が通常水位(Ｎ

ＷＬ)に近いほど厳しい条件となる。ただし，原子炉水位が

通常運転水位の場合においても，燃料棒有効長頂部まで低下

する時間は約 1.3 時間の時間余裕があり，原子炉注水までの

時間余裕を確保できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 発生時の検知性 

発生時の検知性の観点では，原子炉圧力容器の上蓋が閉止

されている場合，原子炉水位低下の警報発生や緩和設備の起

動などに期待できるが，原子炉圧力容器の上蓋が開放されて

いる場合，これらの機能には期待できない。 

 

(4) 原子炉水位低下時の作業環境 

原子炉水位低下時の作業環境への影響の観点では，原子炉

圧力容器の上蓋が閉止されている場合，原子炉水位が低下し

ても十分に遮蔽されるため作業環境には影響が生じないが，

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 ＡＢＷＲはＲＨＲの

吸い込み配管がＴＡＦ

よりも上にあるため，

吸い込み配管まで水位

が低下した時点で崩壊

熱除去機能が喪失し，

以降は崩壊熱による蒸

発に伴う水位低下とな

る。島根２号炉はＢＷ

Ｒ-５であり，ＲＨＲ吸

い込み配管は再循環配

管から取水しているた

め，燃料棒有効長頂部

到達まで崩壊熱除去機

能は維持されることか

ら，評価条件が異なる。 

・評価結果の相違 

【東海第二】 
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器の上蓋が開放されている場合，原子炉水位が大きく低下すると

十分な遮蔽効果が期待できなくなり，作業環境への影響が現れ

る。 

 

 

 

 

 

4. POS の選定結果と考察 

「RHR 系統切替え時のミニマムフロー弁操作誤り」は原子炉冷

却材流出事象発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象であ

る。このため，3．(1)から(4)の点のうち，(3)の検知性の観点で

厳しい POS を選定することが適切と考える。この観点では，原子

炉圧力容器の上蓋が開放されている，POS「B」,「C」が選定され

る。POS「C」は CUW ブローによる原子炉ウェルの水位低下から始

まり，途中で原子炉圧力容器の上蓋が閉鎖される POS であり，原

子炉圧力容器の上蓋が開放されている状態での原子炉水位につ

いて，特に注意が払われる POS であることから，本重要事故シー

ケンスでは，POS「B」を代表として選定することが適切と考える。 

 

なお，有効燃料棒頂部まで水位が低下するまでの時間余裕とい

う観点では原子炉未開放である POS「A」，「C」，「D」の「RHR 系統

切替え時のミニマムフロー弁操作誤り」が厳しくなるが，その場

合であっても 2 時間以上の時間余裕※があり，かつ原子炉水位計

による警報発生や緩和設備の起動などに期待できるため，原子炉

開放時と比べて速やかな検知と注水が可能である。 

 

 

※流出により通常運転水位から残留熱除去系の吸込配管の高

さまで水位が低下後，蒸発により水位が有効燃料棒頂部まで

低下するまでの時間（停止 1 日後想定） 

 

以上 

 

 

 

上蓋等により遮蔽される。一方，原子炉圧力容器の上蓋が開

放されている場合は，原子炉水位が燃料有効長頂部から約

2.6m 上に低下するまでは原子炉ウェルの水により遮蔽され

る。 

いずれの場合においても，遮蔽が維持される下限水位到達

までに注水することが可能であり，遮蔽が維持されることか

ら，作業環境に与える影響はない。 

 

4. ＰＯＳの選定結果と考察 

  「ＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡ」は原子炉冷却材の流出の検

知が他の事象よりも困難な事象である。このため，3.(1)から

(4)のうち，3．(3)の検知性の観点で厳しいＰＯＳを選定する

ことが適切と考える。この観点では，原子炉圧力容器の上蓋が

開放されているＰＯＳ－Ｂ，ＰＯＳ－Ｃが選定される。ＰＯＳ

－ＣはＣＵＷブローによる原子炉ウェルの水位低下から始ま

り，途中で原子炉圧力容器の上蓋が閉鎖されるＰＯＳであり，

原子炉圧力容器の上蓋が開放されている状態での原子炉水位

について，特に注意が払われるＰＯＳであることから，本重要

事故シーケンスでは，ＰＯＳ－Ｂを代表として選定することが

適切と考える。 

  なお，燃料有効長頂部まで水位が低下するまでの時間余裕と

いう観点では原子炉未開放状態であるＰＯＳ－Ａ，Ｃ，Ｄにおけ

るＲＨＲ系統切替時のＬＯＣＡが厳しくなるが，原子炉水位が燃

料有効長頂部まで低下する時間は約3.5時間の時間余裕があり，

かつ原子炉水位の低下による警報発生や緩和設備の起動などに

期待できる場合は原子炉開放時と比べて速やかな検知と注水が

可能である。 

 

原子炉圧力容器の上蓋が開放されている場合，原子炉水位が

大きく低下すると十分な遮蔽効果が期待できなくなり，作業

環境への影響が表れる。 

 

 

 

 

 

４．ＰＯＳの選定結果と考察 

「残留熱除去系切替時の冷却材流出」は原子炉冷却材流出事

象発生時の検知が他の作業等よりも困難な事象である。この

ため，３. (1)から(4)のうち，(3)の検知性の観点で厳しい

ＰＯＳを選定することが適切と考える。この観点では，原子

炉圧力容器の上蓋が開放されている，ＰＯＳ－Ｂ,Ｃが選定

される。ＰＯＳ－Ｃは原子炉浄化系ブローによる原子炉ウェ

ルの水位低下から始まり，途中で原子炉圧力容器の上蓋が閉

鎖されるＰＯＳであり，原子炉圧力容器の上蓋が開放されて

いる状態での原子炉水位について，特に注意が払われるＰＯ

Ｓであることから，本重要事故シーケンスでは，ＰＯＳ－Ｂ

を代表として選定することが適切と考える。 

なお，燃料棒有効長頂部まで水位が低下するまでの時間余

裕という観点では原子炉未開放であるＰＯＳ－Ｓ，Ａ，Ｃ，

Ｄの「残留熱除去系切替時の冷却材流出」が厳しくなるが，

その場合であっても約 1.3 時間の時間余裕※があり，かつ原

子炉水位計による警報発生や緩和設備の起動などに期待で

きるため，原子炉開放時と比べて速やかな検知と注水が可能

である。 

 

※ 原子炉冷却材流出により原子炉水位が通常運転水位から

燃料棒有効長頂部まで水位が低下するまでの時間 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 
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-５であり，ＲＨＲ吸い

込み配管は再循環配管

から取水しているた

め，燃料棒有効長頂部

到達まで崩壊熱除去機

能は維持される。 
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添付資料 5.3.3 

安定状態について 

 

運転停止中の原子炉冷却材の流出の安定状態については以下の

とおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，原子炉冷却材の流出が停止

し，設計基準事故対処設備及び重大事故

等対処設備を用いた炉心冷却により，炉

心冠水が維持でき，また，冷却のための

設備がその後も機能維持できると判断さ

れ，かつ，必要な要員の不足や資源の枯

渇等のあらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，原子炉安定停止状態

が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生直後から原子炉冷却材の流出により原子炉水位が

低下するが，約 2 時間後に原子炉冷却材の流出を停止させ，残

留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を行うことで

原子炉水位が回復する。その後，残留熱除去系（低圧注水モー

ド）による原子炉注水を停止し，残留熱除去系（停止時冷却モ

ード）にて冷却することで，冷温停止状態に移行することがで

き，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持

できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

 

 

 

添付資料 5.3.3 

安定停止状態について（運転停止中 原子炉冷却材の流出） 

 

運転停止中の原子炉冷却材の流出の安定停止状態については

以下のとおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，設計基準事故対処設備及び

重大事故等対処設備を用いた炉心冷却及

び原子炉冷却材の流出の停止により，炉

心冠水が維持でき，また，冷却のための

設備がその後も機能維持できると判断さ

れ，かつ，必要な要員の不足や資源の枯

渇等のあらかじめ想定される事象悪化の

おそれがない場合，安定停止状態が確立

されたものとする。 

【安定停止状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生直後から原子炉冷却材の流出により原子炉水位が低

下するが，事象発生から 2時間後に残留熱除去系（低圧注水系）

による原子炉注水を行うことで原子炉水位が回復する。その後，

原子炉冷却材の流出を停止させ，残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）に切り替えて原子炉除熱を実施することで，冷温停止

状態を維持することができ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定停止状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により安定停止状態を維持できる。 

 

また，残留熱除去系の機能を維持し，原子炉除熱を行うこと

により，安定停止状態後の状態維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.2 別紙 1） 

 

 

添付資料 5.3.3 

安定状態について(運転停止中(原子炉冷却材の流出)) 

 

運転停止中の原子炉冷却材の流出の安定状態については以下の

とおり。 

原子炉安定停止状態：事象発生後，原子炉冷却材の流出が停止

し，設計基準事故対処設備及び重大事故

等対処設備を用いた炉心冷却により，炉

心冠水が維持でき，また，冷却のための

設備がその後も機能維持できると判断

され，かつ，必要な要員の不足や資源の

枯渇等のあらかじめ想定される事象悪

化のおそれがない場合，原子炉安定停止

状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 

原子炉安定停止状態の確立について 

事象発生直後から原子炉冷却材の流出により原子炉水位が

低下するが，事象発生から２時間後に原子炉冷却材の流出を停

止させ，残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水を

行うことで原子炉水位が回復する。その後，残留熱除去系（低

圧注水モード）による原子炉注水を停止し，残留熱除去系（停

止時冷却モード）にて冷却することで，冷温停止状態を維持す

ることができ，原子炉安定停止状態が確立される。 

 

重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必

要な水源，燃料及び電源を供給可能である。 

 

【安定状態の維持について】 

上記の燃料損傷防止対策により原子炉安定停止状態を維持

できる。 

また，残留熱除去系機能を維持し，除熱を行うことにより，

安定停止状態後の安定停止状態の維持が可能となる。 

（添付資料 2.1.1 別紙１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，漏え

い個所の隔離操作実施

後に，原子炉注水を行
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・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 
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到達まで崩壊熱除去機

能は維持される。 
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停
止

中
 原

子
炉

冷
却

材
の

流
出

）
(
1
/
2
) 

 

添
付
資
料

5.
3
.
4 

評
価
条
件

の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
（
運
転
停
止
中

 
原
子
炉

冷
却
材
の
流
出
）

 

第
1表

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
の
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
運
転
停
止
中
 
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
）
(1
／
2)
 

 

添
付
資
料

5.
3
.
4 

評
価
条
件
の
不
確
か
さ
の
影
響
評
価
に
つ
い
て
(運

転
停
止
中

(原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
))
 

表
１

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
１
／
２
）

 

 

 

・相違理由は本文参照。 
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1 
評

価
条

件
を

最
確

条
件

と
し

た
場

合
の

運
転

員
等

操
作

時
間

及
び

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る

影
響

（
運

転
停

止
中

 原
子

炉
冷

却
材

の
流

出
）

(2
/2

)  

第
1表

 
評
価
条
件
を
最
確
条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
の
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
運
転
停
止
中
 
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
）
(2
／
2)
 

 

表
１
 
評
価
条
件
を
最
確

条
件
と
し
た
場
合
の
運
転
員
等
操
作
時
間
及
び
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
（
２
／
２
）
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2 
運

転
員

等
操

作
時

間
に

与
え

る
影

響
，

評
価

項
目

と
な

る
パ

ラ
メ

ー
タ

に
与

え
る

影
響

及
び

操
作

時
間

余
裕

（
運

転
停

止
中

 原
子

炉
冷

却
材

の
流

出
）（

1/
2）

 

第
2表

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る

影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る
影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
運
転
停
止
中
 
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
）

 

 

表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
１
／
２
）
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表
2 

運
転

員
等

操
作

時
間

に
与

え
る

影
響

，
評

価
項

目
と

な
る

パ
ラ

メ
ー

タ
に

与
え

る
影

響
及

び
操

作
時

間
余

裕
（

運
転

停
止

中
 原

子
炉

冷
却

材
の

流
出

）（
2/

2）

 

 

表
２

 
運
転
員
等
操
作
時
間
に
与
え
る
影
響
，
評
価
項
目
と
な
る
パ
ラ
メ
ー
タ
に
与
え
る

影
響
及
び
操
作
時
間
余
裕
（
２
／
２
）
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7
日
間
に
お
け
る
燃
料
の
対
応
に
つ
い
て
（
運
転
停
止
中
 
原
子
炉
冷
却
材
の
流
出
）

 
 

添付資料 5.3.5 

 

７日間における燃料の対応について 

(運転停止中(原子炉冷却材の流出)) 

 

保守的にすべての設備が，事象発生直後から７日間燃料を消費

するものとして評価する。 

 

 

・設備設計の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は，緊急

時対策所用発電機用の

燃料タンクを有してい

る。また，モニタリン

グポストは非常用交流

電源設備又は常設代替

交流電源設備による電

源供給が可能である。 

・燃料評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 
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